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Ⅰ．研究組織  

 

研究代表者   

 辻 一郎 

 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・教授 

 研究課題：健康寿命の延伸・短絡要因に関する研究 

 

研究分担者 

 相田 潤 

 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科健康推進歯学分野・教授 

 研究課題：生活習慣・歯科疾患に関する地域格差の要因の解明 

 

 岡村智教 

 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学・教授 

 研究課題：健康寿命の延伸可能性の予測に関する研究 

 

 近藤克則 

 千葉大学予防医学センター・教授 

 研究課題：健康格差関連要因の解明と指標の研究 

 

 近藤尚己 

 京都大学大学院医学研究科社会疫学分野・教授 

 研究課題：慢性疾患に関する地域格差の要因の解明 

 

 田淵貴大 

 大阪国際がんセンターがん対策センター疫学統計部・副部長 

 研究課題：喫煙の地域格差の要因解析 

 

 津下一代 

 女子栄養大学栄養学部・特任教授 

 研究課題：保健事業等の実施状況と健康指標・医療費等との関連に関する研究 

 

 橋本修二 

 藤田医科大学医学部衛生学講座・教授 

 研究課題：健康寿命の算定・評価と延伸可能性の予測に関する研究 

 

 村上義孝 

 東邦大学医学部医療統計学分野・教授 

 研究課題：健康寿命の延伸・短縮要因に関する研究 
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村山伸子 

 新潟県立大学人間生活学部・教授 

 研究課題：食行動・栄養摂取の地域格差縮小に向けた研究 

 

 西 大輔 

 東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・准教授 

 研究課題：こころの健康に関する地域格差の要因の解明 

 

 横山徹爾 

 国立保健医療科学院生涯健康研究部・部長 

 研究課題：健康寿命の地域格差とその要因に関する研究 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科 公衆衛生学分野・教授 

 

研究要旨 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立場からサポートすることを目的に 12 名の研究者で

研究班を組織した。それにより、栄養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者の健康、こころの

健康の各領域で健康指標の格差の現状と関連要因を解明した。地方自治体における健康日本２１

（第二次）糖尿病分野の目標設定に着目し、全国都道府県の第二次における目標設定の状況と保健

事業や健康指標等との関連を調査した。健康寿命の延伸可能性に関する評価手法を確立した。健康

寿命の個人レベルでの格差の関連要因（社会参加、血圧・肥満・糖尿病・喫煙）や都道府県格差の

要因（こころの状態・悩み・ストレス、睡眠時間、健康のために実行している事柄、検診・健診受

診率）を解明した。次期国民健康づくり運動について、10 領域（身体活動・運動、栄養・食生活、

喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者の健康、循環器疾患、こころの健康、糖尿病、がん）で、主目標 59

項目、副目標 39 項目、開発中の目標 48 項目、研究途上の目標 18 項目を提案した。さらに、目標

項目の詳細（データの情報源、評価レベル、第二次との関係など）に関する目標提案シート、目標

項目間の相互関係・階層性に関するロジックモデルを作成した。 

 

研究分担者 

相田  潤 東京医科歯科大学大学院医歯学総

合研究科健康推進歯学分野・教授 

岡村 智教 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛

生学・教授 

近藤 克則 千葉大学予防医学センター・教授 

近藤 尚己 京都大学大学院医学研究科社会疫

学分野・教授 

田淵 貴大 大阪国際がんセンターがん対策セ

ンター疫学統計部・副部長 

津下 一代 女子栄養大学栄養学部・特任教授 

橋本 修二 藤田医科大学医学部衛生学講座・ 

教授 

村上 義孝 東邦大学医学部医療統計学分野・

教授 

村山 伸子 新潟県立大学人間生活学部健康栄

養学科・教授 

西  大輔 東京大学大学院医学系研究科精

神保健学分野・准教授 

横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研

究部・部長 

 

Ａ．研究目的 

 2013年に開始された国民健康づくり運動「健

康日本２１（第二次）」は、2018 年に中間報告

を終え、2021年度より最終評価に向けた作業を

開始する予定である。また、2024年度に始まる

予定の第三次国民健康づくり運動について、策

定準備（健康課題の抽出・測定すべき健康指標

の選定・目標値の検討など）を始める必要も生

じている。 

 本研究班の目的は、第１に健康日本２１（第

二次）の進捗状況を評価し、各指標の地域格差

や達成・未達成の要因を分析することである。

第２に健康寿命の延伸可能性を定量的に示す

ことであり、健康寿命の延伸・短縮に関わる要

因や格差の要因を分析し、生活習慣改善などに

よる健康寿命延伸効果の予測法を構築する。第
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３に次期国民健康づくり運動策定に向けての

提言を行うことであり、健康寿命の延伸及び地

域格差の縮小に向けて国と自治体が取り組む

べき健康増進施策を示すとともに、次期国民健

康づくり運動で盛り込むべき健康課題とその

目標値・健康指標を提案するものである。この

うち、第１項と第２項は各研究者の個別研究に

より、第３項は（班員全員で協議・検討する）

全体研究により行われる。 

 これらの目的を達成するため、12 名の分担研

究者による研究班を組織する。辻は、厚生労働

省「健康日本２１（第二次）推進専門委員会（以

下「同委員会」）委員長を務めており、行政上

の課題と研究とを連結させる立場にある。橋本

と横山は、健康寿命の推移・地域格差に関する

評価を同委員会に報告している。岡村、近藤

（克）、津下、村山、西は、同委員会委員とし

て、循環器疾患、高齢者の社会参加・社会環境

の整備、肥満・メタボ対策、栄養・食生活、こ

ころの健康を、それぞれ担当している。また、

健康寿命の関連要因を解明するという点では、

辻、近藤（克）、村上は、それぞれ大崎コホー

ト 2006、JAGES、NIPPON DATA というコホート

研究データを有し、要介護発生リスクの関連要

因に関する研究で実績がある。相田・近藤

（克）・近藤（尚）・田淵は、健康格差に関する

研究で実績がある。また田淵は、タバコ対策の

立案・実施・評価に長年関与してきた。津下は、

地域や職域での健康づくり対策を全国で展開

している。 

 以上の目的を達成し、健康日本２１（第二次）

の最終評価と次期国民健康づくり運動の策定

を学術面からサポートすることを目指す。これ

により、国民における健康寿命のさらなる延伸

と健康格差の縮小に資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は、研究代表者と 11 名の研究分担

者さらに２名の研究協力者で構成される。第１

回研究班会議を７月２日に開催して本年度に

おける個別研究と全体研究の計画について協

議した。その後、各研究者が相互に連携しつつ

研究を進めた。９月８日に第２回班会議を開催

して全体研究について協議・検討を行い、10月

16 日のオンライン会議で全体研究の成果物

（「ロジックモデル（目標項目の階層性に基づ

く提案）」と「目標提案シート（数値の出所、

評価レベルなどのリスト）」）を確定した。さら

に令和３年１月 26 日に第３回研究班会議を開

催して本年度の研究結果を取りまとめた。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告書を参照されたい。 

 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

１）健康日本２１（第二次）の進捗評価及び 

  各指標の格差要因に関する研究 

（相田  潤・近藤克則・近藤尚己・田淵貴大・ 

 村山伸子・西  大輔） 

 相田は、歯科保健医療を含む国民皆保険制度

を持つ日本と英国との間で高齢者の口腔健康

格差を比較し、無歯顎者の社会経済的不平等は

日本より英国の方が大きいこと、その差は歯科

医療の公的保険への適用範囲の違い（日本の方

が広くカバー）と関連することを示した。 

 近藤（尚）は、熊本地震前後で地域レベルの

ソーシャルキャピタルと高齢者の抑うつリス

クとの関連を検討した。 

 近藤（克）は、日本老年学的評価研究（Japan 

Gerontological Evaluation Study，JAGES）デ

ータを活用して、個人の社会生活要因や地域環

境と健康寿命やその地域間格差との関係を分

析し、以下のことを明らかにした。社会参加（前

期高齢者は就労、後期高齢者はグループ活動へ
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の参加）の増加が高齢者の健康水準の向上に関

与していること、高齢者の社会的孤立が英国に

比べ日本で悪化していること、子どもの頃に逆

境体験があった高齢者では野菜・果物不足にな

る可能性が高いなどライフコースも高齢期の

健康と関連していること、ほとんど笑わない人

で要介護リスクが 1.4倍高いこと、緑地が多い

地域や小学校に近い地域に暮らす女性でうつ

が少ないなど建造環境（Built Environment）

も健康に関連していること、などである。 

 田淵は、2017年に実施したインターネット調

査の回答者である 20-69歳の男女 9,030 人を対

象に追跡調査を 2020 年まで毎年実施し、紙巻

きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫煙の

過去１ヶ月間の曝露経験の割合を性・年齢階

級・教育歴・等価所得・居住地域別に計算した。

その結果、20-69 歳の男女において、紙巻きタ

バコの受動喫煙の曝露経験割合は 2017 年から

2018年にかけて減少し、その後は横ばいであっ

た（2020 年：13.8％）。一方、加熱式タバコの

受動喫煙の曝露経験割合は増加し続けた（2020

年：10.2％）。両タバコとも、女性、60-69 歳、

高教育歴群、非飲酒者で曝露経験割合が低い傾

向を認めた。本研究結果は、日本における紙巻

きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫煙の

推移を把握し、受動喫煙防止の方策を立案する

ための基礎資料となる。 

 村山は、自治体における飲食店等を対象とし

た食環境整備制度（ヘルシーメニューの提供に

取り組む店舗の登録の実態）と関連要因を探る

ため、全国 153 自治体へ調査票を郵送し、124

自治体から回答を得た。飲食店等を対象とした

食環境整備制度を設定している自治体は約８

割であった。設定との関連を想定して把握した

項目のうち、地域住民の食事摂取量を独自に把

握している自治体は約４割、食環境整備制度の

目標を設定している自治体は約５割であった。

制度を設定している自治体のうち、対象の食事

やメニューは外食・中食・１食単位が９割以上

で１品単位が約８割、登録数の最頻値は飲食店

が 100～200 店舗でスーパーマーケット・コン

ビニエンスストア・弁当店・他が 30～100店舗

であった。今後、過去のウェブ検索データと照

らし合わせることにより、制度の設定状況の違

いに関連する要因の分析を進めていく。 

 西は、2016 年の国民生活基礎調査を用いて、

悩みや相談に関する現状を調べた。悩みやスト

レスの有無について回答があった484,653人の

うち、悩みがあると回答したのは 232,419 人

（48.0％）であった。悩みの原因で頻度が高い

ものは「自分の仕事」「自分の病気や介護」「収

入・家計・借金等」であり、心理的苦痛が強い

（Ｋ６平均点が高値）では「いじめ・セクハラ」

「生きがいに関すること」「離婚」であった。

悩みを相談できていない人で心理的苦痛は強

かった。都市の規模別では、相談できていない

人の心理的苦痛の強さは大都市群の方がやや

強かったが、相談できていない人の割合は小都

市群の方で高かった。大都市群の心理的苦痛の

強さには相談以外の要因が関与している可能

性が示唆された。これらの結果は今後の施策を

考える上での資料になると考えられる。 

 

２）保健事業等実施状況と健康指標・医療費等 

  との関連に関する研究（津下一代） 

 地方自治体における健康日本２１（第二次）

糖尿病分野の目標設定に着目し、全国都道府県

の第二次における目標設定の状況と保健事業

や健康指標等との関連を調査した。 

 都道府県計画における糖尿病分野の目標設

定の状況を見ると、国の目標とは指標構造が異

なるところが 12 都県であった。透析新規導入

の減少については、目標設定との関連は見られ

なかった。HbA1c≧8.4％、メタボリックシンド

ローム該当率の変化については、NDB オープン

データベースにより都道府県比較が容易であ

ったが、健診受診率の影響などについて考慮し

ていく必要があると思われた。 

 2009 年、2015 年の NDB オープンデータ公表

値をもとに都道府県別に変化を比較したとこ
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ろ、両年の該当者割合の相関は r=0.833 と高か

った。この期間において全国でみると 0.64％の

増加であったが、都道府県別にみると 5％以上

増加した県は 11 県（23％）、減少した県は 12

県（25％）であった。最も増加したのは福島県

で 13.9％の増加であった。同県において性・年

齢階級別にみると男性 50 歳代以上、女性 40～

50歳代で該当率が増加、また、健診受診者数の

増加がみられた。また、人口 100万人当たり透

析患者数と一人当たり国民医療費には r=0.571

の正の相関が見られた。 

 指標が悪化した自治体においては性・年齢階

級、保険者別の実態把握と対策の強化など、次

の方策につながる視点が得られる。市町村計画

は都道府県計画の影響を受ける可能性があり、

既存の統計資料を活用した標準化、必須項目の

設定などが必要と考えられた。 

 健康指標の変化を目標とする場合には、全国

との比較、他の自治体との比較が必要であり、

都道府県独自の目標設定を尊重しつつ、比較可

能にするための標準化、必須項目の設定が必要

と考えられた。また健康指標の推移の評価につ

いては、取組の時期と評価のタイミングの関連

を整理する必要があると考えられた。 

 

３）健康寿命の延伸可能性に関する研究 

 （岡村智教・辻 一郎・橋本修二・村上義孝 

  ・横山徹爾） 

 岡村は、市町村における循環器疾患リスクを

評価するツールの有用性を評価するため、鶴岡

メタボロームコホート研究ベースライン調査

と神戸研究の８年目追跡調査の参加者のうち、

40～74歳かつ脳・心血管疾患等の既往歴がなく、

高血圧、糖尿病、脂質異常症の治療中でない者

各 6,111 人と 523 人を対象に、新吹田スコアを

評価した。山形県鶴岡市と兵庫県神戸市という

生活環境が大きく異なる集団を比較しても、新

スコアで計算した脳・心血管疾患発症確率の分

布は同様の傾向を認めた。すなわち服薬者や

脳・心血管疾患の既往者を除いた場合、脳・心

血管疾患発症リスクの地域差はあまり大きく

ない可能性が示唆された。今後は服薬率や既往

歴も含めた総合的な地域リスクを評価した上

での地域比較が必要であることが示唆された。 

 辻は、社会参加の有無と健康寿命との関連を

前向きコホート研究により検討した。宮城県大

崎市の 65 歳以上の住民を対象に 2006 年 12 月

に実施した生活習慣アンケート調査に有効回

答した 11,982 名を解析対象とした。介護保険

認定と死亡の追跡を 2017 年 11 月まで続けた。

曝露は、３つの地域活動（ボランティア活動、

趣味活動、地縁的活動）への参加数および参加

頻度とした。アウトカムの健康寿命は、日常生

活動作が自立（介護保険非該当または要介護２

未満）している期間の平均とした。多相生命表

によるソフトウェア（iMaCh）により健康寿命

を計算した。その結果、社会参加している者ほ

ど健康寿命が長く、参加していない者と比較し、

３つすべての地域活動に参加している者では、

健康寿命が約５年長かった。また、全ての地域

活動に共通して、「参加なし」群より「週１回

以上」参加群では健康寿命が（男女ともに）約

3.5 年長かった。ポピュレーションレベルで社

会参加を促進することは、健康寿命の延伸に寄

与する可能性が示唆された。 

 村上は、全国を対象としたコホート研究であ

る NIPPON DATA90 のデータを用いて、多相生命

表を用いた 65 歳健康寿命（日常生活動作６項

目全てに自立している期間）を SPACEプログラ

ムにより計算した。血圧（正常血圧 vs 正常高

値血圧・高値血圧 vs I 度高血圧 vs Ⅱ度・Ⅲ度

高血圧）・喫煙（なし vs 禁煙 vs あり）・糖尿

病（なし vs あり）・肥満（やせ vs 適正 vs 過

体重 vs 肥満）の組み合わせ別（96通り）の健

康寿命を男女別に計算した。その結果、65歳健

康寿命の高い集団（正常血圧・非喫煙・糖尿病

なし・過体重（男性）、肥満（女性））と低い集

団(Ⅱ･Ⅲ度高血圧・喫煙・糖尿病あり・やせ)

の間で、男性 11.98歳、女性 15.07 歳と大きな

差があることが示された。 
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 橋本は、「日常生活に制限のない期間の平均」

（健康寿命）の将来の予測方法と延伸可能性を、

昨年度の算定方法と推移の評価方法の検討結

果を基礎として検討した。健康寿命の予測方法

としては、死亡率と不健康割合の予測値から

Sullivan法で算定する方法と定めた。死亡率と

不健康割合の予測方法として、外挿法とシナリ

オに基づく方法を提示した。健康寿命の延伸可

能性の検討として、2017～2026 年の健康寿命と

不健康寿命を、いくつかの仮定の下で、見積も

りを試みた。死亡率と不健康割合の低下傾向が

ある程度継続すると仮定すれば、2016～2026 年

の 10 年間において、健康寿命は男性で 2.6 年

程度と女性で1.8年程度延伸すると見積もられ

た。以上より健康寿命の一定範囲の延伸可能性

が示唆された。 

 横山は、健康寿命と諸要因（こころの状態・

悩み・ストレス、睡眠時間、健康のために実行

している事柄、検診・健診受診率）との関係に

ついて検討した。女性では有訴者率が高いと健

康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）が

短かった。また、女性では、様々な不定愁訴お

よび筋骨格系の有訴率が高いと健康寿命が短

く、不健康期間が長かった。通院者率に関して

は、男性は死亡に繋がりやすい脳卒中やそのリ

スク因子である高血圧が、女性では筋骨格系疾

患が、それぞれ健康寿命が短いことと相関して

いた。こころの状態および健康のために実行し

ている事柄の多くの指標も、都道府県別の健康

寿命と相関していた。検診・健診受診率が高い

都道府県は健康寿命が長かった。健康寿命の都

道府県格差を縮小するために、これら関連要因

の格差縮小の重要性が示唆された。 

 

４）次期国民健康づくり運動策定に向けての 

  提言に関する研究 

 次期国民健康づくり運動のあり方について

提言することを目的として、本研究班を構成す

る研究分担者 12 名全員及び研究協力者２名で

検討を行った。本年度は、次期国民健康づくり

運動の目標項目を選定し、目標項目間の相互関

係・階層性について検討を深めた。 

 第１回班会議（令和２年 7月２日）では、次

期国民健康づくり運動における社会環境の整

備のあり方について総論及び各論（身体活動・

運動を促すための社会環境の整備）について話

し合い、この点に関する共通認識を得ることと

した。第２回班会議（令和２年９月８日）では、

ライフコースから見た健康づくり、目標値設定

の根拠・視点、社会環境の整備に関する目標設

定という３点について話し合い、各分担領域に

おける目標設定について話し合った。この班会

議での協議を踏まえて、目標設定の具体的な方

法と実例を研究班事務局において作成し、それ

を令和２年 10月 16日のオンライン会議で提示

し、全ての分担領域で共通したスタイルで目標

項目の「ロジックモデル（目標項目の階層性に

基づく提案）」と「目標提案シート（数値の出

所、評価レベルなどのリスト）」を作成できる

ようにした。第３回班会議（令和３年１月 26

日）では、各分担領域における目標項目を報告

し、その詳細について話し合いを行った。 

 以下に、合意事項を記す。 

（１）次期国民健康づくり運動の指標設定に当

たって踏まえるべきポイントについて、以下の

ように整理した。 

・階層（プロセス・アウトプット・アウトカム）

を意識した設定。 

・既存の政府統計等で把握できる項目。 

・都道府県・市町村単位で把握できる項目。 

・（必要に応じて）性・年齢別、地域別等の特

性に応じて設定できる項目。 

・継続的にモニタリング可能な項目。 

・他の既存計画との整合性を図るべきこと。 

・目標策定時、中間評価時、最終評価時のデー

タが比較可能である項目。 

（２）ロジックモデルの作成について、以下の

ように整理した。 

・次期健康づくり運動におけるさまざまな目標

について、以下のような階層性をもったロジ
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ックモデルを作成することとした。 

・ロジックモデルは、疾病に関する目標と生活

習慣・危険因子に関する目標とで、別々の階

層性を想定することとした。 

・疾病に関する目標では、生活習慣等の改善→

危険因子・基礎的病態の改善→疾病等の予防

という、３層構造とする。 

・生活習慣・危険因子に関する目標では、プロ

セス（取組・対策）→アウトプット（行動や

環境の変化）→アウトカム（生活習慣や健康

指標の変化）という、３層構造とする。プロ

セスとは、社会環境の整備や予防行動の拡充

に関する取組・対策のことである。 

（３）目標の分類について、以下のように整理

した。 

・本研究では、公衆衛生上の重要性・エビデン

スの有無・モニタリングできる指標の有無と

いった基準により、主目標・副目標・開発中

の目標・研究途上の目標の４種類に分類した。

その定義を以下に示す。 

・主目標：効果に関するエビデンスがあり、モ

ニタリング指標もあるもの。そのなかでも優

先順位が高いもの。 

・副目標：効果に関するエビデンスがあり、モ

ニタリング指標もあるもの。ただし、主目標

ほどは優先順位が高くないもの。 

・開発中の目標：効果に関するエビデンスはあ

るけれども、モニタリング指標が整備されて

いないもの。 

・研究途上の目標：効果に関するエビデンスは

ないけれども、公衆衛生的には重要であるも

の。 

（４）目標提案シートでは、以下の項目を含め

ることとした。 

・目標項目名 

・データの情報源（政府統計の種類等） 

・階層（上記の通り） 

・評価レベル（国、都道府県、医療保険者など） 

・データ提供者 

・第二次との関係（同じもの、変更・改善、新

規のいずれか） 

・エビデンスの有無 

・補足事項 

以上の協議に基づいて、10 領域（身体活動・

運動、栄養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、

高齢者の健康、循環器疾患、こころの健康、糖

尿病、がん）で、主目標 59 項目、副目標 39 項

目、開発中の目標 48 項目、研究途上の目標 18

項目を提案した。なお、各領域のロジックモデ

ルと目標提案シートについては、本冊子の「次

期国民健康づくり運動策定に向けての提言に

関する研究」報告書に記載してあるので、参照

されたい。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、以下の４点について調査研

究を行った。 

１. 健康日本２１（第二次）の進捗評価及び各

指標の格差要因に関する研究 

２. 保健事業等実施状況と健康指標・医療費等

との関連に関する研究効果的な生活習慣改

善につながる優良事例に関する研究 

３. 健康寿命の延伸可能性に関する研究 

４. 次期国民健康づくり運動策定に向けての提

言に関する研究 

 この４項目のそれぞれについて、本年度の達

成状況を検討したい。 

 第１項「健康日本２１（第二次）の進捗評価

及び各指標の格差要因に関する研究」では、栄

養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者の

健康、こころの健康の各領域で、各分担研究者

が持っているデータを用いて幅広い分析を行

った。本年度は、（１）無歯顎者の社会経済的不

平等の日英格差は歯科医療の公的保険への適用

範囲の違いと関連すること、（２）社会参加や

社会的孤立、建造環境（周囲の緑地や学校環境

など）が高齢者の健康レベルに関連あること、

（３）近年、加熱式タバコの受動喫煙の曝露経

験割合が増加していること、（４）食環境整備

制度（ヘルシーメニューの提供に取り組む店舗
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の登録の実態）の実態と関連要因が明らかにな

ったこと、（５）悩み・ストレスや相談に関す

る地域格差とその関連要因が明らかとなった。

今後さらに多くの健康指標について地域格差

の要因を解明するとともに、2021年度には健康

格差の縮小に向けた提言を検討するものであ

る。 

第２項「保健事業等実施状況と健康指標・医

療費等との関連に関する研究」は、自治体・保

険者・企業による保健事業（健康増進対策、特

定保健指導・重症化予防等）の取組状況を調査

し、健康指標・医療費等との関連を分析し、健

康寿命延伸に資する対策を考察するものであ

る。本年度は、地方自治体における健康日本２

１（第二次）糖尿病分野の目標設定に着目し、

全国都道府県の第二次における目標設定の状

況と保健事業や健康指標等との関連を調査し

た。これらに基づいて、2021年度には国・自治

体・保険者・企業が取り組むべき保健事業のあ

り方を検討するものである。 

第３項「健康寿命の延伸可能性に関する研究」

は、健康寿命の算定に関する方法論的検討、健

康寿命の地域差の要因解明、健康寿命の延伸可

能性に関する検討を行うものである。本年度は、

（１）市町村における循環器疾患リスクを評価

するツールを山形県と大阪府の住民に用いて、

その有用性を評価したこと、（２）社会参加し

ている者ほど健康寿命が長く、参加していない

者と３つ全てに参加している者との間で健康

寿命に約５年の格差があったこと、（３）正常

血圧・非喫煙・糖尿病なし・過体重（男性）、

肥満（女性）群とⅡ･Ⅲ度高血圧・喫煙・糖尿

病あり・やせ群との間で、健康寿命には男性で

11.98歳、女性で15.07歳の差があること、（４）

死亡率と不健康割合の予測方法として、外挿法

とシナリオに基づく方法を提示し、その有用性

を確認したこと、こころの状態・悩み・ストレ

ス、睡眠時間、健康のために実行している事柄、

検診・健診受診率が健康寿命の都道府県格差と

関連していること、などが明らかとなった。こ

れらの進捗は本年度に計画していた通りであ

り、2021年度には健康寿命の延伸可能性を定量

的に示すとともに、そのための施策を提言する

予定である。 

 第４項「次期国民健康づくり運動策定に向

けての提言に関する研究」では、目標項目を

選定し、目標項目間の相互関係・階層性につ

いて検討を深めた。その結果、10 領域（身体

活動・運動、栄養・食生活、喫煙、飲酒、歯・

口腔、高齢者の健康、循環器疾患、こころの

健康、糖尿病、がん）で、主目標 59 項目、副

目標 39 項目、開発中の目標 48 項目、研究途

上の目標 18 項目を提案することができた。さ

らに、目標項目の詳細（データの情報源、評

価レベル、第二次との関係など）に関する目

標提案シート、目標項目間の相互関係・階層

性に関するロジックモデルを作成した。最終

年度である来年度には、目標数値を提案する

とともに、その達成に向けて国及び自治体が

取り組むべき健康増進施策を提案する予定で

ある。 

 以上のように、本研究課題は当初の計画通

り順調に進捗し、２年目の研究計画が概ね達

成されたと考えられる。本研究事業での成果

は、19篇の論文が国際的学術誌に掲載される

など、学術面の価値も高かった。さらに、「次

期国民健康づくり運動策定に向けての提言に

関する研究」に関する班会議には厚生労働省

の行政官も多数出席して議論に参加していた

だくなど、行政上の価値も十分に高かったと

思われる。来年度は本研究班の最終年度とな

るので、計画通りに研究事業を進捗させ、国

民における健康寿命のさらなる延伸と健康格

差の縮小に資するものである。 

 

Ｅ．結 論 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立

場からサポートすることを目的に 12 名の研究

者で研究班を組織した。それにより、栄養・食

生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者の健康、
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こころの健康の各領域で健康指標の格差の現

状と関連要因を解明した。地方自治体における

健康日本２１（第二次）糖尿病分野の目標設定

に着目し、全国都道府県の第二次における目標

設定の状況と保健事業や健康指標等との関連

を調査した。健康寿命の延伸可能性に関する評

価手法を確立した。健康寿命の個人レベルでの

格差の関連要因（社会参加、血圧・肥満・糖尿

病・喫煙）や都道府県格差の要因（こころの状

態・悩み・ストレス、睡眠時間、健康のために

実行している事柄、検診・健診受診率）を解明

した。次期国民健康づくり運動について、10 領

域（身体活動・運動、栄養・食生活、喫煙、飲

酒、歯・口腔、高齢者の健康、循環器疾患、こ

ころの健康、糖尿病、がん）で、主目標 59 項

目、副目標 39 項目、開発中の目標 48 項目、研

究途上の目標 18 項目を提案した。さらに、目

標項目の詳細（データの情報源、評価レベル、

第二次との関係など）に関する目標提案シート、

目標項目間の相互関係・階層性に関するロジッ

クモデルを作成した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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 1. 辻 一郎．健康日本 21（第二次）の中間評価

と今後の課題．第 74 回日本栄養・食糧学会大
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 2. 岡村智教．脳卒中・循環器病対策基本法による

循環器病予防のこれから．第 56 回日本循環器

病予防学会学術集会，2020 年（Web 開催）． 

 3. 井手一茂，近藤克則，他．高齢者の地域組織参
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 9. 梅原典子, 相田 潤, 近藤克則，他．口腔機能

と現在歯数の死亡との関連：地域在住高齢者に
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学会総会，2020 年（Web 開催）． 
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開催）． 

11. 藤原聡子, 近藤克則，他．高齢者の社会的ネッ

トワークと認知症リスクとの関連：JAGES6 年

間縦断研究．第 79 回日本公衆衛生学会総会，

2020 年（Web 開催）． 

12. 西田 恵, 近藤克則，他．高齢者のうつと居住

地域の子ども人口密度の関連：JAGES2016 横断

研究. 第 79 回日本公衆衛生学会総会，2020 年

（Web 開催）． 

13. 王鶴群, 近藤克則，他．高齢者における共食頻
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康寿命の延伸・短縮要因に関する研究 

－社会参加と健康寿命との関連：大崎コホート 2006 研究－ 

 

研究分担者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科 公衆衛生学分野・教授 

 

研究要旨 

 高齢者において、社会参加の有無と健康寿命（日常生活動作が自立している期間の平均）との関

連を前向きコホート研究により検討した。３つの地域活動（ボランティア活動、趣味活動、地縁的

活動）すべてに参加している者は、全く参加しない者と比較し、健康寿命が約５年長かった。社会

参加を推奨することは、健康寿命の延伸に寄与する可能性が示唆された。 

 

研究協力者 

松山紗奈江 東北大学大学院公衆衛生学分野 

村上 義孝 東邦大学医学部医療統計学分野 

陸  兪凱 東北大学大学院公衆衛生学分野 

曽根 稔雅 東北大学大学院公衆衛生学分野 

菅原 由美 東北大学大学院公衆衛生学分野 

 

Ａ．研究目的 

 国民健康づくり運動「健康日本２１（第二次）」

の主要目標として、「健康寿命の延伸」が挙げら

れている。高齢者において、ボランティア活動

やスポーツなどの趣味活動、町内会などの地縁

的活動を通して社会参加することは、死亡や要

介護のリスク低下と関連することが報告され

ている。しかし、社会参加が健康寿命にどのよ

うな影響を及ぼすかに関する算出は未だされ

ていない。さらに、社会参加により健康寿命が

どれくらい延伸するのかは、国内外で未だ明ら

かになっていない。 

 そこで、コホート研究により、社会参加の有

無による平均寿命と健康寿命との関係を明ら

かにし、社会参加により健康寿命がどの程度延

伸しうるかを定量的に検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．調査対象 

 調査対象は、宮城県大崎市の 65 歳以上の住

民全員（31,694 名）である。 

２．調査方法 

 2006 年 12 月に、社会参加の有無や生活習慣

を含む自記式質問紙調査を実施した。 

 要介護認定の認定年月日に関する情報は、大

崎市と東北大学大学院医学系研究科公衆衛生

学分野との調査実施に関する協定に基づき、文

書による同意が得られた者を対象として、本分

野に提供された。本研究では、ベースライン調

査後から 11 年間の追跡期間中に「要介護２以

上」の要介護認定を受けた場合を「要介護発生」

と定義した。なお、死亡または転出の情報は、

住民基本台帳の除票により確認した。 

３．統計解析 

 解析対象者について以下に示す。有効回答者

23,091名のうち、除外基準として要介護認定の

情報提供に非同意の者、ベースライン時に要介

護認定を受けていた者、ベースライン調査期間

（2006 年 12 月１日～15 日）に異動した者、社

会参加の変数に無回答の者を除いた 11,982 名

を解析対象とした。 

 曝露は、３つの地域活動（ボランティア活動、

趣味活動、地縁的活動）への参加数および参加

頻度とした。 

アウトカムは健康寿命であり、本研究におけ
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る健康寿命は、日常生活動作が自立（介護保険

非該当または要介護２未満）している期間の平

均と定義した。健康寿命の算出は、要介護認定

（要介護２以上）および死亡の情報を使用した。 

 統計解析では、要介護認定情報と死亡情報を

組み合わせた多相生命表により、社会参加の数

により４群（参加なし、１つ、２つ、３つ）、お

よび参加頻度により４群（参加なし、月１回未

満、月１～３回、週１回以上）のそれぞれで健

康寿命と 95％信頼区間（95% CI）を算出した。 

解析には、SAS version 9.4 (SAS Inc., Cary, 

NC) および IMaCh version 0.98r7を用い、両

側 P<0.05 を有意水準とした。 

４．倫理的配慮 

 本研究は、東北大学大学院医学系研究科倫理

審査委員会の承認を得た。また、対象者に対し

ては、調査目的を書面にて説明した上で、要介

護認定に関する情報提供について書面による

同意を得た。以上より、倫理面の問題は存在し

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．対象者の基本特性 

 11,982 名の対象者のうち、男性の割合は

46.0％、平均年齢は 73.6（標準偏差 6.0）歳、

追跡率は 96.9％であった。 

対象者の基本特性を表１に示す。社会参加の

数が多いほど、平均年齢が低く、男性の割合が

高く、現在喫煙者の割合が高く、１日あたりの

歩行時間が 0.5時間未満の者、うつの者の割合

が低い傾向であった。 

２．社会参加の数と健康寿命 

 社会参加の数による65歳時点での健康寿命、

不健康期間、平均余命を表２に示す。社会参加

の数による健康寿命（95％CI）は、男性では、

「参加なし」で 17.8 年（17.3–18.2）、「１つ」

で 20.9年（20.4–21.5）、「２つ」で 21.5 年（20.9–

22.0）、「３つ」で 22.7年（22.1–23.2）であっ

た。女性では、「参加なし」で 21.8 年（21.5–

22.2）、「１つ」で 25.1 年（24.6–25.6）、「２つ」

で 25.3 年（24.7–25.9）、「３つ」で 26.7年（26.1–

27.4）であり、男女ともに、社会参加の数が多

いほど健康寿命が長かった。また、「参加なし」

群と「３つ」参加群との健康寿命の差は、男女

ともに 4.9年であった。 

 この関連は、喫煙や BMI、歩行時間、うつの

有無で層別解析した場合でも同様に観察され

た。 

３．各活動への参加頻度と健康寿命 

 ボランティア活動、趣味活動、地縁的活動の

それぞれにおいて、参加頻度による 65 歳時点

での健康寿命、不健康期間、平均余命を表３に

示す。すべての活動において、男女ともに、た

とえ「月１回未満」の参加、つまり、年に数回

程度の社会参加であっても、「参加なし」群と比

較すると、健康寿命は長かった。また、「参加な

し」群と「週１回以上」参加群との健康寿命の

差は、男女ともに、すべての活動で約 3.5 年で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なし 1つ 2つ 3つ P値
n 4641 2630 2084 2627
年齢 (歳) (平均±SD) 75.1±6.5 73.1±5.7 72.7±5.5 72.1±4.9 <0.001
男性 (%) 39.0 42.0 50.9 58.4 <0.001
BMI (kg/m2) (平均±SD) 23.4±3.7 23.5±3.3 23.6±3.1 23.9±3.0 <0.001
現在喫煙者 (%) 13.1 13.1 13.6 14.2 <0.001
歩⾏時間 <0.5 時間/⽇ (%) 46.1 33.7 30.7 24.5 <0.001
うつ (%) 40.2 26.0 20.4 14.0 <0.001

表１.　対象者の基本特性（n = 11,982）
社会参加の数
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社会参加の数 n 健康寿命 (95% CI) 不健康期間 (95% CI) 平均余命 (95% CI)
男性
　なし 1808 17.8 (17.3–18.2) 0.9 (0.8–1.0) 18.7 (18.2–19.1)
　1つ 1106 20.9 (20.4–21.5) 1.0 (0.9–1.0) 21.9 (21.3–22.5)
　2つ 1061 21.5 (20.9–22.0) 1.0 (0.9–1.1) 22.5 (21.8–23.1)
　3つ 1533 22.7 (22.1–23.2) 1.0 (0.9–1.1) 23.7 (23.1–24.3)
⼥性
　なし 2833 21.8 (21.5–22.2) 3.9 (3.5–4.2) 25.7 (25.2–26.2)
　1つ 1524 25.1 (24.6–25.6) 4.7 (3.9–5.5) 29.8 (28.9–30.7)
　2つ 1023 25.3 (24.7–25.9) 4.2 (3.4–4.9) 29.5 (28.5–30.4)
　3つ 1094 26.7 (26.1–27.4) 4.0 (3.1–4.8) 30.7 (29.6–31.7)

表２.　社会参加の数による65歳健康寿命・不健康期間・平均余命（年）

参加頻度 健康寿命 (95% CI) 不健康期間 (95% CI) 平均余命 (95% CI)
男性
ボランティア活動
　なし 19.2 (18.8–19.5) 0.9 (0.9–1.0) 20.1 (19.8–20.5)
　⽉1回未満 22.1 (21.4–22.7) 0.9 (0.9–1.1) 23.0 (22.4–23.7)
　⽉1-3回 22.5 (21.7–23.3) 1.0 (0.9–1.2) 23.5 (22.7–24.4)
　週1回以上 23.0 (21.9–24.0) 1.0 (0.9–1.2) 24.0 (22.9–25.1)
趣味活動
　なし 18.8 (18.4–19.2) 0.9 (0.9–1.0) 19.7 (19.3–20.1)
　⽉1回未満 21.6 (20.9–22.3) 1.0 (0.9–1.1) 22.6 (21.8–23.3)
　⽉1-3回 22.3 (21.6–22.9) 1.0 (0.9–1.1) 23.3 (22.6–23.9)
　週1回以上 22.5 (21.8–23.1) 0.9 (0.8–1.1) 23.4 (22.7–24.1)
地縁的活動
　なし 18.8 (18.4–19.2) 0.9 (0.8–1.0) 19.7 (19.3–20.1)
　⽉1回未満 21.4 (20.8–21.9) 1.0 (0.9–1.1) 22.4 (21.8–23.0)
　⽉1-3回 22.2 (21.6–22.8) 1.0 (0.9–1.1) 23.2 (22.6–23.8)
　週1回以上 22.3 (21.4–23.2) 1.1 (1.0–1.3) 23.4 (22.5–24.4)

⼥性
ボランティア活動
　なし 23.1 (22.8–23.4) 4.1 (3.7–4.4) 27.2 (26.7–27.6)
　⽉1回未満 26.0 (25.3–26.7) 3.9 (3.0–4.8) 29.9 (28.8–31.0)
　⽉1-3回 26.3 (25.5–27.2) 4.5 (3.1–5.9) 30.8 (29.3–32.4)
　週1回以上 26.5 (25.4–27.7) 4.5 (2.5–6.4) 31.0 (28.8–33.1)
趣味活動
　なし 22.5 (22.2–22.8) 4.0 (3.7–4.3) 26.5 (26.1–27.0)
　⽉1回未満 25.3 (24.6–26.1) 3.4 (2.6–4.1) 28.7 (27.6–29.7)
　⽉1-3回 26.1 (25.5–26.7) 4.5 (3.6–5.5) 30.6 (29.5–31.7)
　週1回以上 26.0 (25.4–26.7) 4.4 (3.4–5.3) 30.4 (29.2–31.5)
地縁的活動
　なし 22.7 (22.3–23.0) 3.9 (3.6–4.2) 26.6 (26.1–27.1)
　⽉1回未満 24.9 (24.4–25.5) 4.5 (3.7–5.2) 29.4 (28.4–30.3)
　⽉1-3回 26.0 (25.4–26.6) 4.2 (3.4–5.0) 30.2 (29.2–31.2)
　週1回以上 25.9 (24.9–26.9) 5.3 (3.3–7.3) 31.2 (29.2–33.3)

表３.　活動別の社会参加の頻度による65歳健康寿命・不健康期間・平均余命（年）
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Ｄ．考  察 

 本研究の目的は、コホート研究により、社会

参加の有無による平均余命と健康寿命との関

係を明らかにし、社会参加により健康寿命がど

の程度延伸しうるかを定量的に検討すること

である。その結果、社会参加している者ほど健

康寿命が長く、参加していない者と比較し、３

つすべての地域活動に参加している者では、健

康寿命が約５年長いことが観察された。 

 生活習慣と健康寿命との関連を検討した先

行研究では、喫煙や BMI、身体活動の違いによ

り、２～７年の健康寿命の差が報告された。本

研究では、社会参加により約５年の健康寿命の

差が観察されたことから、社会参加の促進は、

生活習慣の改善と同等のインパクトがあると

言える。 

厚生労働省「健康寿命延伸プラン」は、2040

年までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸

し（2016 年比）、75 歳以上とすることを目標と

している（男性：75.14年以上、女性：77.79年

以上）。健康寿命の定義が、本研究と健康寿命延

伸プランとでは異なるが、ポピュレーションレ

ベルで社会参加を促進し、社会参加の面と生活

習慣の面の両輪で対策を講じることにより、健

康寿命の延伸においてより大きな成果が期待

できると考える。今後、健康寿命延伸プランの

目標達成に向けた健康づくり戦略をさらに検

討する必要がある。 

 本研究の長所は、第１に対象者 11,982 名と

比較的大規模なコホート研究であること、第２

に追跡率が 96.9％と高いことが挙げられる。 

一方で、本研究では、すべての対象者が要介

護認定を申請しているかは不明であるため、検

出バイアスの可能性を否定できないという限

界がある。 

 

Ｅ．結  論 

社会参加は、健康寿命の延伸と関連がみられ

た。ポピュレーションレベルで社会参加を促進

することは、健康寿命の延伸に寄与する可能性

が示唆された。 
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分担研究報告書 

 

生活習慣・歯科疾患に関する地域格差の要因の解明 
〜歯科医療保険制度と口腔の健康格差に関する日英比較〜 

 

研究分担者 相田 潤 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科 健康推進歯学分野・教授 

 

研究要旨 

 医療制度は、健康格差の構造的な社会的決定要因の一つである。歯科医療保険制度が異なる国で

は、口腔の健康に関連する不平等のレベルが異なる可能性がある。しかし、歯科医療保険のカバー

率の異なる国の間で、口腔の健康格差を比較した研究は少なく、歯科医療の公的保険のカバー率が

最も高い国の一つである日本を対象とした口腔の健康格差に関する国際比較研究は我々の知る限

り存在しない。そこで日本と、日本と同様に歯科保健医療を含む国民皆保険制度を持つイギリスに

ついて、高齢者の口腔健康格差を比較した。日本（N=79,707）とイングランド（N=5,115）の 65 歳

以上高齢者のデータを用いて，学歴と所得による無歯顎（歯が 0本）の絶対的不平等（Slope Index 

of Inequality，SII）と相対的不平等（Relative Index of Inequality，RII）をの大きさを推定

した。全ての分析は、性別と年齢で調整し行った。日本では 14％、英国では 21％が無歯顎であっ

た。日本と英国では，所得と学歴の低さが無歯顎のリスクの高さと有意に関連していた。学歴に基

づく SII は、日本では 9.9％、英国では 26.7％、RII はそれぞれ 2.5、4.8 であった。収入に基づく

SII は、日本では 9.2％、英国では 14.4％、RII はそれぞれ 2.1、1.9 であった。日英共に、無歯顎

者の社会経済的不平等が存在するが、歯科医療の公的保険への適用範囲が広い日本は、英国よりも

不平等のレベルが低かった。 

 

研究協力者 

伊藤 奏 東京医科歯科大学大学院医歯学総合 

     研究科 

 

Ａ．研究目的 

 世界において健康格差是正のため、ユニバー

サル・ヘルス・カバリッジ（国民皆保険制度）

が推奨されている。世界疾病負担調査では、重

度の歯の喪失が蔓延しており、大きな負担とな

っていることが報告されている。う蝕や歯周病

の経験が生涯を通じて蓄積されることで、歯の

喪失が引き起こされるため、歯の喪失は高齢者

に多く見られる。さらに、歯の喪失は、幼少期

からの生活習慣および歯科疾患の罹患や治療

の結果であり、国の保健医療制度をはじめとす

る環境の違いを反映すると考えられる。日本と

英国は両者とも国民皆保険制度を有する国で

あるが、歯科治療については保険でカバーされ

ている範囲の広さや受診のしやすさなどにお

いて日本の方が充実していると言える。よって、

本研究では、歯科保険医療制度の異なる日本と

英国の高齢者における、無歯顎（歯が 0本）の

口腔健康格差について比較検証した。 

 

Ｂ．研究方法 

 解析に用いたデータ収集は、日本福祉大学研

究倫理委員会の承認（10–05）および the South 

Central Berkshire Research Ethics 

Committee の承認を得た上で行われた。 

 日本のデータについては JAGES（ Japan 

Gerontological Evaluation Study、日本老年学

的評価研究）プロジェクトにより収集されたデ
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ータを使用した。英国（イングランド）のデー

タについては ELSA（English Longitudinal 

Study of Aging）により収集されたデータを使

用した。JAGES の 2010～2011 年のデータ

（112,123 名）および、ELSA の 2010～2011 年

（Wave5）のデータ（10,274名）を対象とし、共

に 65 歳以上の高齢者かつ欠損値を除外した比

較可能なデータを研究に用いた。無歯顎に対す

る学歴・所得の絶対的および相対的な格差につ

いて、健康格差指標（絶対的格差：Slope Index 

of Inequality (SII)）および相対的格差：

Relative Index of Inequality (RII)）を算出

して評価した。解析は無歯顎と社会経済状態

（学歴・所得）との単変量モデルと、単変量モ

デルに性別・年齢を調整した多変量モデルの２

段階で実施した。解析には Stata MP version 

14 を使用した。 

 

Ｃ．研究結果 

 解析に用いた変数に欠損のない、日本 79,707

名、英国 5,115名のデータを用いた。 

１）対象集団の記述統計 

 日本では男性が 49.6％、英国では男性が

45.6％であった。年齢の中央値は日英どちらも

73 歳であり、無歯顎の割合は日本が 13.8％で

英国が 20.6％であった。 

 表１は日本と英国による社会人口学的属性

の無歯顎の有病率を示している。特に英国では、

女性の方が男性よりも無歯顎の割合が高かっ

た。無歯顎の社会的勾配は両国で観察され、高

学歴または高収入の者は無歯顎の割合が低か

った。 

２）無歯顎と社会経済状態との関連 

 図１および図２は、日本と英国における無歯

顎と社会経済的状態との関連を示したもので

ある。日本と英国では、低所得と低学歴が、無

歯顎のリスクを有意に、かつ独立して高めてい

た（日本の中所得者を除く、p＜0.001）。無歯顎

において、所得と学歴の勾配は、日本よりも英

国の方が大きい傾向がみられた。 

表１．日本と英国における無歯顎の記述的分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．日本と英国における無歯顎と所得の関連 

 （ポアソン回帰分析、性別・年齢調整、 

JAGES N = 79,707, ELSA N = 5115）。*** p < 0.001 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．日本と英国における無歯顎と学歴の関連 

（ポアソン回帰分析、性別・年齢調整、 

JAGES N = 79,707, ELSA N = 5115）。*** p < 0.001 

n % n %

年齢

65-69歳 24567 1331 5.4% 1537 172 11.2%

70-74歳 23911 2322 9.7% 1411 244 17.3%

75-79歳 17152 2904 16.9% 1029 239 23.2%

80-84歳 9506 2586 27.2% 640 190 29.7%

85歳以上 4571 1881 41.2% 498 209 42.0%

性別

男性 39568 5491 13.9% 2334 417 17.9%

女性 40139 5533 13.8% 2781 637 22.9%

所得

最低位 21076 4513 21.4% 1278 356 27.9%

低位 19455 2386 12.3% 1280 322 25.2%

中位 18916 2058 10.9% 1279 247 19.3%

高位 20260 2067 10.2% 1278 129 10.1%

学歴

低位 36085 1934 21.0% 2815 779 27.7%

中位 28603 714 10.5% 1645 233 14.2%

高位 15019 297 8.2% 655 42 6.4%

合計
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合計
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３）無歯顎に対する社会経済状態の絶対的・ 

  相対的格差の日英比較 

 性別、年齢を考慮した上でも、両国ともに低

学歴・低所得では無歯顎の割合が多いという、

無歯顎に対する学歴・所得の健康格差が存在し

た。無歯顎の学歴格差は日本で SII：9.9％（95％

CI, 9.2; 10.7）、RII：2.5（95％CI, 2.3; 2.6）

であり、英国で SII：26.7％（95％CI, 23.1; 

30.2）、RII：4.8（95%CI, 3.7; 6.2）であった。  

無歯顎の所得格差は日本で SII：9.2％（95％CI, 

8.6; 9.9）、RII：2.1（95％CI, 2.0; 2.2）であ

り、英国で SII：14.4％（95％CI, 11.0; 17.7）、

RII：1.9（95%CI, 1.6; 2.3）であった。無歯顎

の絶対的格差は学歴・所得ともに英国よりも日

本の方が小さい傾向が示された（表２）。

 

表２．無歯顎に対する所得および学歴の絶対的・相対的格差の日英比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．考 察 

 本研究では、日本と英国における無歯顎の絶

対的および相対的な社会経済的（所得と教育）

不平等が明らかとなった。歯科医療保険制度の

カバー率が最も充実している国の一つである

日本では、英国に比べて口腔の健康格差は小さ

かった。無歯顎の有病率は、英国の方が日本よ

りも高く、社会経済的不平等、特に学歴の格差

は、日本よりも英国の方が相対的に大きく、両

国の差が最も顕著であった。 

 英国よりも日本の方が、口腔健康格差が小さ

いという差は、歯科医療へのアクセスの違いに

よる可能性がある。歯科医療へのアクセスの不

平等は両国で存在するが、英国は日本に比べて

歯科医療の自己負担額が高く、歯科受診の頻度

も低いことが報告されている。先行研究より、

英国では保険制度下での歯科予約を約20％が

妥当な時間内に取れないことが報告されてい

る。さらに、英国の保険制度での歯科予約が取

れない人々は、代わりに費用のかかる民間の歯

科医院（私費診療）を受診しなければならない。

一方、日本の保険制度では、歯科医療へのフリ

ーアクセスが実現されており、比較的低コスト

で高品質の医療・歯科サービスを受けることが

可能である。さらに、日本には生涯を通じた国

による国民皆保険制度がある。就学前の子ども

に対しては、身体検査，内科健診，歯科健診を

含む全国的な健診プログラムが、１歳半と３歳

児全員に対して実施されており、歯科健診の後、

歯科衛生士による母子の歯科健康教育が行わ

れる。学童については、全ての公立小・中・高

等学校に学校歯科医が存在し、学校歯科医は、

少なくとも年１回、児童・生徒の歯科検診を実

施している。さらに、全ての学校で歯科保健教

育がカリキュラムに組み込まれている。これら

の制度が、歯科保健制度の充実とともに、口腔

健康格差の是正に貢献していると考えられる。 

 本研究の結果より、国民皆保険制度において

歯科保険を充実させることが国民の歯の喪失

を防ぐことにつながる可能性が示された。日本

では英国よりも無歯顎の格差は小さいものの、

格差自体は存在するため、今後、より格差を是

正できるような社会保障制度を構築していく

必要があると考える。 

単変量モデル 性別・年齢調整モデル 単変量モデル 性別・年齢調整モデル

所得 SII (95% CI) 11.77 (11.04; 12.50) 9.24 (8.58; 9.90) 18.46 (15.02; 21.90) 14.35 (10.97; 17.73)

RII (95% CI) 2.47 (2.34; 2.61) 2.07 (1.96; 2.18) 2.40 (2.03; 2.83) 1.92 (1.63; 2.27)

学歴 SII (95% CI) 15.00 (14.18; 15.83) 9.93 (9.19; 10.68) 31.93 (28.22; 35.64) 26.65 (23.11; 30.20)

RII (95% CI) 3.36 (3.13; 3.61) 2.45 (2.29; 2.63) 5.88 (4.55; 7.61) 4.79 (3.70; 6.19)

日本（N=79.707） 英国(N=5,115)

SII, Slope Index of Inequality（絶対的格差）

RII, Relative Index of Inequality（相対的格差）
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 本研究にはいくつかの限界がある。１つ目は、

横断データを用いているため、社会経済状態と

無歯顎との因果関係を証明できないことであ

る。２つ目は、歯の本数のデータが自記式質問

紙により得られたことである。臨床的に得られ

たデータのほうがより高精度である可能性が

高いが、今回の残存歯数の調査方法は、すでに

妥当性が検証されている方法を用いている。最

後に、特に英国側の対象者数が少ないことによ

る潜在的なバイアスがあると考えられる。しか

し、各国の大規模なコホートデータを使用し、

絶対的・相対的の両者において、口腔健康格差

の日英比較を行ったことは本研究の大きな強

みであると言える。 

 

Ｅ．結 論 

 日英ともに無歯顎の絶対的・相対的格差が存

在した。また、無歯顎の格差は、学歴・所得に

よる格差は、英国よりも日本の方が格差がおお

むね小さい傾向にあった。 

 

 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

   なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

1) Ito K, Cable N, Yamamoto T, Suzuki K, 
Kondo K, Osaka K, Tsakos G, Watt RG, 
Aida J.  Wider Dental Care Coverage 
Associated with Lower Oral Health 
Inequalities: A Comparison Study between 
Japan and England. International Journal 
of Envi-ronmental Research and Public 
Health, 2020 Jul 31;17(15):5539. 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし

 



 - 21 - 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康寿命の延伸可能性の予測に関する研究 

―地域集団の循環器疾患リスクの評価法と評価対象アウトカムの検討― 

 

研究分担者 岡村 智教 慶應義塾大学医学部 衛生学公衆衛生学・教授 

 

研究要旨 

 複数の地域で集団全体の絶対リスクを評価し、これが地域の健康度の指標ひいては健康日本２１

の評価指標として使用可能かどうかを検討する。今年度は、2020 年に公表された脳卒中と冠動脈疾

患の発症を予測する新しい吹田スコア（昨年度は冠動脈疾患の発症のみを予測する 2016 年の吹田

スコアを用いた）を用いた。本研究では鶴岡メタボロームコホート研究（2012 年度～2014 年度）

のベースライン調査と神戸研究の８年目追跡調査（2018 年度～2019 年度）の参加者のうち、40～

74 歳かつ脳・心血管疾患等の既往歴がなく、高血圧、糖尿病、脂質異常症の治療中でない者 523 人、

6,111 人を解析対象とした。山形県鶴岡市と兵庫県神戸市という生活環境が大きく異なる集団を比

較しても、旧スコアで報告した時と同様、新スコアで計算した脳・心血管疾患発症確率の分布は同

様の傾向を認めた。すなわち服薬者や脳・心血管疾患の既往者を除いた場合、脳・心血管疾患発症

リスクの地域差はあまり大きくない可能性が示唆された。今後は服薬率や既往歴も含めた総合的な

地域リスクを評価した上での地域比較が必要であることが示唆された。一方、多くの日本のコホー

ト研究では脳卒中と心筋梗塞や冠動脈疾患をアウトカムとしているが、日本人の死因を見ると、心

疾患のうち冠動脈疾患に相当する「心筋梗塞」＋「その他の虚血性心疾患」よりも「心不全」の方

が多い。現在の健康日本２１（第二次）でも循環器疾患分野の減少目標として「脳卒中」と「虚血

性心疾患（心筋梗塞＋その他の虚血性心疾患）」が挙げられているが、心不全は考慮されておらず、

死亡数からみると現在の目標である「脳卒中」と「虚血性心疾患」では、循環器系の死亡の約半分

をカバーしているに過ぎない。ここに「心不全」も目標に加えることができればカバー率は 74％ま

で上昇する。本研究において 1990 年の循環器疾患基礎調査のコホートである NIPPON DATA90 を用

いて、冠動脈疾患や脳卒中と対比させながら死亡診断上の「心不全」の危険因子を検証中であり、

冠動脈疾患よりは脳卒中の危険因子に近い結果が示唆されており、次年度以降、循環器疾患分野の

目標のアウトカムに心不全を組み込むことが可能かどうかをさらに検討していく。 

 

研究協力者 

佐田みずき 慶應義塾大学医学部衛生学公衆

衛生学 

原田  成 慶應義塾大学医学部衛生学公衆

衛生学 

武林  亨 慶應義塾大学医学部衛生学公衆

衛生学 

久保佐智美 神戸医療産業都市推進機構／ 

帝塚山学院大学人間科学部 

西田 陽子 大阪健康安全基盤研究所 

宮嵜 潤二 神戸医療産業都市推進機構 

 

Ａ．研究目的 

本分担研究では健康寿命の低下と関連する

循環器系、代謝系の危険因子を用いた集団の

脳・心血管疾患発症リスクに関する健康度の評

価方法を検討する。昨年度に引き続き健康寿命

低下の要因となる集団全体の循環器疾患発症
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リスクを予測するモデルを実際の地域集団に

当てはめてその妥当性を検証した。 

 個人の循環器疾患の予防対策は、将来のリス

ク（発症確率等）の評価とそれに応じた危険因

子の管理が主体となる。内外を問わず循環器疾

患との因果関係および危険因子への介入の有

効性が明らかな危険因子として、高血圧、脂質

異常症（主に高コレステロール血症）、糖尿病、

喫煙がある。したがって循環器疾患の予防のた

めにはこれらの危険因子を包括的に管理する

ことが重要である。これらのリスク評価ツール

の発症確率はあくまでもコホート研究におけ

る集団のリスク評価から得られたものであり、

個人に適用するよりもむしろ集団のリスク評

価に適していると考えられる。昨年度は2016年

公表の吹田スコアを用いて地域全体の冠動脈

疾患の発症確率の分布を見たが、2020年に冠動

脈疾患だけでなく脳・心血管疾患（冠動脈疾患

＋脳卒中）の発症を予測する新しい吹田スコア

が公表された[1]。本分担研究ではある地域に

おいて集団全体の絶対リスクを評価し、これが

地域の健康度の指標、ひいては健康日本２１の

評価指標として使用可能かどうかを検討した。

また新しい吹田スコアにおいてもアウトカム

としている疾患は脳卒中と冠動脈疾患であり、

日本人の死因のうち冠動脈疾患より多い心不

全については取り扱っていない。本研究では心

不全が健康日本２１の評価アウトカムとして

使用可能かどうかについても検証していく。 

 

Ｂ．研究方法 

１．新しい吹田スコアを用いたリスク計算 

吹田スコアは、都市住民のコホート研究であ

る吹田研究から開発され、10年間の冠動脈疾患

（心筋梗塞の発症・心疾患による突然死・冠血

行再建術を要する冠動脈疾患の発症）の発症確

率を予測するものであった[2]。日本動脈硬化

学会のガイドライン[3]で用いられるなどいろ

いろな用途で使われているが、弱点として日本

人に多い脳卒中の発症を考慮していない点が

あった。2020年に発表された新しい吹田スコア

[1]はこの弱点をカバーし、アウトカムとして

脳卒中＋冠動脈疾患の発症を予測するモデル

として作成された。このスコアは、性別、年齢

（７区分）、血圧（４区分）、LDLコレステロール

（１区分）、HDLコレステロール（３区分）、糖尿

病、喫煙、尿タンパクから構成されており、冠

動脈疾患をアウトカムとした場合と比べて５

区分あったLDLコレステロールが簡素化されて

いること、尿タンパクが追加されたのが特徴で

ある。LDLコレステロールの簡素化は日本人の

脳卒中はLDLコレステロールの寄与が小さいた

めである。またこのスコアは心電図所見を含む

モデルと含まないモデルがあり、心電図所見を

含むモデルでは心房細動と心肥大も得点化さ

れている。 

本研究では、コホート研究の各個人の検査デ

ータをそれぞれ新吹田スコアに代入して得点

を求め、得点から求められる発症確率を旧スコ

アと比較した。なお新旧ともに吹田スコアでは

高血圧などで服薬治療中の場合は得点に加味

しておらず検査値をそのまま使うことになっ

ている。しかし実際は同じ検査値でも服薬者と

非服薬者の発症確率は異なるため、今回は服薬

者を除外して解析した。使用したコホートは鶴

岡メタボロームコホート研究（山形県鶴岡市）

のベースライン調査データ（2012～2014年度）

と神戸研究の８年後調査データ（2018～2019年

度）である。 

２．鶴岡メタボロームコホート研究 

鶴岡メタボロームコホート研究は、山形県鶴

岡市において、循環器疾患および悪性新生物を

主なアウトカムとし、１万人規模の参加者すべ

ての血漿・尿のメタボローム解析を実施する大

規模な疫学研究である。本コホート研究は、慶

應義塾大学が鶴岡市・山形県庄内保健所・鶴岡

地区医師会・鶴岡市立荘内病院等、行政および

地域の保健・医療機関と共同して、2012年に立

ち上げられた。2012年度～2014年度の３年間に

参加者（対象者：35-74歳の鶴岡市在住または在



 - 23 - 

鶴岡メタボロームコホート研究
参加者 11002人

（男性5131人/女性5871人）

解析対象者 6081人

（男性2767人/女性3314人）

【除外】
✔ 年齢対象外（40歳未満または75歳以上）493人
✔ 降圧剤の服用 3114人
✔ 脂質異常症治療薬の服用 2058人
✔ 糖尿病治療薬の服用 697人
✔ 中性脂肪 400mg/dL以上 118人
✔ 随時採血 19人
✔ 脳卒中・心臓病の既往有り（発症調査で把握） 359人
✔ 吹田スコアの計算に必要なデータが欠損 79人

勤者）の募集とベースライン調査を行い、

11,002人（男性 5,131人、女性 5,871人）の参

加を得た。 

３．神戸研究 

都市部在住の住民コホート研究である神戸

研究は、ＱＯＬに関わる高血圧、糖尿病、脂質

異常症、視聴覚機能、運動機能をはじめとした

病態や障害を主なアウトカムとした、神戸市民

を対象としたコホート研究である。2009年のパ

イロット調査を経て、2010年から開始された。

2010～2011年度の２年間に対象者の募集とベ

ースライン調査を行い、参加者は2012年以降２

年に１回の頻度で追跡調査を受けることにな

っている。神戸研究の主な参入基準は、40歳以

上75歳未満、心血管疾患や悪性新生物の既往が

ない、高血圧・脂質異常症・糖尿病の薬物治療

を受けていないこと、となっている。神戸研究

のベースライン調査時の全登録者数は1,117人

（男性 341人、女性 776人）であり、そのうち

８年後の2018～2019年の調査に参加した871人

（男性 257人、女性 614人）を対象とした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．集団のリスク評価：鶴岡 

 図１に本研究における解析対象者を示した。

これにより40～74歳かつ高血圧、脂質異常症、

糖尿病の服薬者、脳卒中・心臓病の既往者を含

まない集団となり、6,111人について新旧の吹 

田スコア（心電図所見を含まないモデル）を計

算し、発症確率を求めた。対象者の平均年齢は、

男性 58.3歳（標準偏差 9.4）、女性 57.6歳（標

準偏差 9.2）であった。 

図２に男性、図３に女性の新旧の吹田スコア

による10年以内の発症確率の分布を示した。新

スコアのアウトカムには脳卒中が追加されて

いるため当然、新スコアで計算した方が発症確

率は高い方に分布している。図４は新スコア得

点の男女比較、図５は新スコアの脳・心血管疾

患発症確率の男女比較を示している。これを見

ると女性と比べて男性で脳・心血管疾患のリス

クが高い者が多いことが一目瞭然で理解であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１．本研究における鶴岡メタボロームコホート 

研究の対象者 

 

図３．吹田スコア（旧・新）による 10 年以内

の発症確率の分布の比較（女性） 
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図２．吹田スコア（旧・新）による 10 年以内

の発症確率の分布の比較（男性） 
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２．集団のリスク評価；神戸 

 図６に本研究における解析対象者を示した。

これにより40～74歳かつ高血圧、脂質異常症、

糖尿病の服薬者、脳卒中・心臓病の既往者を含

まない集団となり、523人（男性 131人、女性 

392人）について新旧の吹田スコア（心電図所見

を含まないモデル）を計算し、発症確率を求め

た。対象者の平均年齢は、男性 64.4歳（標準偏

差 7.3）、女性 62.9歳（標準偏差 7.4）であっ

た。 

図７に男性、図８に女性の新旧の吹田スコア

による10年以内の発症確率の分布を示した。新

スコアのアウトカムには脳卒中が追加されて

いるため当然、新スコアで計算した方が発症確

率は高い方に分布している。図９は新スコア得

点の男女比較、図10は新スコアの脳・心血管疾 

患発症確率の男女比較を示している。これを見

るとやはり女性と比べて男性で脳・心血管疾患

の発症リスクが高い者が多いことが一目瞭然

で理解できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．吹田スコア（新）分布（男女） 
図５．吹田スコア（新）による 10 年以内の発症

確率の分布（男女） 
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図６．本研究における神戸研究（８年後調査）の 

 対象者 

 
神戸研究 8年後調査
参加者 871人

（男性257人/女性614人）

解析対象者 523人

（男性131人/女性392人）

【除外】
✔ 年齢対象外（40歳未満または75歳以上）180人
✔ 降圧剤の服用 111人
✔ 脂質異常症治療薬の服用 98人
✔ 糖尿病治療薬の服用 21人
✔ 中性脂肪 400mg/dL以上 1人
✔ 随時採血 8人
✔ 脳卒中・心臓病の既往有り（問診で把握） 63人
✔ 吹田スコアの計算に必要なデータが欠損 12人

図８．吹田スコア（旧・新）による 10 年以内

の発症確率の分布の比較（女性） 
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図７．吹田スコア（旧・新）による 10 年以内

の発症確率の分布の比較（男性） 
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Ｄ．考 察 

 神戸研究の調査対象者が居住する神戸市と

は生活環境が異なる鶴岡市民を対象とした鶴

岡メタボロームコホート研究データを用いた

解析結果と比較すると、新旧スコアで計算され

た発症確率の分布は同様の傾向が認められて、

服薬者や脳・心血管疾患の既往者を除いた場合、

スコアによる脳・心血管疾患発症リスクの地域

差はあまり大きくないことが示され、今後は服

薬率や既往歴も含めた地域比較が必要である

ことが示唆された。 

一方、新しい吹田スコアでは予測するアウト

カムを脳卒中＋冠動脈疾患としている。またそ

れ以外の多くの日本のコホート研究では脳卒

中は共通しているものの心臓のアウトカムは

心筋梗塞や心筋梗塞＋内因性急性死あたりに

とどまっており、久山町研究と並んで吹田研究

は広くアウトカムを取っているコホートであ

る。しかし表１に示したように日本人の死因と

して見ると、心疾患のうち冠動脈疾患に相当す

る「心筋梗塞」＋「その他の虚血性心疾患」よ

りも「心不全」と判定される者の方が多い。現

在の健康日本２１（第二次）でも循環器疾患分

野の減少目標として「脳卒中」と「虚血性心疾

患（心筋梗塞＋その他の虚血性心疾患）」が挙げ

られているが、心不全は考慮されていない。死

亡数からみると現在の目標である「脳卒中」と

「虚血性心疾患」では、循環器系の死亡の約半

分をカバーしているに過ぎない。もしここに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「心不全」も目標に加えることができればカバ

ー率は74％まで上昇する。 

しかし昔から心不全という死亡診断はいろ

んな病態が混じっており、その実態がどうなっ

ているかは不明である。現在、吹田研究などで

も心不全に焦点を当てた疫学研究が動き始め

ているが、そもそも国全体の発症登録がないた

め健康日本２１の目標値には死亡率を使わざ

るを得ないのが現状である。厚生省（当時）の

循環器疾患基礎調査（1980年）の追跡調査であ

るNIPPON DATA80において、心不全と冠動脈疾患

の危険因子を比較した結果が公表されている

が[4]、表２に示したように両者に共通する危

険因子は年齢、収縮期血圧、血糖値だけであり、

冠動脈疾患ではこれに加えて総コレステロー

ルと喫煙が、心不全は痩せ（BMI<18.5）、弁膜症、

脳卒中の既往が危険因子となっており、欧米の

ように冠動脈疾患の帰結として心不全となっ

ているわけではないことが推測される。年齢と

弁膜症、痩せについては臨床的な心不全患者で

図９．吹田スコア（新）分布（男女） 
図 10．吹田スコア（新）による 10 年以内の発症

確率の分布（男女） 
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表１．2019 年度の人口動態統計 

循環器疾患死亡者数：350,505人
脳血管疾患：106,552人
心疾患： 207,714人
心筋梗塞＋その他の虚血性心疾患：67,326人
心不全：85,565人
その他の心疾患：54,823人

その他の循環器系疾患：36,239人

→現在の健康日本２１では、全循環器系死亡の約半分（49.6%）
を目標値としている状況（心不全を加えると74%をカバーできる）
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も見られる危険因子であるが、同じ死亡診断名

がついていても色々な病態が含まれているこ

とが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究においてNIPPON DATA80より10年新し

いNIPPON DATA90を用いて、引き続き、冠動脈疾

患や脳卒中と対比させながら所謂「心不全」の

危険因子を検討中である。現在までの分析では

心不全の危険因子は冠動脈疾患よりも脳卒中

に近い結果が示されつつある。心不全の危険因

子が明らかになることにより、初めて循環器疾

患分野の目標としてのアウトカムに心不全を

組み込むことが可能かどうかが検討可能とな

る。 

 

Ｅ．結 論 

服薬者や脳・心血管疾患の既往者を除いた場

合、生活環境が大きく異なる集団の脳・心血管

疾患発症確率の分布は同様の傾向を示し、健常

者に限れば脳・心血管疾患発症リスクの地域差

は大きくない可能性が示唆された。今後は服薬

率や既往歴も含めた総合的な地域リスクの評

価が必要である。一方、日本人の循環器病死亡

の大きな一角を示す心不全については、予防可

能かどうかという視点で危険因子の検証が必

要である。 
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分担研究報告書 

 

健康格差関連要因の解明と指標の研究 

 

研究分担者 近藤 克則 千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部門・教授 

 

研究要旨 

 本分担研究では、１）社会参加や健康指標の格差の関連要因を明らかにすること、２）それらを

踏まえロジックモデル及び目標を提案すること、３）自治体が取り組むべき効果的で公正な健康増

進施策を提案する事を目的とした。方法としては、１）日本老年学的評価研究（Japan Gerontolo-

gical Evaluation Study，JAGES）2019 追跡調査データ等を用い、個人の社会生活要因や地域環境

と健康寿命やその地域間格差との関係を分析した。２）それらの結果を踏まえ、健康日本２１（第

三次）におけるロジックモデル及び目標提案シートをまとめた。３）健康寿命を延伸し健康格差を

縮小する方法の根拠づくりを進めて、それを根拠に政策提案をまとめた。その結果、１）健康格差

の縮小の視点からは、①市町村・社会階層間格差の視点からのモニタリングと対策、②ライフコー

スの視点からのモニタリングと対策、２）社会環境の整備の視点からは、①ゼロ次予防を謳うべき、

②建造環境（Built Environment）と ③“Health in All Policies”の重要性、３）評価の視点か

らは、①健康影響予測評価とプログラム評価の登録データベース、②多面的評価とロジックモデル、

③データ収集・評価計画を組み込むことを提案した。 

研究協力者 

安福 佑一 千葉大学予防医学センター社会

予防医学研究部門 

 

Ａ．研究目的 

本分担研究では、１）社会参加や健康指標の

格差の関連要因を明らかにすること、２）それ

らを踏まえロジックモデル及び目標を提案す

ること、３）国や自治体が取り組むべき効果的

で公正な健康増進施策を提案する事を目的と

した。 

 

Ｂ．研究方法 

１）日本老年学的評価研究（Japan Gerontolo- 

gical Evaluation Study，JAGES）が蓄積してき

たデータを活用して、個人の社会生活要因や地

域環境と健康寿命やその地域間格差との関係

を明らかにした。 

２）それらの結果を踏まえ、健康日本２１（第

三次）における高齢者の健康に関する基本構想

を整理し、既存のエビデンスの存在状況などを

参考としたロジックモデルを構築し、それに対

応した評価指標を選定し目標提案シートとし

てまとめた。ロジックモデル評価指標の設定に

あたっては、国や市区町村などから得られる高

齢者の健康に関する調査を中心に選定した。 

３）健康寿命延伸に向けて国及び自治体が取り

組むべき健康増進施策を提案する論文にまと

めた。 

 

（倫理面への配慮） 

2019 年調査・研究の実施に当たっては、千葉

大学ならびに国立長寿医療研究センターの研

究倫理審査委員会の承認を受けて実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

１）健康格差の関連要因解明 

JAGES データを用いて、2020 年度には以下に
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抜粋したものを含め合計 15 編の論文を発表し

た。 

渡邉論文1)では、高齢者の健康水準が向上し

てきた背景要因として、社会参加が６年間で3

～7％増加していること，その内訳としては，前

期高齢者は就労、後期高齢者はグループ活動へ

の参加が増加していることを報告した。 

一方で、Tsuji論文2)では、高齢者の社会的孤

立が英国に比べ日本で社会的孤立が悪化し、

2010年から６年間で親戚付き合いが10～15％

減少していることなどを、日英比較研究で明ら

かにした。 

木村論文3)では、今までのJAGES研究をレビュ

ーして、新型コロナウイルス感染症流行下で危

倶される社会的孤立の悪化や社会参加の抑制

によって、健康二次被害を招く恐れと対策への

示唆を明らかにした。 

Tani論文4)では、調理技術が低いと調理しな

いリスク３倍、やせリスクが1.4倍，食事を作っ

てくれる人がいない男性では調理しないリス

ク８倍、やせリスクが３倍であることを明らか

にした。Yanagi論文5)では、子どもの頃に逆境体

験があった高齢者は、野菜・果物不足になりや

すい可能性が高く、女性では逆境体験が２つ以

上あると64％増であったことなど，ライフコー

スも高齢期の健康と関連していることを報告

した。 

Tamada論文6)では、笑いの頻度に着目し、ほと

んど笑わない人で、要介護リスクが1.4倍高い

ことなどを明らかにした。 

Nishigaki論文7)では緑地が多い地域でうつ

が少ないこと、Nishida論文8) では、小学校に近

い地域に暮らす女性でうつが少ないなど，建造

環境（Built Environment）も健康に関連してい

ることを報告した。 

飯塚玄明論文9)では、フレイル対策として、臨

床的なアプローチのみならず、まちづくりによ

るアプローチもあり得ることを報告した。 

２）次期国民健康づくり運動の策定に向けた検

討 

 生活習慣、基礎的病態、疾病の３階層に分け

て指標を整理し、ロジックモデルおよび目標提

案シートを作成した（別添資料参照）。まず第１

層の生活習慣については、改善すべき項目とし

て身体活動・運動、栄養・食生活・口腔機能の

３点を挙げた。中間層となる第２層の危険因

子・基礎的病態の低減については、生活習慣病

の有病者割合の減少、フレイル（ロコモーティ

ブシンドロームを含む）割合の減少、社会的孤

立・孤独・閉じこもり者割合の減少、うつの発

症や進行の抑制、の４つを挙げた。そして最上

位の第３層である疾病については、要介護状態

への移行抑制、認知症の発症や進行の抑制、幸

福感やメンタルヘルス低下の予防、の３点を挙

げた。これらの各指標については、エビデンス

の集積状況により色分けして整理した。その他、

目標設定の対象とはしなかったものの、今後高

齢者の健康の基盤として重要性が増すと思わ

れるヘルスリテラシーやメディアリテラシー、

建造環境、ライフコースについてはロジックモ

デルに図示した。 

３）健康寿命延伸に向けて国及び自治体が取り

組むべき健康増進施策 

以下のような骨子の論文にまとめた。 

健康格差の縮小の視点からは、①都道府県間

格差だけでなく、市町村・社会階層間格差や、

②ライフコースの視点からのモニタリングと

対策が重要であること、２）社会環境の整備の

視点からは，①健康無関心層にも恩恵が及ぶよ

うに「ゼロ次予防」を謳うべきであること、②

建造環境（Built Environment）も重要であり、

国土交通省や子どもの生育環境整備担当部局

などをはじめ、③“Health in All Policies”

の視点が重要であること、３）評価の視点から

は、①健康影響予測評価とプログラム評価の登

録データベースの整備が望まれること、②多面

的評価とロジックモデルが必要で、③データ収

集・評価計画を、「健康日本２１（第三次）」の

当初から組み込むことを提案した。
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Ｄ．考 察 

 本研究で明らかになったことを踏まえ、今後

はさらなる健康格差の要因に関する分析の実

施、今年度作成した高齢者の健康に関するロジ

ックモデルおよび目標提案シートの、新たなエ

ビデンスに基づく改訂、健康格差の縮小策とそ

れらの進捗度合いをモニタリングするための

指標の提言などが必要であると考えられた。今

年度の知見を踏まえて，近藤論文 10)で，「健康

日本２１（第三次）」に向けた課題を上記の様に

考察した。 

 

Ｅ．結 論 

本分担研究では、１）データを活用して、個

人の社会生活要因や地域環境と要介護認定や、

その地域間格差との関係を明らかにした。２）

それを元に、健康日本２１（第三次）における

高齢者の健康に関する基本構想をロジックモ

デル及び目標提案シートとして整理した。３）

国や自治体が取り組むべき効果的で公正な健

康増進施策を提案した。 

 

【参考文献】 

* Katsunori Kondo, editor: Social Determi-

nants of Health in Non-communicable 
Diseases. Springer, Singapore, 2020. 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

 1. 渡邉良太, 近藤克則，他．地域在住高齢者

における社会参加割合変化−JAGES6 年間の

繰り返し横断研究−. 厚生の指標, 2021; 

68(3):2-9. 

 2. Tsuji T, Kondo K, et al. Change in the 
prevalence of social isolation among the 
older population from 2010 to 2016: A 
repeated cross-sectional comparative 
study of Japan and England. Arch 
Gerontol Geriatr, 2020;91:104237. 

 3. 木村美也子, 近藤克則，他．新型コロナウ

イルス感染症流行下での高齢者の生活への

示唆： JAGES 研究の知見から. 日本健康開

発雑誌，2020;41:3-13. 

 4. Tani Y, Kondo K, et al. Cooking skills 
related to potential benefits for dietary 

健康日本21（第3次）に向けた課題

視点 第2次で⾒えてきた
課題

第３次で期待される対策

1）健康格差
の縮⼩

• 市町村格差や社会経
済階層間格差は？

• 公表されているデー
タがない

① 市町村・社会階層間格差の視点か
らのモニタリングと対策

② ライフコースの視点からのモニタ
リングと対策

2）社会環境
の整備

• 地域のつながり，企
業，活動拠点，⾃治
体以外の環境は？

• 評価をしなければ
格差を広げる恐れも

① ゼロ次予防を謳うべき
② 建造環境（Built Environment）の
重要性

③ ”Health in All Policies”

3）評価 • EBPMにはもっと多⾯
的な評価が必要．必
要なデータがない

① 健康影響予測評価とプログラム評
価の登録データベース

② 多⾯的評価とロジックモデル
③ データ収集・評価計画

近藤克則：健康格差に対する日本の公衆衛生の取り組み－その到達点と今後の課題

近藤克則：公衆衛生 84（6）：368-74, 2020



 

 - 30 - 

behaviors and weight status among older 
Japanese men and women: a cross-
sectional study from the JAGES. The 
international journal of behavioral 
nutrition and physical activity ， 2020; 
17(1):82. 

 5. Yanagi N, Kondo K, et al. Adverse 
childhood experiences and fruit and 
vegetable intake among older adults in 
Japan. Eat Behav，2020;38:101404. 

 6. Tamada Y, Kondo K, et al. Does laughter 
predict onset of functional disability and 
mortality among older Japanese adults? 
the JAGES prospective cohort study. J 
Epidemiol，2020. 

 7. Nishigaki M, Kondo K, et al. What Types 
of Greenspaces Are Associated with 
Depression in Urban and Rural Older 
Adults? A Multilevel Cross-Sectional 
Study from JAGES. Int J Environ Res 
Public Health，2020;17(24). 

 8. Nishida M, Kondo K, et al. Association 
between Proximity of the Elementary 
School and Depression in Japanese Older 
Adults: A Cross-Sectional Study from the 
JAGES 2016 Survey. Int J Environ Res 
Public Health，2021;18(2). 

 9. 飯塚玄明, 近藤克則，他．まちづくり フ

レイル予防のエビデンスから実践まで. Ｇ

ノート，2020;7(6):966-75. 

10. 近藤克則. 健康格差に対する日本の公衆衛

生の取り組み その到達点と今後の課題. 

公衆衛生，2020;84(6):368-74. 

11.Cooray U, Kondo K, et al.  Effect of 
Copayment on Dental Visits: A Regres-
sion Discontinuity Analysis. J Dent Res，
2020;99(12):1356-1362.  

12.Hosokawa R, Kondo K, et al. Associations 
Between Healthcare Resources and 

Healthy Life Expectancy: A Descriptive 
Study across Secondary Medical Areas in 
Japan. Int J Environ Res Public Health, 
2020:17(17):6301. 

13.Igarashi A, Kondo K, et al. Associations 
between vision, hearing and tooth loss 
and social interactions: the JAGES cross-
sectional study. J Epidemiol Community 
Health, 2021;75(2):171-176.  

14.Saito K, Kondo K et al. Frailty is 
Associated with Susceptibility to and 
Severity of Pneumonia in Functionally-
independent Community-dwelling Older 
Adults: A JAGES Multilevel Cross-
sectional Study. Sci Rep, 2021. Epub 
ahead of print.  

15.細川陸也, 近藤克則, 他．健康寿命および

平均寿命に関連する高齢者の生活要因の特

徴. 厚生の指標，2020;67(7):31-39. 

 

２．学会発表 

 1. 井手一茂，近藤克則，他．高齢者の地域組織

参加の種類別頻度と認知症発症の関連：

JAGES2010-2016 縦断研究．第 79 回日本公

衆衛生学会総会，2020 年． 

 2. 東馬場要，近藤克則，他．高齢者の地域組織

参加の数・種類と要介護認定の関連：

JAGES2013-2016 縦断研究．第 79 回日本公

衆衛生学会総会，2020 年． 

 3. 飯塚玄明，近藤克則，他．通いの場（サロ

ン）への参加はサロン以外の社会参加を促

進するか：JAGES 縦断研究．第 79回日本公

衆衛生学会総会，2020 年． 

 4. 高杉 友，近藤克則，他．地域レベルの教育

年数と認知症リスクの関連：JAGES 6 年間

の縦断コホート研究．第 79回日本公衆衛生

学会総会，2020 年． 

 5. 西垣美穂，近藤克則，他．高齢者のうつと地

域の水辺の関連：JAGES2016横断研究．第 79
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回日本公衆衛生学会総会，2020 年． 

 6. 中村恒穂，近藤克則，他．都道府県単位にお

けるソーシャル・キャピタル指標と自殺と

の関連分析．第 79回日本公衆衛生学会総会，

2020 年． 

 7. 梅原典子，近藤克則，他．口腔機能と現在歯

数の死亡との関連：地域在住高齢者におけ

る JAGES縦断研究．第 79回日本公衆衛生学

会総会，2020 年． 

 8. 陳ユル，近藤克則，他．街路の接続性と高齢

者うつとの関連：JAGES2013-2016縦断研究．

第 79回日本公衆衛生学会総会，2020 年． 

 9. 藤原聡子，近藤克則，他．高齢者の社会的ネ

ットワークと認知症リスクとの関連：

JAGES6 年間縦断研究．第 79 回日本公衆衛

生学会総会，2020 年． 

10. 西田  恵, 近藤克則，他．高齢者のうつと

居住地域の子ども人口密度の関連：

JAGES2016横断研究．第 79回日本公衆衛生

学会総会，2020 年． 

11. 王鶴群，近藤克則，他．高齢者における共食

頻度と主観的幸福感との関連：独居・同居

で異なるか－JAGES2016横断研究－．第 31

回日本疫学会学術総会, 2021 年． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2．実用新案登録 

 なし 

3．その他 

 なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

慢性疾患に関する地域格差の要因の解明 
－地域レベルのソーシャルキャピタルと高齢者の抑うつリスクについての縦断分析－ 

 

研究分担者 近藤 尚己 京都大学大学院医学研究科 社会疫学分野・教授 
 

研究要旨 

 コミュニティレベルのソーシャルキャピタル（ＳＣ）には、災害時の健康被害を緩和させる効果

が期待される。社会経済的に不利な地域でも、ＳＣがその影響を緩和することで、健康の悪化を防

げる可能性がある。しかしＳＣは災害によって変化しやすく、そうして変化したＳＣが高齢者健康

にどのように影響するかは計量的に調べられていない。循環器疾患の重要なリスクである抑うつに

着目して、2016 年に発生した熊本地震前後のデータを用いて、この影響を調べた。熊本県御船町に

住む 2013 年時点で要介護認定を受けていない 65 歳以上の方 828 人（男性 361 人、女性 467 人）を

対象とした。その結果、女性では、震災前の認知的ＳＣが高い地域でうつ症状のリスクが低く、震

災後に認知的ＳＣが下がった地域ではリスクが高まった。また、女性において、震災前の構造的Ｓ

Ｃが高い地域でうつ症状のリスクが高く、震災後に構造的ＳＣが下がった地域でリスクが低いとい

う結果が得られた。災害前のＳＣの影響は、ＳＣのタイプによって異なり、女性において構造的Ｓ

Ｃ（地域の社会交流の活発度）が高い地域ではリスクが上がる可能性も示された。住民が信頼し合

えるような地域づくりは重要である一方、震災後に地域の社会参加を促す施策を行う際には、孤立

感を感じる人を生まないよう注意が必要である。 

 

研究協力者 

佐藤 豪竜 京都大学大学院医学研究科 

雨宮 愛理 京都大学大学院医学研究科 

長谷田真帆 京都大学大学院医学研究科 

高木 大資 東京大学大学院医学系研究科 

金森万里子 東京大学大学院医学系研究科 

近藤 克則 千葉大学予防医学センター 

 

Ａ．研究目的 

大規模災害や経済危機、感染症パンデミック

といった社会的な危機の発生時やその後には、

危機へ対応するための資源が乏しい個人や地

域の健康が脅かされやすく、その後長期にわた

り慢性疾患や精神疾患における格差が拡大し

やすいことが知られている 1 2 3。危機に対応し、

回復をすること、すなわちレジリエンスを高め

るための重要な要素として注目されるものに

「ソーシャルキャピタル」がある 4。ソーシャル

キャピタルは個人同士や組織同士の関係を資

本（投資することでリターンが得られるもの）

としてとらえる概念である 5。2011 年に起きた

東日本大震災後の研究では、地域レベル・個人

レベルのソーシャルキャピタルが高い方ほう

がその後の健康を維持しやすく、また、仮設住

宅への移転をコミュニティ単位で行うなど、既

存の社会関係を維持しながら避難生活を行え

るようにする工夫により、被災者の健康を維持

しやすい可能性が示されている 4 6, 7。一方、被

災することで、これまでの地域の関係性が失わ

れたり、逆に協調的な行動を取ることで地域の

結束力が強まったりすることが考えられる。し

かし、こうした震災前後のソーシャルキャピタ
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ルの変化とうつ症状のリスクとの関係性を調

べた研究は、知る限りこれまでにみられない。 

高齢者の社会生活と健康行動や循環器系の

慢性疾患との関係において、気分障害やうつは

重要な中間要因である。災害時やその後には、

長期にわたりうつ病や不安神経症、心的外傷後

ストレス症候群により、日常生活や身体活動、

適切な栄養摂取が困難となり、慢性疾患のリス

クが高まりやすい 8。そこで本研究では、2015 年

に発生した熊本地震やその後の水害の前後の

データを用いて、災害前後の地域レベルのソー

シャルキャピタルが被災した高齢者のメンタ

ルヘルスに及ぼす影響について調べた。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、熊本県御船町に住む 2013 年時点

で要介護認定を受けていない65歳以上の方828

人（男性 361 人、女性 467 人）を対象とした。

最初の調査は 2013 年 10月に行われ、２回目の

調査は震災７か月後の 2016 年 11月に行われた。 

ソーシャルキャピタル（ＳＣ）は、先行研究

に基づき、認知的側面（隣人への信頼、助け合

い、地域への愛着の３要素）と構造的側面（友

人の数、友人と会う頻度、スポーツの会の参加

頻度、趣味の会の参加頻度の４要素）に分けて

個人ごとに得点化し、町内に 10 個ある小学校

区ごとの平均値を算出し、地域のＳＣの指標と

して利用した。震災後の抑うつ症状は、SQD 

(Screening Questionnaire for Disaster 

Mental Health) と呼ばれる調査票によって把

握した。ポアソン回帰分析を使って、地域のＳ

Ｃの変化とうつ症状との関係性を調べた。分析

では、震災前の年齢、教育年数、等価世帯所得、

世帯構成、疾患の有無、抑うつ症状、地域の人

口密度に加え、震災後の家屋の被害、引越しの

有無、震災前後の個人レベルのＳＣの変化の影

響を調整した。 

 

Ｃ．研究結果 

女性では、震災前の認知的ＳＣが高い地域で

うつ症状のリスクが低く（ＳＣスコア１標準偏

差に対して相対リスク 0.44）、震災後に認知的

ＳＣが下がった地域ではリスクが高まった（図

１）。また、女性において、震災前の構造的ＳＣ

が高い地域でうつ症状のリスクが高く（相対リ

スク 2.36）、震災後に構造的ＳＣが下がった地

域でリスクが低い（相対リスク 0.35）という結

果が得られた。他方、男性においては、女性の

ようなＳＣとうつ症状のリスクとの関係は見

られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）グラフは、地域のＳＣスコア１標準偏差に対するうつ症状の相対リスクを表している。ひげは 95%信頼区間

（同じ研究を 100 回行った場合に、95 回の値が分布すると思われる範囲。一般的に、95%信頼区間が１をま

たぐ場合は、統計的な有意差がないとされている。） 

注２）震災前の年齢、教育年数、等価世帯所得、世帯構成、疾患の有無、抑うつ症状、地域の人口密度に加え、     

震災後の家屋の被害、引越しの有無、震災前後の個人レベルのＳＣの変化の影響を調整している。 
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図１ 地域のソーシャルキャピタル(SC)と震災後のうつ症状のリスク

男性 女性
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Ｄ．考 察 

  女性において、地域レベルの認知的ＳＣは震

災後のうつ症状のリスクに対して保護的に働く

のに対し、構造的ＳＣはリスクを高める可能性

がある。また、ＳＣとうつ症状の関係性は男女

差があることが明らかになった。報告者らは過

去に、同じJAGESのデータを用いて、認知的ＳＣ

が高い地域において、（互いに助け合っている

とは思わない、など）周囲の関係性に対する評

価が低い男性個人はむしろ要介護の改善可能性

が低いことを示した。また女性では構造的ＳＣ

が高い地域に住んでいる場合、本人自体は社会

活動に参加していないと、同様に要介護が改善

しにくいという結果が得られている9。健康と関

係するＳＣが、男性は認知的ＳＣ、女性は構造

的ＳＣであるという点でこれらの研究は類似し

ている。 

  本研究は、震災前のデータがあることにより、

震災以外の要因による影響を取り除くことがで

きた点で質の高いエビデンスを提供していた。

住民が信頼し合えるような地域づくりは重要で

ある一方、震災後に地域の社会参加を促す施策

を行う際には、孤立感を感じる人を生まないよ

う注意が必要である。 

 

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 

1) Sato K, Amemiya A, Haseda M, Takagi D, 
Kanamori M, Kondo K, Kondo N.  Post-
disaster Changes in Social Capital and 
Mental Health: A Natural Experiment 
From the 2016 Kumamoto Earthquake. 
Am J Epidemiol, 2020;189(9):910-21. 

２．学会発表 

  なし 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 
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分担研究報告書 

 

喫煙の地域格差の要因解析 

－日本における紙巻きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫煙の曝露状況の推移－ 

 

研究分担者 田淵 貴大 大阪国際がんセンター がん対策センター疫学統計部・副部長 

 

研究要旨 

【目的】2017 年から 2020 年の日本における紙巻きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫煙の曝露

状況の実態を明らかにすることを本研究の目的とした。 

【方法】2017 年に実施したインターネット調査の回答者である 20-69 歳の男女 9,030 人を対象に、

2018 年、2019 年、2020 年に追跡調査を実施した。各調査年度における、紙巻きタバコ及び加熱式

タバコによる受動喫煙の過去 1ヶ月間の曝露経験の割合（％）を性・年齢階級・教育歴・等価所得・

居住地域別に計算した。インターネット調査データと一般住民を対象に実施した調査（国民生活基

礎調査）データを併合して、逆確率重み付け（IPW）法を用いてインターネット調査のデータの偏り

を補正した。同時に追跡調査における未回答者によるデータの偏りについても IPW 法により補正し

た。 

【結果】20-69 歳の男女において、紙巻きタバコの受動喫煙の曝露経験割合は 2017 年（19.5％）か

ら 2018 年（13.3％）にかけて減少し、その後は横ばいであった（2019 年：14.0％、2020 年：13.8％）。

一方、加熱式タバコの受動喫煙の曝露経験割合は 2017 年から 2020 年の間、一貫して増加傾向を示

した（2017 年：3.6％、2018 年：7.4％、2019 年：9.0％、2020 年：10.2％）。紙巻きタバコと加熱

式タバコによる受動喫煙はどちらも、女性、60-69 歳、高教育歴群、非飲酒者では 2017 年から 2020

年の間一貫して曝露経験割合が低い傾向を認め、現在喫煙者では高い傾向を認めた。その他の項目

に関しては調査年度によりばらつきがあるものの、2020 年調査では等価所得 400 万円以上群、離別

（離婚）／死別経験群、北海道居住者で紙巻きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫煙経験割合が

高かった。 

【結論】2017 年以降、紙巻きタバコによる受動喫煙の曝露経験割合は減少していた一方、加熱式タ

バコによる受動喫煙の曝露経験割合は急激な増加傾向が認められた。本研究結果は、日本における

紙巻きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫煙の曝露経験割合の推移を把握し、受動喫煙防止の方

策を立案するための基礎資料となる。 

 

研究協力者 

竹内研時 名古屋大学大学院医学系研究科  

予防医学分野 

玉田雄大 名古屋大学大学院医学系研究科  

予防医学分野 

 

Ａ．研究目的 

 健康日本２１の第二次では、健康寿命の延伸

に加えて健康格差の縮小が目標に加えられた

[1]。ここでは健康格差として日本における受

動喫煙の曝露の性・年齢・社会経済的状況・喫

煙状況・飲酒習慣・婚姻状況・居住地域に応じ

た格差を扱う。 

 現在、日本では紙巻きタバコに加え、IQOS（ア
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イコス）や Ploom TECH（プルームテック）など

の加熱式タバコや電子タバコが発売され、それ

ら新製品の使用が拡大してきている。特に加熱

式タバコに関しては 2014 年 11 月に IQOS の販

売が開始されて以降、男性、若年層、高所得層

を中心に急速に普及し[2]、その使用割合は

2015 年の 0.2％から 2019 年に 11.3％まで増加

していたと推定されている[3]。 

 日本はタバコ規制枠組条約（FCTC）を締約し

ているにも関わらず、タバコ対策が不十分であ

ると指摘されており[4]、この状況を改善すべ

く、健康増進法が改正され、2020 年４月より全

面施行された[5]。これにより紙巻きタバコに

ついては原則屋内禁煙が義務付けられたが、加

熱式タバコについては加熱式タバコ専用喫煙

室は紙巻タバコの喫煙室とは異なる特別扱い

とされ、飲食可となった[6]。 

 紙巻きタバコによる受動喫煙についてはこ

れまでも数多くの報告があるものの、加熱式タ

バコによる受動喫煙に関しては、加熱式タバコ

の発売から年数が浅いこともあり、ほとんど報

告がされていない。そこで、われわれは日本の

一般住民に対するインターネット調査を実施

し、2017 年から 2020 年の紙巻きタバコ及び加

熱式タバコによる受動喫煙の曝露状況の実態

を明らかにすることを本研究の目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

■データおよび対象者 

 本研究では、楽天インサイト株式会社の調査

パネルメンバーを対象としたインターネット

調査、The Japan “Society and New Tobacco”

Internet Survey（JASTIS）研究（https:// 

takahiro-tabuchi.net/jastis/）のデータを利

用した。JASTIS研究ではコホート１～６の６集

団が設定されており、各コホートの概要は下記

の通りである。 

・コホート１：JASTIS2015 年調査において 15-

69 歳の男女からランダムサンプリング 

・コホート２：JASTIS2015 年調査において電子

タバコユーザーからランダムサンプリング 

・コホート３：JASTIS2015 年調査において電子

タバコを使ったことのない現在喫煙者から

ランダムサンプリング 

・コホート４：JASTIS2017 年調査において 15-

69 歳の男女からランダムサンプリング 

・コホート５：JASTIS2019 年調査において 15-

24 歳の男女からランダムサンプリング 

・コホート６：JASTIS2020 年調査において 15-

24 歳の男女からランダムサンプリング 

このうち、コホート１、４、５、６が一般住民

とみなしうる集団であり、本研究ではコホート

１とコホート４のデータを連結し、2017 年調査

をベースラインとした縦断データを作成し、解

析に用いた。 

 2017 年 1月 27 日～2 月 27 日に実施されたコ

ホート１に対する追跡調査では4,468人から回

答が得られ、2017 年 2 月 24 日～3 月 13 日に実

施されたコホート４の新規ベースライン調査

では 5,700 人から回答が得られた。これらを合

わせた 11,168 人のうち、不正回答がなく、かつ

下記の追跡調査における未回答者の補正を行

う際に使用する項目について完全回答が得ら

れた 20-69 歳の男女 9,030 人を分析対象とした。

2018 年～2020 年の追跡調査の実施期間及び回

答数は、2018 年調査が 2018 年 1 月 26 日～3 月

20 日で 7,558 人（追跡率：83.7％）、2019 年調

査が 2019 年 2 月 2 日～2 月 25 日で 6,296 人

（追跡率：69.7％）、2020 年調査が 2020 年 2 月

9日～3 月 2 日で 5.636 人（追跡率：62.4％）で

あった。解析には、各年の調査の不正回答者を

除外し、2018 年調査は 7,404 人、2019 年調査

は 6,200 人、2020 年調査は 5,596 人を対象とし

た。 

 

■調査項目 

１．紙巻きタバコによる受動喫煙の曝露 

 「あなたはこの１ヶ月間に自分以外の人が吸

っていたタバコの煙を吸う機会（受動喫煙）が

ありましたか。それぞれの場所について、あて
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はまるものを１つ選んで下さい。」の質問に対

して、提示された８つの場所（家庭、職場、学

校、レストラン、喫茶店、居酒屋・バー、パチ

ンコ店、車の中）の内、１箇所以上で「ほぼ毎

日」と回答した者を紙巻きタバコによる受動喫

煙の曝露ありと定義した。 

２．加熱式タバコによる受動喫煙の曝露 

 「あなたはこの１ヶ月間に自分以外の人が使

っていた加熱式タバコ(アイコスもしくはプル

ームテックやグロー)の蒸気やミストを吸う機

会がありましたか。それぞれの場所について、

あてはまるものを１つ選んでください。」の質

問に対して、提示された８つの場所（家庭、職

場、学校、レストラン、喫茶店、居酒屋・バー、

パチンコ店、車の中）の内、１箇所以上で「ほ

ぼ毎日」と回答した者を加熱式タバコによる受

動喫煙の曝露ありと定義した。 

３．対象者の基本属性 

 2017 年時点の基本属性として、性別（男性、

女性）、年齢階級（20-29 歳、30-39 歳、40-49 歳、

50-59 歳、60-69 歳）、教育歴（中学／高校、専

門学校／短大／高専、大学／大学院）、等価所得

（200 万円未満、200 万円以上 300 万円未満、

300 万円以上 400 万円未満、400 万円以上、分

からない／答えたくない）、喫煙状況（非喫煙者、

過去喫煙者、禁煙意志のある現在喫煙者、禁煙

意志のない現在喫煙者）、飲酒習慣（非飲酒者、

過去飲酒者、現在飲酒者）、婚姻状況（既婚、未

婚、離別（離婚）／死別）、居住地域（人口移動

調査における地域ブロック）を定義した。 

 

■統計解析 

 2017 年～2020 年の各年における紙巻きタバ

コ及び加熱式タバコによる受動喫煙の曝露経

験の割合（％）を 2017 年時点の対象者の基本属

性に応じて推計（下記方法により重みづけした

値を算出）した。 

 インターネット調査は調査会社が事前に募

集した調査協力者集団に依頼を行い、その一部

が調査に回答するというものである。そのため、

調査協力者は年齢や職業、学歴、インターネッ

トの使用頻度等の点で、一般住民という本研究

で関心のある母集団と比較して分布に偏りの

ある集団であることが想定される。そこで、本

研究ではインターネット調査データと一般住

民を対象に実施した調査（2016 年度国民生活基

礎調査）データを併合して傾向スコアによる逆

確率重み付け（inverse probability weight-

ing; IPW）法で調整することにより、インター

ネット調査データの偏りを補正した[7,8]。さ

らに、本研究は追跡調査であり、追跡できた者

と追跡できなかった者の基本属性にも違いが

存在する可能性があるため、同様に IPW 法で追

跡調査における回答者の偏りを補正した[8]。 

 統計解析には SPSS version 27 (SPSS, 

Chicago, IL)を使用した。 

 

（倫理面への配慮） 

 インターネット調査の実施に当たり、調査を

受けることの同意はあらかじめ調査会社によ

り実施されている。ただし、調査の内容は様々

であるため、本調査内容について説明を追加し

た。日本マーケティングリサーチ協会による綱

領およびガイドラインに従い、本調査の実施に

関して調査会社から承認を得た。「アンケート

調査対象者への説明文」を調査参加者全員に対

して必ず提示し、調査で得られた情報は個人を

特定できない形でしか発表されないことや調

査の目的以外には利用しないことを対象者に

伝えた。本研究に関して大阪国際がんセンター

の倫理審査委員会からの承認を得て研究を実

施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 表１にインターネット調査であることの偏

りを補正する前後における 2017 年調査の分析

対象者の基本属性を示した。補正前に 9,030 人

であった分析対象者は、補正により7,991人（四

捨五入により整数として提示した）となった。

補正後の対象者（平均年齢±標準偏差：44.5±
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13.6 歳、男性：50.7％）のうち、46.4％が教育

歴の中学／高校、25.0％が等価所得の 400 万円

以上、58.0％が非喫煙者、56.8％が現在飲酒者、

63.8％が既婚者、15.9％が中部／北陸地方在住

者となった。 

 表２に 2017 年から 2020 年の各年における、

性・年齢階級・教育歴・等価所得・喫煙状況・

飲酒習慣・婚姻状況・居住地域別の紙巻きタバ

コ及び加熱式タバコによる受動喫煙の曝露経

験の割合（％）を示した。なお提示した割合は

2017 年調査についてはインターネット調査で

あることの偏りの補正、2018～2020 年調査につ

いてはインターネット調査であることの偏り

の補正と追跡調査における未回答者の補正の

両方の補正を行なった後の値を示した。紙巻き

タバコによる受動喫煙の曝露経験割合は 2017

年（19.5％）から 2018 年（13.3％）にかけて減

少し、その後はほぼ横ばいであった（2019 年：

14.0％、2020 年：13.8％）。一方、加熱式タバ

コの受動喫煙の曝露経験割合は 2017 年から

2020 年の間、一貫して増加傾向を示した（2017

年：3.6％、2018 年：7.4％、2019 年：9.0％、

2020 年：10.2％）。 

2017 年調査時点の分析対象者の基本属性別の

傾向をみると、紙巻きタバコと加熱式タバコに

よる受動喫煙はどちらも、女性、60-69 歳、高

教育歴群、非飲酒者で 2017 年から 2020 年の間、

一貫して曝露経験割合が低い傾向を認めた。喫

煙状況に関しては、紙巻きタバコ及び加熱式タ

バコによる受動喫煙ともに、禁煙意志の有無に

関わらず現在喫煙者で非喫煙者及び過去喫煙

者と比べて曝露経験割合が高かった。その他の

項目に関しては、調査年度によりばらつきがあ

るものの、2020 年調査では等価所得 400 万円以

上群、離別（離婚）／死別経験群、北海道居住

者で紙巻きタバコ及び加熱式タバコによる受

動喫煙経験割合が高かった。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究では世界に先駆けて 2014 年に加熱式

タバコが発売された日本において、その販売か

ら数年後の紙巻きタバコ及び加熱式タバコに

よる受動喫煙の曝露状況の推移の実態を調査

した。20-69 歳の男女において、紙巻きタバコ

による受動喫煙の曝露は減少していた一方で、

加熱式タバコによる受動喫煙の曝露経験割合

は増加傾向にあり、約３倍（2017 年：3.6％、

2020 年：10.2％）に増加していた 

 加熱式タバコによる受動喫煙の曝露が増加

していることの一因として、加熱式タバコの使

用割合が増えていることが考えられる。直近の

報告では、2017 年時点では 3.7％であった加熱

式タバコの使用割合（直近 30 日以内に 1 日以

上使用していた者）は 2019 年時点には 11.3％

まで増加していた[3]。加熱式タバコの使用者

が増加したことで、受動喫煙機会も増加したと

考えられる。加えて、加熱式タバコの使用者を

対象とした調査の結果、加熱式タバコの使用者

は加熱式タバコが紙巻きタバコと比べて害が

少ない製品と認識しており[9]、喫煙が禁止さ

れた場所でも加熱式タバコは使用してもよい

と認識している可能性がある。同様に、加熱式

タバコの使用者を対象とした調査の結果では、

喫煙が禁止された場所で加熱式タバコを使用

したことがあると回答したことがある者の割

合は少なくなかった（自宅：20.7％、飲食店：

11.8％、職場：11.9％）[10]、このように、喫

煙が禁止された場所で加熱式タバコを使用す

る人がいることで非喫煙者を含めて他人が使

用する加熱式タバコによる受動喫煙に曝露さ

れやすい状況となっていることが考えられる。 

 本研究では、教育歴や居住地域などで、紙巻

きタバコによる受動喫煙の曝露と同様に加熱

式タバコによる受動喫煙の曝露にも明らかな

格差を認めた。特に、過去の研究では、日本を

含む特に高所得国において社会経済的地位の

低い人が紙巻きタバコによる受動喫煙の曝露

リスクが高いことが報告されている[11,12]一

方、加熱式タバコによる受動喫煙についてはそ

のような報告は過去になされていなかった。加
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熱式タバコの害については未だ不明な点は多

いものの、紙巻きタバコと同様に発がん物質な

どの有害物質が含まれることから相応の害が

推測され、加熱式タバコの受動喫煙がどういっ

た環境や社会的背景の人に起こりやすいのか、

その経過を追って調査していく必要がある。 

 

Ｅ．結 論 

 紙巻きタバコによる受動喫煙の曝露は減少

傾向にある一方で、加熱式タバコによる受動喫

煙の曝露は急激な増加傾向を示していた。また、

紙巻きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫

煙の曝露傾向は似た特徴を示しており、男性や

若年層から壮年層、低教育歴層、高所得者層、

喫煙者、飲酒者、離婚（離別）／死別経験者、

北海道在住者で受動喫煙の曝露経験割合が高

い傾向にあった。本研究結果は、日本における

紙巻きタバコ及び加熱式タバコによる受動喫

煙の曝露経験割合の推移を把握し、受動喫煙防

止に向けた施策立案のための基礎資料となる。 
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表１ 対象者の基本属性（2017 年時点） 

  
補正前  補正後＊ 

n ％   n ％ 

合計 9,030 100.0  7,991 100.0 

性別      

 男性 4,561 50.5  4,052 50.7 

 女性 4,469 49.5  3,939 49.3 

年齢      

 20–29 歳 1,502 16.6  1,397 17.5 

 30–39 歳 1,901 21.1  1,734 21.7 

 40–49 歳 2,025 22.4  1,866 23.3 

 50–59 歳 1,776 19.7  1,567 19.6 

 60–69 歳 1,826 20.2  1,428 17.9 

教育歴      

 中学／高校 2,857 31.6  3,707 46.4 

 専門学校／短大／高専 2,065 22.9  1,869 23.4 

 大学／大学院 4,108 45.5  2,415 30.2 

等価所得      

 200 万円未満 1,392 15.4  1,312 16.4 

 200 万円以上 300 万円未満 1,583 17.5  1,537 19.2 

 300 万円以上 400 万円未満 1,673 18.5  1,520 19.0 

 400 万円以上 2,661 29.5  1,995 25.0 

 分からない／答えたくない 1,721 19.1  1,627 20.4 

喫煙状況      

 非喫煙者 5,374 59.5  4,637 58.0 

 過去喫煙者 2,123 23.5  1,857 23.2 

 禁煙意志のある現在喫煙者 265 2.9  280 3.5 

 禁煙意志のない現在喫煙者 1,268 14.0  1,217 15.2 

飲酒習慣      

 非飲酒者 2,610 28.9  2,397 30.0 

 過去飲酒者 1,106 12.2  1,056 13.2 

 現在飲酒者 5,314 58.8  4,538 56.8 

婚姻状況      

 既婚 5,372 59.5  5,098 63.8 

 未婚 3,033 33.6  2,361 29.5 

 離別（離婚）／死別 625 6.9  532 6.7 

居住地域      

 北海道 392 4.3  193 2.4 

 東北 673 7.5  942 11.8 

 北関東 329 3.6  515 6.4 

 東京圏 2,933 32.5  1,103 13.8 

 中部／北陸 667 7.4  1,272 15.9 

 中京圏 936 10.4  598 7.5 

 大阪圏 1,416 15.7  758 9.5 

 京阪周辺 249 2.8  393 4.9 

 中国 451 5.0  776 9.7 

 四国 208 2.3  459 5.8 

 九州／沖縄 776 8.6  983 12.3 

 

＊インターネット調査データの偏りを補正するために、国民生活基礎調査（2016 年調査）のデータを用いて逆確率重み

付け（IPW）法で重み付けした値であり、nは四捨五入により整数として提示した。 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

保健事業等の実施状況と健康指標・医療費等との関連に関する研究 

 

研究分担者 津下 一代 女子栄養大学栄養学部・特任教授 

 

研究要旨 

 地方自治体における健康日本２１（第二次）糖尿病分野の目標設定に着目、全国都道府県の第二

次における目標設定の状況と保健事業や健康指標等との関連を調査した。都道府県計画における糖

尿病分野の目標設定の状況を見ると国の目標とは構造や異なる指標を設定する自治体があった。透

析新規導入の減少については、目標設定との関連は見られなかった。HbA1c≧8.4％、メタボリック

シンドローム該当率の変化については NDB オープンデータベースにより都道府県比較が容易であ

ったが、健診受診率の影響などについて考慮していく必要がある。指標が悪化した自治体において

は性・年齢階級、保険者別の実態把握と対策の強化など、次の方策につながる視点が得られる。市

町村計画は都道府県計画の影響を受ける可能性があり、既存の統計資料を活用した標準化、必須項

目の設定などが必要と考えられた。 

 

研究協力者 

荒井今日子 女子栄養大学大学院栄養学研究科 

 

Ａ．研究目的 

  地方自治体は「教育活動及び広報活動を通じ

た健康の増進に関する正しい知識の普及、健康

の増進に関する情報の収集、整理、分析及び提

供並びに研究の推進並びに健康の増進に係る

人材の養成及び資質の向上を図る」役割を担う

（健康増進法）。健康日本２１（第二次）におい

ても「都道府県、市町村は地域住民の健康に関

する各種指標の状況や地域の社会資源等の実

情を踏まえ、目標を設定すること」としており、

地方自治体は地域の健康課題に対応し、地域資

源の状況を勘案しながら保健事業等を推進す

ることが求められている。 

しかしながら、保健事業において自治体間で

の取組の格差があり、PDCAサイクルを意識した

事業体系構築について課題が認められる１）。健

康日本２１（第二次）の都道府県、市区町村の

目標設定については地方自治体にゆだねられ

ており、自治体間で目標項目の状況にばらつき

がみられるが、これまでその実態について詳細

に調査されていない。また、実際の保健事業と

の関連性について検討されていない。 

今年度の研究では、地方自治体における健康

日本２１（第二次）糖尿病分野の目標設定に着

目、全国都道府県の第二次における目標設定の

状況と保健事業や健康指標等との関連を調査

することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１）都道府県（以下県と略称）計画、市町村計 

  画における糖尿病分野の目標設定の状況 

ホームページ（HP）に公表されている都道府

県健康増進計画（健康日本２１（第二次）相当

期間）を取得、糖尿病分野の目標設定状況につ

いて、国の指標との比較を行った。 

国の健康日本２１（第二次）では、①糖尿病

腎症による年間新規透析導入患者数の減少、②

治療継続者の割合の増加、③血糖コントロール

指標におけるコントロール不良者の割合の減

少、④糖尿病有病者の増加抑制、⑤メタボリッ

クシンドロームの該当者及び予備群の減少、⑥
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特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上、

の６つの目標が示されている。これらの国の目

標を都道府県の計画ではどの程度参考にして

目標設定しているかを調査した。⑤、⑥につい

ては循環器分野等の目標として設定されてい

る場合にもカウントした。また、都道府県独自

の目標設定状況についても検討した。 

 市町村においては、健康増進計画は努力義務

であるが、その目標設定について検討するため、

埼玉県 63市町村、愛知県 54 市町村の計画につ

いて HP より取得し、目標設定状況について同

様に調査した。 

２）糖尿病分野における指標の変化と目標設定 

  等の関係について 

 健康日本２１（第二次）の指標設定状況（数

値目標①～⑥）と関連する健康指標の推移につ

いて検討した。健康指標としては、都道府県別

に公表されている、人口 100 万人あたり透析患

者数、新規透析導入患者数（日本透析医学会：

わが国の慢性透析療法の現況）、HbA1c 高値者

割合変化（NDB オープンデータ）、メタボリッ

クシンドローム該当者割合、を用いた。 

また参考として、自治体は国保保険者として

糖尿病性腎症重症化予防にも取り組んでいる

ことから、保険者努力支援制度における「糖尿

病性腎症の重症化予防」の得点について、上位

15県、中位 17県、下位 15県に分類、健康指標

との関連を検討した。 

３）医療費と健康指標との関連 

一人当たり国民医療費と関連する指標につ

いて、糖尿病分野の各指標との関連を検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

１）都道府県（以下県と略称）計画、市町村計 

  画における糖尿病分野の目標設定の状況 

 国の６つの目標とほぼ同一の目標を設定し

評価したのは 17 県、ほぼ類似を合わせると 35

県（74.4％）であった（図表１）。国の一次の

目標に類似した設定は４県、目標構造が独自と

考えられたところは８県であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国の二次の６つの目標のうち、設定していな

い県が多い目標として、②治療継続者の割合

（24 県、51％）、③HbA1c が 8.4％以上の割合

（18 県、38％）、④糖尿病有病者の抑制（12県、

26％）の順であった。特定健診・保健指導に関

する指標についてはすべての自治体で設定さ

れていた。④糖尿病有病者の抑制、については、

（年齢調整）有病率を用いている都道府県が多

かった（図表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県独自の指標としては、網膜症などの

合併症の状況、医療連携や重症化予防事業など

の取り組み、生活習慣、HbA1c やメタボリック

シンドロームの認知などを取り上げる自治体

があった（図表３）。 

 埼玉県、愛知県内の市町村の健康増進計画に

おける糖尿病分野の目標についても検討した。

埼玉県は県独自の目標型、愛知県は国とほぼ一

致した目標型である。糖尿病分野について数値

図表１．都道府県計画における糖尿病分野の目標設定の 

    状況 

指標構造類型 数 都道府県名

国の６指標をすべて
確認

17
北海道、栃木、群馬、神奈川、石川、
岐阜、静岡、愛知、奈良、徳島、愛媛
福岡、佐賀、長崎、熊本、鹿児島、沖縄

指標構造は国とほぼ
同一であるが、評価
していない（できない）
項目がある

18
青森、岩手、山形、福島、千葉、福井、山梨、
三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、和歌山、島根
岡山、広島、山口、香川

指標構造が異なる
（一次に類似）

４ 富山、新潟、鳥取、大分

指標構造が異なる
（独自）

８
宮城、秋田、茨城、埼玉、東京、長野、
高知、宮崎

図表２．糖尿病分野の目標設定の状況 

指標あり なし

①
合併症（糖尿病腎症に
よる年間新規透析導入
患者数）の減少

国と同じ：41
重症化予防取組自治体数（大阪三次）、
70歳未満限定（福井）

4

② 治療継続者の割合の増加
国と同じ：23
福島、愛媛は指標欄はあるが記入無し 24

③
HbA1cが8.4％以上の者の
割合の減少

国と同じ：26
糖尿病治療中で7.0％以上（滋賀）、
8.0％以上（島根）、男女別（千葉）

18

④
糖尿病有病者の増加の
抑制

指標に工夫（有病率）：35
年齢調整、国保/全体、有病者/予備群 12

⑤
メタボリックシンドロー
ムの該当者及び予備群の
減少（循環器再掲）

国と同じ：35
該当/ 予備群別、保険種別、男女、減
少率、特定保健指導対象者

0

⑥
特定健診・保健指導の
実施率（循環器再掲）

国と同じ：44
保険者種別、定期健診受診率（1） 0
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目標の設定は埼玉県（63 市町村中 39 自治体、

62％）、愛知県（54 市町村中 38 自治体、70％）

で小規模自治体において数値目標が未設定か

公表されていない傾向にあった。両県の市町村

とも⑥の特定健診・保健指導の実施率について

は、数値目標設定自治体のほとんどで設定して

いたが、その他の目標については埼玉県の設定

率が低かった（図表４）。埼玉県においては他

県に先駆けて糖尿病性腎症重症化予防事業に

取り組んでいるが、その状況は本計画には十分

に反映されていないと考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）糖尿病分野における指標の変化と目標設定 

  等の関係について 

①糖尿病腎症による年間新規透析導入患者数 

 の減少 

本目標を設定していない都道府県は４県で

あり、これらはすべて第二次ベースラインでは

透析が少ない県であった。（2014・2015）年か

ら（2018・2019）年への透析導入増減をみると、

全国では 4.8％増加していたが、目標を設定し

ていない県の増減は、＋9.1％、＋5.2％と全国

よりも増加幅が大きい県が２つ、減少した県が

２つであり、一定の傾向はなかった。 

保険者努力支援制度都道府県別市町村平均

獲得点（2018 年度）と透析導入の推移の関連を

みると（重症化予防関連：満点 100点）をみる

と、得点ランク上位 15県（平均 93.8±5.3点）

では 0.53％の増、中位 17 県（平均 59.0±8.4

点）では 3.0％増加、下位 15県（平均 39.6±7.5

点）では 5.5％の増加であり、統計的には有意

でないものの保険者努力支援制度の特典が高

い県のほうが透析導入の増加割合が低い傾向

が見られた（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②治療継続者の割合： 

国においては健康・栄養調査にて把握してい

る目標であり、既存のデータ（特定健診等）か

らの算出の場合には自治体ごとに定義をする

必要があるためか、設定なしが 24 県（51.1％）

に上った。 

③血糖コントロール不良者の割合の減少： 

NDB オープンデータ等により都道府県別に算

出が可能となった。2013年度→ 2017年度の該

当率の変化を見ると、国全体では減少傾向がみ

られるが、９県（19％）で増加していた（図表

図表３．糖尿病関連の追加目標 18 都道府県 

岩手 成人肥満者割合、肥満児の割合、糖尿病網膜症による視覚障がい者数、メタボの概念を知っている人等

宮城 メタボの概念を知っている人の割合の増加

山形 メタボの概念を知っている人の割合の増加

茨城 網膜症により新規に身障者手帳交付される人の数

埼玉 糖尿病医科歯科連携協力医療機関数、重症化予防に取り組む市町村数

東京 網膜症による失明発生率、 適正体重を維持している人の割合

石川 糖尿病受療者率、糖尿病による失明発症率、肥満者の割合

愛知 実施率の向上の取組と効果判定を行っている自治体数、糖尿病患者教育を実施している医療機関数

京都 糖尿病の合併症の認知度（糖尿病性腎症、糖尿病性網膜症）

大阪 生活習慣による疾患（高血圧・糖尿病等）に係る未治療者の割合、 重症化予防取組自治体数

兵庫 糖尿病腎症重症化予防プログラムの実施保険者数（市町国保）

鳥取 糖尿病医療連携登録医・糖尿病療養指導士、健保組合別特定健診データ集計

島根 （参考）3か月以上未受診の割合を減らす。・20-64歳の糖尿病年齢調整推定有病者割合を維持する。

岡山 糖尿病指標に再掲として生活習慣指標（食生活、運動等を位置づけ）

香川 HbA1c値の認知度の向上、・糖尿病の年齢調整死亡率の減少

高知 未治療ハイリスク者・治療中断者に対する指導の成功率

熊本 糖尿病連携医数、・日本糖尿病学会専門医数・療養指導士数、・熊本地域糖尿病療養指導士数

宮崎 肥満（BMI、腹囲）、運動習慣を糖尿病指標に位置付け

図表４．健康日本 21 市町村計画から見た糖尿病分野 

    の数値目標設定率（埼玉県、愛知県の状況） 

図表５．目標①透析導入の推移(2018・2019)/(2014・2015) 

 保険者努力支援制度都道府県別市町村平均獲得点 

 （2018 年度）との関連（重症化予防関連：満点 100 点） 
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愛知県 埼玉県

得点ランク 都道府県
保険者努力
支援得点

透析導入率の変化

上位

石川、佐賀、大分、徳島
愛媛、宮崎、滋賀、福岡
熊本、長崎、埼玉、鹿児島
富山、新潟、沖縄

93.8 ±5.3
1.0053±0.0820

0.53％増にとどまった

中位

香川、静岡、広島、茨城
長野、群馬、大阪、三重、
栃木、高知、秋田、福島、
福井、北海道、神奈川
青森、千葉

59.0±8.4
1.0296±0.0902

約3％増加

下位

愛知、兵庫、岐阜、和歌山
山梨、東京、岩手、島根、
宮城、岡山、奈良、京都
山口、山形、鳥取

39.6±7.5
1.0546±0.0585

5.5％の増加

ANOVA; NS
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６）。2017年度値で最も HbA1c8.4％以上の該当

率が大きかったのは沖縄県で、特定健診受診者

のうち 1.27％が該当、2013 年度からの増加率

は 10.6％にのぼった。沖縄県において性・年齢

階級別に該当率を見ると、男性 50 歳代以上の

該当率の上昇、健診受診者数の増加がみられた

（図表７）。健康日本２１において、国と同様

に本指標の目標設定をした県では（0.99± 

0.11％ → 0.95 ±0.11％）と 3.5％減少、設定

しなかった 17県においても（1.01± 0.13％ → 

0.944±0.10％）と 5.8％減少しており、目標設

定の有無と該当率の変化との関連は見られな

かった。 

重症化予防保険者努力支援制度得点との関

連で見ると、上位県で（1.01±0,13％ → 1.00

±0.13％）と 1.5％減、中位県で（1.00±0.12％

→ 0.95±0.11％）と 4.6％減、下位県で（0.98

±0.10％ → 0.91±0.07％）と 7.1％減であり、

保険者努力支援制度得点が低い県においてコ

ントロール不良者が減少する逆転現象が見ら

れた（図表８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６．目標③ 血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の減少 

 

図表７．目標③ HbA1c≧8.4％の割合 沖縄県の状況（H25 と H29 の比較） 

 

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

40
～
44
歳

45
～
49
歳

50
～
54
歳

55
～
59
歳

60
～
64
歳

65
～
69
歳

70
～
74
歳

中
計

HbA1c≧8.4の割合

H25男 H29男 H25女 H29女

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

40
～
44
歳

45
～
49
歳

50
～
54
歳

55
～
59
歳

60
～
64
歳

65
～
69
歳

70
～
74
歳

年齢別の健診受診者数

H25男 H29男 H25女 H29女

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

特定健診受診者のうち、8.4％以上の人の割合：2013 年～2017年までの変化率

オレンジ 増加県
（％） HbA1c 8.4％以上の人の割合 （NDBオープンデータ 2017）

（％）



 

 - 49 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④糖尿病有病者の増加の抑制： 

 国においては高齢化の影響を考慮した有病

者数を推計する方法であったが、都道府県では

HbA1c≧6.5％の有所見率、その年齢調整値、男

女別、保険者別、などの方法で目標値を設定し

ていた。目標設定の方法が標準化できていない

ため、都道府県比較をすることは難しいと考え

られた。 

⑤メタボリックシンドロームの該当者の割合 

  の変化（2009-2015) 

2009 年、2015 年の NDB オープンデータ公表値

をもとに都道府県別に変化を比較した。両年の

該当者割合の相関は r=0.833と高かった。この

期間において全国でみると 0.64％の増加であ

ったが、都道府県別にみると 5％以上増加した

県は 11 県（23％）、減少した県は 12県（25％）

であった（図表９）。最も増加したのは福島県

で 13.9％の増加であった。同県において性・年

齢階級別にみると男性 50 歳代以上、女性 40～

50 歳代において該当率が増加、また、健診受診

者数の増加がみられた（図表 10）。 

３）医療費と健康指標との関連 

人口 100万人当たりの透析患者数と一人当た

り国民医療費には r=0.571の正の相関があった

（2018 年）。厚労科研重症化予防研究班収集デ

ータの分析により腎症病期が進行するにつれ

て外来・調剤、入院医療費が増加すること、ま

た入院医療費発生率が高まることから、本研究

の「医療費等」との関連を見るうえで、新規透

析導入患者数の動向を参考しうると考えられ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表８．目標③ 健康日本 21（第２次）の目標設定と 

     8.4％以上の人の割合の変化 

2013年度 → 2017年度 変化

高値者を減らす目標を設定
（国とほぼ同じ）

0.99±0.112％
→0.95%±0.11

3.54％減少

目標を設定せず
岩手、宮城、山形、茨城、東京、新潟、
三重、大阪、兵庫、和歌山、鳥取、岡山、

香川、高知、熊本、大分、宮崎

1.01±0.126％
→ 0.944±0.10

5.8％減少

得点ランク 2013年度 → 2017年度 変化

上位 1.01±0,13％ → 1.00±0.13％ 1.46％減少*
沖縄・長崎で増加の影響

中位 1.00±0.12％ → 0.95±0.11％ 4.6％ 減少

下位 0.98±0.10％ → 0.91±0.07％ 7.1％ 減少

保険者努力支援制度の得点ランクと8.4％以上の人の割合の変化
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図表９. 目標⑤ メタボリックシンドロームの該当者の割合の変化（2009-2015)  
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Ｄ．考 察 

都道府県は、健康増進法第８条の規定に基づ

き、国の基本方針を勘案し、住民の健康の増進

の推進に関する施策についての基本的な計画

として、「都道府県健康増進計画」を定めるこ

ととなっている。目標の設定については、「地

方自治体が目標値を設定する際は、地域・職域

連携推進協議会等において案を提示し、意見を

聴取することなどを通じ、関係者間での合意形

成を図ることも重要で ある。合意形成の手法

としては、地域住民に対し、パブリックコメン

ト等の手続を採ることも考えられる。目標とす

る指標に関する情報収集に現場が疲弊するこ

となく、既存データの活用により、自治体等が

自ら進行管理できる目標の設定を行うことが

重要である」とされているように、必ずしも国

と一致することは求められておらず、自治体の

設置する協議会等でデータ分析の上、合意形成

されている。 

各都道府県計画、市町村計画では、地域の専

門家や部局横断的な職員の意見、住民の希望党

を取り入れた独自の工夫があり、たいへん興味

深い。さまざまな議論のもとに、計画策定され

ていることは、健康増進計画の理念に照らし合

わせても重要なことと考える。腎症だけでなく

網膜症を指標に取り入れること、推計糖尿病患

者数ではなく年齢調整該当率を指標とするこ

と、医療や予防の人材や教育機会等の保健資源

を目標とするなど、地方自治体で評価しやすい

指標が設定されていた。２県の例であるが市町

村計画を見ると、都道府県計画を参考に市町村

計画が設定されることから、都道府県計画にお

いては市町村で取り組みやすい指標や目標設

定を考えることが重要と思われた。 

今回の研究では、健康日本２１の目標設定と

糖尿病関連の指標との関係を検討した。腎症に

よる透析については、健康日本２１における目

標設定状況よりも重症化予防保険者努力支援

制度得点の関連のほうが高いのではないかと

推察された。ただ、この取り組みにより透析患

者の増加抑制があったとすれば、行政と医療機

関の連携、腎症３期・４期にも対応した影響が

想定される。長期にわたる糖尿病の良好な管理

の結果として腎症患者が減少し、透析導入が減

少していくという本来の健康増進の取り組み

として予想される時間経過ではなく、短期的な

影響を見ている可能性が考えられる。これから

第二次の最終評価が各都道府県においても進

んでいくが、事業の取り組みと結果がでるまで

の長期にわたる時間経過を考慮せず、短絡的な

判断にならないように気を付けたい。 

HbA1c≧8.4％の割合減少、メタボリックシン

図表 10．目標⑤ 福島県のメタボリックシンドローム該当者の状況 
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ドローム該当者割合の減少については、特定健

診データでの分析であるため、健診受診率の向

上による掘り起こし効果について考慮する必

要がある。沖縄県、福島県の例を出したが、両

県とも該当率が高い対象者セグメントにより

積極的な働きかけが必要と思われるが、一方で

は、健診受診者の増加により、（これまで健診

に参加しない人の参入により）短期的に上昇を

認めている可能性も考える必要がある。今後の

経過で減少していくかどうかを丁寧に追いか

けていく必要がある。 

健康日本２１は 10 年間にわたる長期の観察

であるが、自治体の保健事業との関連を視野に、

第三次に向けた議論が進むことを期待したい。 

 

Ｅ．結 論 

地方自治体における健康日本２１（第二次）

糖尿病分野の目標設定に着目、全国都道府県の

第二次における目標設定の状況と保健事業や

健康指標等との関連を調査した。健康指標の変

化を目標とする場合には、全国との比較、他の

自治体との比較が必要であり、都道府県独自の

目標設定を尊重しつつ、比較可能にするための

標準化、必須項目の設定が必要と考えられた。

また健康指標の推移の評価については、取組の

時期と評価のタイミングの関連を整理する必

要があると考えられた。 
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分担研究報告書 

 

健康寿命の算定・評価と延伸可能性の予測に関する研究 

－予測方法と延伸可能性－ 

 

研究分担者 橋本 修二 藤田医科大学医学部 衛生学講座・教授 

 

研究要旨 

 健康寿命の算定方法と推移の評価方法を検討し、2010～2019 年の推移に適用するとともに、予

測方法と延伸可能性を検討し、中長期的な予測を試みることを目的とした。本年度は 3 年計画の 2

年目として、「日常生活に制限のない期間の平均」（健康寿命）の将来の予測方法と延伸可能性

を、昨年度の算定方法と推移の評価方法の検討結果を基礎として検討した。健康寿命の予測方法

としては、死亡率と不健康割合の予測値から Sullivan 法で算定する方法と定めた。死亡率と不健

康割合の予測方法として、外挿法とシナリオに基づく方法を提示した。2017～2026 年における健

康寿命をいくつかの仮定の下で見積もり、その結果から健康寿命の一定範囲の延伸可能性が示唆

された。 

 

研究協力者 

川戸美由紀 藤田医科大学医学部衛生学講座 

尾島 俊之 浜松医科大学健康社会医学講座 

 

Ａ．研究目的 

分担研究課題「健康寿命の算定・評価と延

伸可能性の予測に関する研究」の研究目的と

しては、健康寿命の算定方法と推移の評価方

法を検討し、2010～2019 年の推移を算定・評

価するとともに、将来の予測方法を検討し、

疾病リスクの低減に伴う延伸可能性をシミュ

レーションし、中長期的な予測を試みること

とした。2019～2021年度の3年計画とし、2019

年度は初年度の研究として、健康寿命の算定

方法とその推移の評価方法の検討を完了した。 

本年度は2年目の研究として、健康寿命の将

来の予測方法と延伸可能性を検討した。健康

日本 21（第二次）とその後の計画への利用を

想定して、「日常生活に制限のない期間の平

均」と「日常生活に制限のある期間の平均」

を用いた。以下、それぞれを健康寿命と不健

康寿命を呼ぶ。 

Ｂ．研究方法 

1. 健康寿命の過去の推移の分析 

死亡率、不健康割合、健康寿命と不健康寿

命について、性別に、2010～2016 年の変化と

その内訳を算定した。不健康割合は日常生活

に制限のある者の割合とした。内訳として、

悪性新生物、虚血性心疾患、脳血管疾患（以

下、3 疾患と呼ぶ）とその他の死亡、および、

3 疾患の受療、その他の受療と受療なしとした。

受療状況は通院の有無とその傷病とした。

2010・2013・2016 年の死亡率を人口動態統計

から、不健康割合と有病状況を昨年度に作成

した国民生活基礎調査の集計結果表から得た。 

 年齢調整死亡率と年齢調整不健康割合につ

いて、2016 年推計人口を基準人口として計算

した。健康寿命と不健康寿命は年齢階級別の

死亡率と不健康割合から Sullivan 法で算定し

た。年齢階級は 0～4 歳、5～9歳、・・・、85

歳以上とした。 

 

2．健康寿命の将来の予測方法 

健康寿命の将来の予測方法について、昨年
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度の算定方法と推移の評価方法の検討結果を

基礎として定めた。また、その予測で用いる

将来の死亡率と不健康割合について、それぞ

れの予測方法を具体的に整理した。 

 

3. 健康寿命の延伸可能性の検討 

健康寿命と不健康寿命の 2016～2026 年の変

化について、性別に見積もりを試みた。2017

～2026 年の死亡率と不健康割合の予測値を、

外挿法とシナリオに基づく方法で試算した。 

 死亡率の予測値の試算において、性別と前

述の 4死因ごとに、死亡率の1年あたり変化比

が 2010～2026 年の期間と年齢階級で一定と仮

定した。外挿法では、2017～2026 年の年齢階

級別死亡率の予測値を、2010 年と 2016 年の年

齢階級別死亡率から算定した。シナリオに基

づく方法では、悪性新生物、虚血性心疾患と

脳血管疾患による 2017～2026 年の年齢階級別

死亡率の予測値を、健康日本 21（第二次）の

現状値と目標値から算定した。その他の死因

による年齢階級別死亡率の予測値は、外挿法

によるものと同じと仮定した。 

 不健康割合の予測値の試算において、性別

と前述の3つの有病状況ごとに、有病率と不健

康割合の 1 年あたり変化比が 2010～2026 年の

期間と年齢階級で一定と仮定した。外挿法で

は、3疾患の受療と 3疾患以外の受療ごとに、 

2017～2026 年の年齢階級別有病率の予測値を、

2010 年と 2016 年の年齢階級別有病率から算定

した。3つの有病状況ごとに、2017～2026年の

年齢階級別不健康割合の予測値を、2010 年と

2016 年の年齢階級別不健康割合から算定した。

これらを用いて、2017～2026 年の集団全体の

年齢階級別不健康割合を算定した。シナリオ

に基づく方法では、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの 4つのシ

ナリオを想定した。不健康割合の予測値につ

いて、シナリオＡでは変化比が外挿法と同じ、

シナリオＢでは外挿法の変化比の 0.95 倍、シ

ナリオＣでは外挿法の変化比の 1.05 倍とし、

シナリオＤでは変化比が 1（変化なし）とした。

4つのシナリオごとに、2017～2026年の集団全

体の年齢階級別不健康割合を算定した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、個人情報を含まない既存の統

計資料のみを用いるため、個人情報保護に関

係する問題は生じない。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 健康寿命の過去の推移の分析 

図 1 に、死亡率と不健康割合の 2010～2016

年の変化とその内訳を示す。2010～2016 年に

おいて、年齢調整死亡率は男性で人口 10 万対

139（2010年値の 11％）と女性で65（同 6％）

低下した。その低下において、3 疾患の低下が

男性で 66％と女性で 95％を占めた。2010～

2016 年において、年齢調整不健康割合は男性

が人口 10万対 1054（2010 年値の 9％）と女性

が 933（同 6％）低下した。その低下において、

受療なしによる低下が男性で 34％と女性で 32

％を占めた。 

図2に、健康寿命と不健康寿命の2010～2016

年の変化とその内訳を示す。2010～2016 年に

おいて、健康寿命は男性で 1.72 年と女性で

1.18年延伸した。その延伸において、3疾患の

死亡率の低下が男性で27％と女性で26％、3疾

患の受療による不健康割合の低下が男性で 12

％と女性で 12％、受療なしによる不健康割合

の低下が男性で 16％と女性で 22％を占めた。

2010～2016 年において、不健康寿命は男性で 

-0.38 年と女性で-0.43 年短縮した。その変化

において、3 疾患の死亡と 3 疾患以外の死亡の

変化が延伸方向に、3 疾患の受療、3 疾患以外

の受療と受療なしによる不健康割合の変化が

短縮方向に関連した。 

 

2．健康寿命の将来の予測方法 

表 1に、健康寿命の予測方法を示す。ここで

は、予測指標として「日常生活に制限のない

期間の平均」、予測集団として全国の性別、
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予測期間として 2020～2040 年と定めた。予測

方法としては、死亡率と不健康割合の予測値

を用いて Sullivan 法で算定することとした。 

表 2に、死亡率の予測方法を示す。予測指標

としては、死因、性別、年齢階級ごとの死亡

率とした。死因は悪性新生物、虚血性心疾患、

脳血管疾患、その他などであった。予測方法

としては、外挿法とシナリオに基づく方法を

例示した。 

表 3 に、不健康割合の予測方法を示す。予

測指標としては、有病状況、性別、年齢階級

ごとの有病率と不健康割合とした。有病状況

としては、受療なし、受療あり（悪性新生

物、虚血性心疾患、脳血管疾患、その他など

の別）とした。予測方法としては、外挿法と

シナリオに基づく方法を例示した。 

 

図 1. 死亡率と不健康割合の 2010～2016 年の変化とその内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 健康寿命と不健康寿命の 2010～2016 年の変化とその内訳 
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表 1. 健康寿命の予測方法 

 

 

 

 

表 2. 健康寿命の予測における死亡率の予測方法 

 
 

 

 

表 3. 健康寿命の予測における不健康割合の予測方法 

 

 

 

 

 

対象： 予測指標としては、日常生活に制限のない期間の平均とする。

予測集団としては、全国の性別とする。

予測期間としては、2020～2040年とする。

方法： 予測方法としては、死亡率と不健康割合を予測し、死亡率と不健康割合の予測
値から健康寿命の予測値をSullivan法で算定する。

対象： 予測指標として、死因、性別、年齢階級ごとの死亡率とする。
死因としては、悪性新生物、虚血性心疾患、脳血管疾患、その他などとする。

方法： 予測方法としては、外挿法、シナリオに基づく方法が代表的である。

外挿法としては、指標に年次の関数を仮定し、過去のデータから年次の関数を
推定し、それを先に延ばして将来の指標を予測する。
年次の関数としては、一次関数、ロジスティック関数などとする。
過去のデータとしては、2010～2019年などとする。

シナリオに基づく方法としては、将来の指標にシナリオを設定する。シナリオ
としては、他の目標設定（悪性新生物、虚血性心疾患、脳血管疾患など）を参
考とする。

対象： 予測指標として、有病状況、性別、年齢階級ごとの有病率と不健康割合とす
る。有病状況としては、受療なし、受療あり（悪性新生物、虚血性心疾患、脳
血管疾患、その他などの別）とする。

方法： 予測方法としては、外挿法、シナリオに基づく方法が代表的である。

外挿法としては、指標に年次の関数を仮定し、過去のデータから年次の関数を
推定し、それを先に延ばして将来の指標を予測する。
年次の関数としては、一次関数、ロジスティック関数などとする。
過去のデータとしては、2010・2013・2016・2019年などとする。

シナリオに基づく方法としては、将来の指標にシナリオを設定する。シナリオ
としては、他の目標設定（生活習慣、および、悪性新生物、虚血性心疾患、脳
血管疾患など）を参考とする。
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3. 健康寿命の延伸可能性の検討 

 表4と表 5に、死亡率と不健康割合の予測値

を示す。2016～2026 年の死亡率の変化として、

集団全体の 10 年間の変化比をみると、外挿法

では男性で 0.83 と女性で 0.92、シナリオに基

づく方法では男性で0.84と女性で0.93であっ

た。2016～2026 年の不健康割合の変化として、

集団全体の 10 年間の変化比をみると、外挿法

では男性で 0.86 と女性で 0.90、シナリオＡ～

Ｄでは男性で 0.82～1.00 と女性で 0.85～1.00

であった。 

 図 3 に、健康寿命の 2016～2026 年の変化を

示す。2016～2026 年の健康寿命の変化として

10 年間の差をみると、死亡率と不健康割合の 

予測方法が外挿法では男性が 2.62 年と女性が

1.77 年であり、死亡率と不健康割合の予測方

法がシナリオＡＢＣでは男性で 2.09～2.91 年

と女性で 1.21～2.36 年、シナリオＤ（不健康

割合が変化なし）では男性で 1.20 年と女性で

0.51 年であった。 

 図 4 に、不健康寿命の 2016～2026 年の変化

を示す。2016～2026 年の不健康寿命の変化と

して 10 年間の差をみると、死亡率と不健康割

合の予測方法が外挿法では男性で-0.55 年と女

性で-0.83 年であり、死亡率と不健康割合の予

測方法がシナリオＡＢＣでは男性で-0.20～-

1.02 年と女性で-0.30～-1.45 年、シナリオＤ

では男性で0.69年と女性で0.40年であった。 

 

 

 

表 4. 死亡率の予測値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5. 不健康割合の予測値 

  

3疾患
3疾患以外
の傷病

3疾患
3疾患以外
の傷病

傷病なし 全体

男性 外挿法 0.902 1.000 0.888 0.899 0.732 0.864

シナリオＡ（外挿法と同じ） - - 0.888 0.899 0.732 0.864

シナリオＢ（外挿法の0.95倍） - - 0.844 0.854 0.695 0.821

シナリオＣ（外挿法の1.05倍） - - 0.932 0.944 0.769 0.907

シナリオＤ（変化なし） - - 1.000 1.000 1.000 1.000

女性 外挿法 0.863 0.961 0.975 0.951 0.769 0.899

シナリオＡ（外挿法と同じ） - - 0.975 0.951 0.769 0.899

シナリオＢ（外挿法の0.95倍） - - 0.926 0.903 0.731 0.854

シナリオＣ（外挿法の1.05倍） - - 1.024 0.999 0.807 0.944

シナリオＤ（変化なし） - - 1.000 1.000 1.000 1.000

3疾患：悪性新生物、虚血性心疾患、脳血管疾患。　　「-」：外挿法と同じ。

2016～2026年の不健康割合の変化2016～2026年の有病率の変化

悪性新生物 虚血性心疾患 脳血管疾患 3疾患以外 全体

男性 外挿法 0.835 0.689 0.576 0.881 0.831

シナリオ 0.769 0.883 0.865 0.881 0.843

女性 外挿法 0.924 0.585 0.599 0.991 0.920

シナリオ 0.769 0.912 0.931 0.991 0.928

2016～2026年の死亡率の変化
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図 3. 健康寿命の予測値：2016～2026 年の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 不健康寿命の予測値：2016～2026 年の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．考  察 

「日常生活に制限のない期間の平均」は最

も代表的な健康寿命の指標である。「健康日

本 21（第二次）」では目標達成状況の評価指

標として、最終評価に利用されると思われる。

また、その後の計画でも、同様に主要な評価

指標の1つとして利用されるであろう。ここで

は、この指標について、将来の予測方法と延

伸可能性を検討した。 

検討の準備として、健康寿命の過去の推移

を分析した。2010～2016 年の死亡率の変化に

対しては、悪性新生物、虚血性心疾患と脳血

管疾患の死亡率の変化の影響が大きかった。

不健康割合の変化に対しては、3 疾患の受療、
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3 疾患以外の受療とともに、受療なしの変化の

影響が大きかった。また、健康寿命と不健康

寿命の変化に対して、これらの死亡率や不健

康割合の変化の影響が大きかった。3 疾患以外

の傷病について、死亡率の変化の将来予測で

はあまり必要性が大きくないように思われる

が、不健康割合の変化の将来予測では、認知

症や関節症などの受療を取り上げることが重

要かもしれない。 

健康寿命の予測方法としては、様々な方法

を考えることができる。「日常生活に制限の

ない期間の平均」の予測方法としては、その

算定方法と同様に、死亡率と不健康割合の予

測値から Sullivan 法で算定する方法が自然と

考えられる。死亡率と不健康割合の予測方法

としては、外挿法とシナリオに基づく方法が

代表的であり、それらを例示した。外挿法で

は、仮定する年次の関数、利用するデータの

期間（2010～2019 年など）を具体的に定める。

シナリオに基づく方法では、健康日本 21（第

二次）とその後の計画を想定すると、他の目

標設定を参考とすることが大切と思われる。

将来の死亡率と不健康割合の変化については、

様々な要因が関係することから、そのシナリ

オの設定には他の様々な目標設定との複雑な

関係を考慮する必要があると考えられる。 

健康寿命の延伸可能性の検討として、2017

～2026 年の健康寿命と不健康寿命を、いくつ

かの仮定の下で、見積もりを試みた。死亡率

と不健康割合の低下傾向がある程度継続する

と仮定すれば、2016～2026 年の 10 年間におい

て、健康寿命は男性で 2.6 年程度と女性で 1.8

年程度延伸すると見積もられた。また、死亡

率と不健康割合の低下傾向に、ある程度の変

化が生じても、健康寿命の延伸傾向が極端に

変化しないと見積もられた。これらの見積も

りはあくまでも試みである。仮定の適切性に

は疑問があり、また、死亡率と不健康割合の

予測に適用した外挿法とシナリオに基づく方

法は簡易的なものとみなされる。それに伴っ

て、健康寿命と不健康寿命の見積もり結果は

正確なものではない。一方で、将来の健康寿

命について、その見積もり結果から、一定範

囲の延伸可能性を有することが示唆されたと

みることができよう。 

 以上、3 年計画の 2 年目研究として、健康寿

命の将来の予測方法と延伸可能性を検討した。

当初の計画に従って、おおよそ研究が進んで

いると考えられた。 

 

Ｅ．結  論 

健康寿命の予測方法としては、死亡率と不

健康割合の予測値から Sullivan 法で算定する

方法と定めた。死亡率と不健康割合の予測方

法として、外挿法とシナリオに基づく方法を

提示した。2016～2026 年における健康寿命を

いくつかの仮定の下で見積もり、その結果か

ら健康寿命の一定範囲の延伸可能性が示唆さ

れた。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業)  

分担研究報告書 

 

健康寿命の延伸・短縮要因に関する研究 
 

研究分担者 村上 義孝 東邦大学医学部社会医学講座 医療統計学分野・教授 

 

研究要旨 

 全国疫学調査 NIPPON DADA90 の 20 年追跡データを用いて多相生命表を用いた 65 歳健康寿命を

SPACE プログラムにより計算した。血圧・喫煙・糖尿病・肥満の組み合わせ別（96 通り）の健康寿

命を男女別に計算した結果、65 歳健康寿命の高い集団（正常血圧・非喫煙・糖尿病なし・過体重

（男性）、肥満（女性））と低い集団(Ⅱ･Ⅲ度高血圧・喫煙・糖尿病あり・やせ)の間で、男性は

約 12 歳、女性で 15 歳の差がみられた。 

 

研究協力者 

月野木ルミ 日本赤十字看護大学地域看護学領域 

三浦 克之 滋賀医科大学社会医学講座公衆衛

生学部門、滋賀医科大学アジア疫

学研究センター 

岡村 智教 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛

生学教室 

 

Ａ．研究目的 

  本グループの目的は、NIPPON DATA90（以下

ND90）を用い、生活習慣・健診検査値を要因と

し、多相生命表法から算出した平均余命、健康

寿命に基づいて、これら要因の影響を評価する

ことである。 

  本年は統計解析パッケージ SASを用いた多相

生命表の実行プログラム SPACE (Stochastic 

Population Analysis for Complex Events)を

用いて、ND90 の 20 年追跡データから 65 歳健康

寿命の計算を行ったので報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

ND90 の 20 年追跡データを用い、多相生命表

による健康寿命を算出するプログラム（SPACE）

を用いて、健康寿命の算出を実施した。算定し

た健康寿命は起点を 65 歳とし、取り扱った項

目は、喫煙、高血圧、肥満、糖尿病の４項目と

した。各項目のカテゴリは、喫煙については非

喫煙、禁煙、喫煙の３カテゴリ、血圧について

は、日本高血圧学会の高血圧治療ガイドライン

2019 に従い、正常血圧（収縮期血圧 120mmHg 未

満かつ拡張期血圧 80mmHg 未満）、正常高値血圧

および高値血圧（収縮期血圧 120mmHg 以上 140 

mmHg 未満かつ／または拡張期血圧 80mmHg 以上

90mmHg 未満）、Ⅰ度高血圧（収縮期血圧 140mmHg

以上 160mmHg 未満かつ／または拡張期血圧 90 

mmHg以上 100mmHg 未満）、Ⅱ度・Ⅲ度高血圧（収

縮期血圧 160 mmHg 以上かつ／または拡張期血

圧 100mmHg以上）の４カテゴリ、肥満はやせ（BMI

が 18.5未満）、正常域（BMI が 18.5 以上 25未

満）、過体重（BMI が 25 以上 30未満）、肥満

(BMI が 30 以上)の４カテゴリとした。糖尿病は

Hba1c、糖尿病治療、既往歴の項目を用い、糖尿

病既往あり、Hb1Ac6.1 以上、糖尿病通院あり、

のいずれか１つ以上に該当した人を「糖尿病あ

り」とし、それ以外を「糖尿病なし」と操作的

に定義した。 

使用したアウトカムは、1995 年および 2000

年に調査した ADL（食事、排泄、着替え、入浴、

屋内移動、屋外歩行）であり、ADL６項目のうち

１つでも非自立とした対象を非自立、全て自立

と回答したものを自立とした。多相生命表によ

る健康寿命計算に必要なマルコフモデルは図
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１のように設定した。全ての解析には SAS9.40

を使用した。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、匿名化されたデータを用いるた

め、個人情報保護に関する問題は生じない。「人

を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に

基づいて実施し、資料の利用や管理などその倫

理指針の原則を遵守した。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 今回の解析で使用した多相生命表 

Ｃ．研究結果 

多相生命表を用い計算した、高血圧・喫煙、

肥満・糖尿病の組み合わせ別の 65 歳健康寿命 

について、図２に男性を、図３に女性のものを

示した。高血圧・喫煙、肥満・糖尿病の組み合

わせは 96 通りに及ぶ。組み合わせによる 65 歳

健康寿命の差異をみると、男性では正常血圧・

非喫煙・糖尿病なし・過体重が最大の 23.86 歳

で、Ⅱ･Ⅲ度高血圧・喫煙・糖尿病あり・やせが

最小の 11.88歳で、その差は 11.98歳であった。

女性では正常血圧・非喫煙・糖尿病なし・肥満

が最大の 27.27歳で、Ⅱ･Ⅲ度高血圧・喫煙・糖

尿病あり・やせが最小の 12.20 歳で、その差は

15.07歳であった。 

全体的な傾向として、高血圧のグレードが進

むにつれて健康寿命は減少、非喫煙、禁煙、現

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 多相生命表による高血圧・喫煙・糖尿病・肥満（BMI）別の65歳健康寿命（男性） 
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図３ 多相生命表による高血圧・喫煙・糖尿病・肥満（BMI）別の65歳健康寿命（女性） 

 

在喫煙の順に健康寿命は減少、糖尿病なしに比

べ、ありのカテゴリで健康寿命が減少する明瞭

な傾向が示された。なお肥満(BMI)については

やせ(BMI:18.5未満)で、他カテゴリより健康寿

命が小さいという、一貫した傾向がみられた。 

 

Ｄ．考 察 

本年度は、多相生命表による健康寿命計算プ

ログラムで SPACE を用いて高血圧・喫煙・糖尿

病・肥満（BMI）別の 96(=4×3×2×4)の通りの

組み合わせに対応した 65 歳健康寿命と 95%信

頼区間を算出した。その結果、高血圧、喫煙、

糖尿病のグレードが上がるにつれ、65 歳健康寿

命が低下し、健康寿命の最大のカテゴリと最小

のカテゴリとの差が、男性 11.98歳、女性 15.07

歳と大変大きいことが示された。 

血圧、喫煙、糖尿病、肥満はともに循環器疾

患死亡に対する主要危険因子であり、喫煙、糖

尿病、肥満はがん死亡の主要な危険因子であ

る。その点から考えると、今回の結果は理にか

なっており、これまでの疫学的知見から乖離し

ていない。 

前回の iMach を用いた健康寿命計算では、投

入できる変数の数（具体的には移行確率

(transition probability)計算のための統計モ

デルに投入できる変数の数）にプログラム上制

約があった。一方、今回用いた SPACE は SASマ

クロにより実行するプログラムであり、上記の

ような統計モデルに投入可能な変数に制約が

ない。このため今回は前回の解析で投入できな

かった糖尿病を加えるとともに、喫煙では禁煙

のカテゴリを新たに設け、肥満では過体重と肥
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満を分け、解析を実施した。今後、他の変数を

投入した解析の可能性が期待できる。その一方

で、約 6000 人のコホート研究のデータから移

行確率の計算を多項ロジスティック回帰で実

施しているため、パラメータ推定値の精度と、

選択すべき項目数とのバランスを吟味する必

要が、安定した健康寿命計算に必要と思われ

る。 

65 歳健康寿命の高い集団（正常血圧・非喫煙

・糖尿病なし・過体重（男性）、肥満（女性））

と低い集団(Ⅱ･Ⅲ度高血圧・喫煙・糖尿病あり

・やせ)の間で、男性は約 12 歳、女性で 15 歳の

差がみられた。これは危険因子改善による健康

寿命の大幅な向上の可能性を示す資料といえ

る。 

今回の健康寿命計算の妥当性については、平

成 28 年報告書で、サリバン法を用い計算した

健康寿命の結果を紹介したい。至適血圧（現在

の正常血圧）に固定したもとでの 65 歳健康寿

命を計算した結果、男性では非喫煙：18.9 歳、

禁煙：18.3歳、現在喫煙：15.3歳、女性では非

喫煙：20.5、禁煙：16.6 歳、現在喫煙：16.4歳

であった。同種の計算を今回 SPACE を用い試算

すると、男性で非喫煙：22.7歳、禁煙：20.9 歳、

現在喫煙：18.5 歳、女性で非喫煙：25.9 歳、禁

煙：19.7歳、現在喫煙：21.5 であった。平成 28

年報告書では、死亡率をポワソン回帰で推定、

非自立割合についてはロジスティック回帰を

用い推定したもとで、サリバン法による健康寿

命計算をしている。今回の検討と手法や仮定が

異なるため、単純に比較できないものの、喫煙

グレードが上昇するに従い 65 歳健康寿命が低

下するのは同様であり、値そのものもほぼ近

く、大きく外れていないと解釈される。 

本研究の限界であるが、今回用いた危険因子

情報はコホートの追跡開始時点の情報であり、

必ずしも 65 歳時点の状態やその後を反映した

ものではない。ベースライン時と 65 歳時点の

健康状態は相関すると思われるが、今回の結果

は、ベースライン時の健康状態で層別したもと

での健康寿命であることを留意する必要があ

る。 

 

Ｅ．結 論 

 SPACE を用い、NIPPON DADA90 データから、血

圧・喫煙・糖尿病・肥満の組み合わせ別(96 パ

タン)の健康寿命を計算した。その結果、高血

圧、喫煙、糖尿病を有するグループで健康寿命

が低く、やせでの健康寿命は低いことが示され

た。 

 

Ｆ．健康危険情報 

    なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
食行動・栄養摂取の地域格差縮小に向けた研究 

−自治体における飲食店等を対象とした食環境整備制度の設定状況と関連要因− 
 

研究分担者 村山 伸子 新潟県立大学人間生活学部・教授 
 
研究要旨 

健康日本２１（第二次）の栄養・食生活分野では「エネルギーや塩分控えめといったヘルシーメ

ニューの提供に取り組む店舗数」が把握されているが、登録の具体的な基準は問われないため実態

は明らかでない。自治体における飲食店等を対象とした食環境整備制度の設定状況と関連要因を探

るため、全国自治体へ郵送調査した。2020 年 10 月に 153 自治体へ調査票を郵送し、124 自治体か

ら回答が得られた。飲食店等を対象とした食環境整備制度を設定していると回答した自治体は約８

割であった。設定との関連を想定して把握した項目のうち、地域住民の食事摂取量を独自に把握し

ていると回答した自治体は約４割、食環境整備制度の目標を設定していると回答した自治体は約５

割であった。制度を設定していると回答した自治体のうち、対象の食事やメニューは外食・中食・

１食単位が９割以上で１品単位が約８割、登録数の最頻値は飲食店が 100～200 店舗でスーパーマ

ーケット・コンビニエンスストア・弁当店・他が 30～100 店舗であった。今後、過去のウェブ検索

データと照らし合わせることにより、制度の設定状況の違いに関連する要因の分析を進めていく。 

 
研究協力者 
串田  修 静岡県立大学食品栄養科学部 
赤松 利恵 お茶の水女子大学基幹研究院  
     自然科学系 
 
Ａ．研究目的 

自治体における飲食店等を対象とした食環

境整備制度は、健康日本２１（第二次）の栄養・

食生活分野では「エネルギーや塩分控えめとい

ったヘルシーメニューの提供に取り組む店舗

数」が把握されている。しかし、登録の具体的

な基準は問われないため実態は明らかでない。

我々は、これまで自治体における飲食店等を対

象とした食環境整備制度の実施状況、店舗の登

録基準、栄養素等の基準の組合せ、量的基準を

全国自治体のサイトからウェブ検索してきた。

本研究では、ウェブ検索で把握した食環境整備

制度の設定に関連する要因を検討するため、全

国自治体へ郵送調査を実施した。なお、本研究

で「食環境整備制度」は、自治体が飲食店等に

示している内容や基準を指す。 

 

Ｂ．研究方法 

全国の自治体のうち、食環境整備の主要な拠

点である保健所を有する都道府県、指定都市、

中核市、政令で定める市、特別区を対象として

2020 年 10 月に郵送調査を実施した。対象は、

ウェブ検索した 2019 年度時点の 154 自治体の

うち、保健所が廃止された１市を除く 153 自治

体とした。調査票では、飲食店等を対象とした

食環境整備制度の設定有無の他、ウェブ検索で

把握した食環境整備制度の設定との関連を想

定して、下記の項目を尋ねた。 

１）健康・栄養の把握状況：地域住民の高血圧

者の割合の把握、地域住民の肥満者の割合の把

握、地域住民の栄養素等・食品群別摂取量の把

握（国民健康・栄養調査を除く）、飲食店等にお

ける食環境整備に対する地域住民のニーズの
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把握 

２）組織の状況：本庁、食環境整備担当部署、

本庁以外の管理栄養士・栄養士（常勤）の人数 

３）健康・栄養の目標設定有無：飲食店等を対

象とした食環境整備制度の目標の設定 

４）飲食店等を対象とした食環境整備制度の対

象：対象の食事（外食・中食）、対象メニュー（１

食・１品） 

５）飲食店等を対象とした食環境整備制度の普

及：制度の他部署や他自治体との連携、制度の

普及の委託、登録方法（届出制・自主宣言制）、

飲食店等との交渉（自治体側・店舗側）、調理面

の助言、栄養計算の要否、対象メニューの選択

へのインセンティブの設定、飲食店等へのロゴ

マーク・ステッカーの導入、地域住民への制度

の周知方法、飲食店等への制度の周知方法、「健

康な食事・食環境」認証制度のスマートミール

の普及予定 

６）プロセス評価：制度の店舗・事業者数の把

握（飲食店、スーパーマーケット・コンビニエ

ンスストア・弁当店・他）、制度に対する地域住

民の認知度の把握 

７）制度の改善・見直し：登録店舗の更新制度

の設定、制度の見直しの実施 

本報告では、記述疫学として、各項目の回答

分布の結果を示すこととした。本調査の実施計

画は、静岡県立大学研究倫理審査委員会の承認

を受けた（受付番号：2–34）。 

 

Ｃ．研究結果 

対象とした 153 自治体のうち、124 自治体か

ら回答が得られた（回答率 81.0%）。飲食店等を

対象とした食環境整備制度は、96自治体（77.4%）

があると回答した。他の項目の状況は、下記の

通りであった（表１）。 

１）健康・栄養の状況：地域住民について、108

自治体（87.1%）が高血圧者の割合を、111 自治

体（89.5%）が肥満者の割合を、47自治体（37.9%）

が栄養素等・食品群別摂取量を過去５年以内に

把握していると回答した。 

また、26 自治体（21.0%）が飲食店等におけ

る食環境整備に対する地域住民のニーズを過

去に把握していると回答し、把握している項目

とニーズが高かった項目ともに成分表示のニ

ーズと回答した自治体が最も多かった。 

２）組織の状況：常勤の管理栄養士・栄養士の

人数について、回答の中央値（最小値、最大値）

は、本庁４（0、17）名、食環境整備担当部署２

（0、8）、本庁以外８（0、52）人であった。 

３）健康・栄養の目標：飲食店等を対象とした

食環境整備制度の目標は、61 自治体（49.2%）

が設定していると回答した。 

４）飲食店等を対象とした食環境整備制度の策

定：制度があると回答した 96自治体のうち、対

象の食事は、94 自治体（97.9%）が外食、87自

治体（90.6%）が中食と回答し、対象メニューは、

89自治体（92.7%）が１食、74 自治体（77.1%）

が 1食と回答した。対象とした理由は、外食・

中食・１食・１品のいずれも対象住民の利用頻

度を考慮、または、実現可能性と回答した自治

体が多かった。 

５）飲食店等を対象とした食環境整備制度の普

及：制度があると回答した 96自治体のうち、65

自治体（67.7%）が他部署や他自治体と連携を行

っていると回答し、連携先は同じ都道府県内の

都道府県または保健所設置市または特別区と

回答した自治体が最も多かった。制度の普及を

委託しているという回答は 15 自治体（15.6%）

で、委託先は都道府県栄養士会と回答した自治

体が最も多かった。 

登録方法は、届出制の回答が 94 自治体

（97.9%）、自主宣言制の回答が２自治体（2.1%）

であった。届出制と回答した 94自治体のうち、

94 自治体（100%）が店舗ごとの登録項目を把握

していると回答した。自主宣言制と回答した２

自治体のうち、１自治体（50.0%）が郵送・電話・

訪問等で実施有無を把握していると回答した。 

飲食店等との交渉は、自治体からのアプロー

チでは非常に多いという回答が最も多く、一方、

店舗からのアプローチでは非常に少ないとい
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う回答が最も多かった。調理面の助言は、33 自

治体（34.4%）が実施していると回答した。 

栄養計算は、19 自治体（19.8%）が必須、57

自治体（59.4%）が場合によっては必須と回答し、

そのうち 63 自治体（82.9%）で飲食店等が栄養

計算できない場合の措置があると回答し、自治

体が無料で実施していると回答した自治体が

最も多かった。 

対象メニューの選択へのインセンティブは、

11 自治体（11.5%）が設定していると回答した。

飲食店等へは、47 自治体（49.0%）がロゴマー

クを、77 自治体（80.2%）がステッカーを導入

していると回答した。制度の周知方法は、地域

住民へと飲食店等へともにウェブサイトと回

答した自治体が最も多く、次いで、パンフレッ

トと回答した自治体が多かった。 

制度がないと回答した自治体も含む全124自

治体のうち、「健康な食事・食環境」認証制度の

スマートミールの普及予定は、７自治体（5.6%）

が既に普及を進めている、７自治体（5.6%）が

今後普及していく具体的な予定がある、102 自

治体（82.2%）が普及していく具体的な予定はな

い、６自治体（4.8%）が制度自体や具体的内容

を認知していないと回答した。 

６）プロセス評価：制あると回答した 96自治体

のうち、制度の店舗・事業者数は、85 自治体

（88.5%）が把握していると回答した。把握して

いると回答した 85 自治体について、飲食店の

店舗数は 74 自治体、事業者数は 12 自治体、ス

ーパーマーケット・コンビニエンスストア・弁

当店・他の店舗数は 59 自治体、事業者数は 13

自治体から回答があった。回答の中央値（最小

値、最大値）は、飲食店の店舗数 105.5（2、4,547）

店舗、事業者数 36（2、699）事業者、スーパー

マーケット・コンビニエンスストア・弁当店・

他の店舗数 62（1、1,174）店舗、事業者数７（1、

1,112）事業者であった。それぞれの母集団の数

は 17自治体（20.0%）が把握していると回答し

た。また、制度に対する地域住民の認知度は、

18自治体（18.8%）が把握していると回答した。 

７）制度の改善・見直し：制度があると回答し

た 96自治体のうち、登録店舗の更新制度は、36

自治体（37.5%）が設定していると回答した。制

度の見直しは、30 自治体（31.3%）が登録項目、

15自治体（15.6%）が量的基準、24自治体（25.0%）

がその他を変更したと回答した。 

 

Ｄ．考 察 

全国の自治体を対象に調査した結果、飲食店

等を対象とした食環境整備制度を設定してい

ると回答した自治体は、約８割であった。この

割合は、154 自治体をウェブ検索して把握した

81.8%に近似していた。 

基準の設定との関連を想定して把握した項

目のうち、地域住民の食品群別・栄養素等摂取

量を過去５年以内で独自に把握していると回

答した自治体は約４割、食環境整備制度の目標

を設定していると回答した自治体は約５割と、

制度を設定している自治体の割合に比べると

多くはなかった。地域住民の食品群別・栄養素

等摂取量を把握している自治体や、制度の目標

を設定している自治体における制度の特徴を

今後分析していく必要がある。 

制度を設定していると回答した自治体のう

ち、対象の食事やメニューは外食・中食・１食

単位が９割以上で１品単位が約８割と高く、健

康な食物へのアクセスしやすさを高めること

が重視されていることがうかがわれた。登録数

の中央値は飲食店が約100店舗でスーパーマー

ケット・コンビニエンスストア・弁当店・他が

約 60 店舗であった。前者が主に外食へ、後者が

主に中食へアクセスしやすいチャネルである

ことから、健康な食物へのアクセスしやすさは、

外食の方が高い可能性がある。 

今後は、ウェブ検索で把握した自治体におけ

る飲食店等を対象とした食環境整備制度の実

施状況、店舗の登録基準、栄養素等の基準の組

合せ、量的基準に関するデータと、本研究で得

られた地域住民の健康・栄養アセスメント状況、

食環境整備制度の目標設定状況、対象の食事や
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メニュー、食環境整備制度の普及実施状況、飲

食店やスーパーマーケット・コンビニエンスス

トア・弁当店・他の店舗・事業者数、食環境整

備制度のプロセス評価や改善・見直し状況等と

のレコードリンケージにより、制度の実施状況

の違いに関連する要因の分析を進めていく予

定である。 

 

Ｅ．結 論 

飲食店等を対象とした食環境整備制度を設

定していると回答した自治体は約８割であっ

た。地域住民の摂取量を独自に把握していると

回答した自治体は約４割、食環境整備制度の目

標を設定していると回答した自治体は約５割

で、制度を設定していると回答した自治体のう

ち、対象の食事やメニューは外食・中食・１食

単位が９割以上で１品単位が約８割、登録数の

最頻値は飲食店が 100～200 店舗でスーパーマ

ーケット・コンビニエンスストア・弁当店・他

が 30～100 店舗であった。 

 

F．健康危機情報 

なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 

 



№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 108 87.1

2 いいえ 16 12.9

無回答 0 0.0

合計 124 100.0

問１－付問．公開有無(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ウェブサイトで公開 63 58.3

2 ウェブサイト以外で公開 4 3.7

3 非公開 37 34.3

無回答 4 3.7

合計 108 100.0

問２．過去5年以内に、地域住民の肥満者の割合を把握していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 111 89.5

2 いいえ 13 10.5

無回答 0 0.0

合計 124 100.0

問２－１．高血圧者の割合の把握と同じ調査ですか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 91 82.0

2 いいえ 20 18.0

無回答 0 0.0

合計 111 100.0

問２－１－付問．公開有無(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ウェブサイトで公開 17 85.0

2 ウェブサイト以外で公開 1 5.0

3 非公開 2 10.0

無回答 0 0.0

合計 20 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 47 37.9

2 いいえ 77 62.1

無回答 0 0.0

合計 124 100.0

問３－付問．公開有無(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ウェブサイトで公開 42 89.4

2 ウェブサイト以外で公開 2 4.3

3 非公開 2 4.3

無回答 1 2.1

合計 47 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 26 21.0

2 いいえ 98 79.0

無回答 0 0.0

合計 124 100.0

問１．過去5年以内に、地域住民の高血圧者の割合を把握していますか（特定健康診査を含む）。(SA)

問３．過去5年以内に、地域住民の栄養素等・食品群別摂取量を国民健康・栄養調査以外で把握していますか。

(SA)

問４．過去、飲食店・スーパー・コンビニ・弁当店・他以下、飲食店等における食環境整備（健康的な食事
（ヘルシーメニュー）や健康・栄養情報）に対する地域住民のニーズを把握していますか。(SA)

表１　自治体における飲食店等を対象とした食環境整備制度の実態把握
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問４－１．把握している項目(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％

1
成分表示（栄養成分表示・食品群の表示・食事バ
ランスガイドの表示等）のニーズ

17 65.4

2
強調表示（「塩分控えめ」、「野菜たっぷり」
等、分かりやすい表示）のニーズ

2 7.7

3 健康情報の提供のニーズ 4 15.4

4 エネルギー控えめのニーズ 6 23.1

5 脂質控えめのニーズ 4 15.4

6 食塩控えめのニーズ 7 26.9

7 カルシウムたっぷりのニーズ 1 3.8

8 鉄分たっぷりのニーズ 0 0.0

9 野菜（等）たっぷりのニーズ 8 30.8

10 果物の提供に関するニーズ 0 0.0

11 主食・主菜・副菜の揃った食事のニーズ 6 23.1

12 その他の健康的な食事のニーズ 10 38.5

無回答 4 15.4

合計 26 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％

1
成分表示（栄養成分表示・食品群の表示・食事バ
ランスガイドの表示等）のニーズ

7 26.9

2
強調表示（「塩分控えめ」、「野菜たっぷり」
等、分かりやすい表示）のニーズ

0 0.0

3 健康情報の提供のニーズ 0 0.0

4 エネルギー控えめのニーズ 2 7.7

5 脂質控えめのニーズ 0 0.0

6 食塩控えめのニーズ 0 0.0

7 カルシウムたっぷりのニーズ 0 0.0

8 鉄分たっぷりのニーズ 0 0.0

9 野菜（等）たっぷりのニーズ 4 15.4

10 果物の提供に関するニーズ 0 0.0

11 主食・主菜・副菜の揃った食事のニーズ 5 19.2

12 その他の健康的な食事のニーズ 1 3.8

無回答 7 26.9
合計 26 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％

1
成分表示（栄養成分表示・食品群の表示・食事バ
ランスガイドの表示等）のニーズ

2 7.7

2
強調表示（「塩分控えめ」、「野菜たっぷり」
等、分かりやすい表示）のニーズ

0 0.0

3 健康情報の提供のニーズ 0 0.0

4 エネルギー控えめのニーズ 2 7.7

5 脂質控えめのニーズ 0 0.0

6 食塩控えめのニーズ 3 11.5

7 カルシウムたっぷりのニーズ 0 0.0

8 鉄分たっぷりのニーズ 0 0.0

9 野菜（等）たっぷりのニーズ 3 11.5

10 果物の提供に関するニーズ 0 0.0

11 主食・主菜・副菜の揃った食事のニーズ 2 7.7

12 その他の健康的な食事のニーズ 3 11.5

無回答 11 42.3

合計 26 100.0

問４－２．上記のうち、ニーズの高かった上位5点の数字をご回答ください。

1位

問４－２．上記のうち、ニーズの高かった上位5点の数字をご回答ください。

2位
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№ カテゴリ名 ｎ ％

1
成分表示（栄養成分表示・食品群の表示・食事バ
ランスガイドの表示等）のニーズ

1 3.8

2
強調表示（「塩分控えめ」、「野菜たっぷり」
等、分かりやすい表示）のニーズ

0 0.0

3 健康情報の提供のニーズ 1 3.8

4 エネルギー控えめのニーズ 1 3.8

5 脂質控えめのニーズ 1 3.8

6 食塩控えめのニーズ 1 3.8

7 カルシウムたっぷりのニーズ 1 3.8

8 鉄分たっぷりのニーズ 0 0.0

9 野菜（等）たっぷりのニーズ 0 0.0

10 果物の提供に関するニーズ 0 0.0

11 主食・主菜・副菜の揃った食事のニーズ 0 0.0

12 その他の健康的な食事のニーズ 3 11.5

無回答 17 65.4

合計 26 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％

1
成分表示（栄養成分表示・食品群の表示・食事バ
ランスガイドの表示等）のニーズ

2 7.7

2
強調表示（「塩分控えめ」、「野菜たっぷり」
等、分かりやすい表示）のニーズ

0 0.0

3 健康情報の提供のニーズ 0 0.0

4 エネルギー控えめのニーズ 1 3.8

5 脂質控えめのニーズ 1 3.8

6 食塩控えめのニーズ 1 3.8

7 カルシウムたっぷりのニーズ 0 0.0

8 鉄分たっぷりのニーズ 0 0.0

9 野菜（等）たっぷりのニーズ 0 0.0

10 果物の提供に関するニーズ 0 0.0

11 主食・主菜・副菜の揃った食事のニーズ 0 0.0

12 その他の健康的な食事のニーズ 1 3.8

無回答 20 76.9

合計 26 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％

1
成分表示（栄養成分表示・食品群の表示・食事バ
ランスガイドの表示等）のニーズ

1 3.8

2
強調表示（「塩分控えめ」、「野菜たっぷり」
等、分かりやすい表示）のニーズ

0 0.0

3 健康情報の提供のニーズ 0 0.0

4 エネルギー控えめのニーズ 0 0.0

5 脂質控えめのニーズ 1 3.8

6 食塩控えめのニーズ 2 7.7

7 カルシウムたっぷりのニーズ 0 0.0

8 鉄分たっぷりのニーズ 0 0.0

9 野菜（等）たっぷりのニーズ 0 0.0

10 果物の提供に関するニーズ 0 0.0

11 主食・主菜・副菜の揃った食事のニーズ 0 0.0

12 その他の健康的な食事のニーズ 1 3.8

無回答 21 80.8

合計 26 100.0

問４－２．上記のうち、ニーズの高かった上位5点の数字をご回答ください。

5位

問４－２．上記のうち、ニーズの高かった上位5点の数字をご回答ください。

3位

問４－２．上記のうち、ニーズの高かった上位5点の数字をご回答ください。

4位
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№ カテゴリ名 ｎ ％
1 0～1人 15 12.1

2 2～3人 40 32.3 最小値
3 4～5人 28 22.6 0

4 6～8人 21 16.9 中央値 平均値
5 9人以上 15 12.1 4 4.7

無回答 5 4.0 最大値 標準偏差
合計 124 100.0 17 3.3

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 0人 18 14.5

2 1人 33 26.6 最小値
3 2人 32 25.8 0

4 3～4人 24 19.4 中央値 平均値
5 5人以上 11 8.9 2 2.0

無回答 6 4.8 最大値 標準偏差
合計 124 100.0 8 1.6

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 0～1人 14 11.3

2 2～6人 29 23.4 最小値
3 7～10人 31 25.0 0

4 11～19人 26 21.0 中央値 平均値
5 20人以上 13 10.5 8 10.0

無回答 11 8.9 最大値 標準偏差
合計 124 100.0 52 8.8

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 61 49.2

2 いいえ 63 50.8

無回答 0 0.0

合計 124 100.0

問６－付問．公開有無(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ウェブサイトで公開 48 78.7

2 ウェブサイト以外で公開 0 0.0

3 非公開 5 8.2

無回答 8 13.1

合計 61 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 96 77.4

2 いいえ 28 22.6

無回答 0 0.0

合計 124 100.0

問６．貴地方公共団体（以下、自治体）では飲食店等における食環境整備（健康的な食事（ヘルシーメニュー）
や健康・栄養情報）に関する目標は設定していますか。(SA)

問７．飲食店等における食環境整備（健康的な食事（ヘルシーメニュー）や健康・栄養情報）制度があります
か。(SA)

問５．本庁（うち食環境整備担当部署）と本庁以外の管理栄養士・栄養士（常勤）は何人ですか。
そのうち食環境整備の担当部署

問５．本庁（うち食環境整備担当部署）と本庁以外の管理栄養士・栄養士（常勤）は何人ですか。
本庁以外

問５．本庁（うち食環境整備担当部署）と本庁以外の管理栄養士・栄養士（常勤）は何人ですか。
本庁
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問９．対象の食事は、外食ですか、もしくは中食ですか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 外食 94 97.9

2 中食 87 90.6

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問９－１．外食を対象とした理由(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 対象住民の利用頻度を考慮 56 59.6

2 実現可能性 62 66.0

3 地域住民の要望 5 5.3

4 貴自治体や他自治体の制度との整合性 44 46.8

5
「健康な食事・食環境」コンソーシアムのスマー
トミールとの整合性

10 10.6

6
厚生労働省健康局長通知の「健康な食事」との整
合性

12 12.8

7 その他 8 8.5

無回答 0 0.0

合計 94 100.0

問９－２．中食を対象とした理由(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 対象住民の利用頻度を考慮 58 66.7

2 実現可能性 55 63.2

3 地域住民の要望 5 5.7

4 貴自治体や他自治体の制度との整合性 36 41.4

5
「健康な食事・食環境」コンソーシアムのスマー
トミールとの整合性

9 10.3

6
厚生労働省健康局長通知の「健康な食事」との整
合性

11 12.6

7 その他 9 10.3

無回答 0 0.0

合計 87 100.0

問10．対象メニューは、1食ですか、もしくは1品ですか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 1食 89 92.7

2 1品 74 77.1

無回答 1 1.0

合計 96 100.0

問10－１．1食を対象とした理由(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 対象住民の利用頻度を考慮 51 57.3

2 実現可能性 60 67.4

3 地域住民の要望 5 5.6

4 貴自治体や他自治体の制度との整合性 34 38.2

5
「健康な食事・食環境」コンソーシアムのスマー
トミールとの整合性

9 10.1

6
厚生労働省健康局長通知の「健康な食事」との整
合性

10 11.2

7 その他 7 7.9

無回答 0 0.0

合計 89 100.0
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問10－２．1品を対象とした理由(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 対象住民の利用頻度を考慮 44 59.5

2 実現可能性 57 77.0

3 地域住民の要望 3 4.1

4 貴自治体や他自治体の制度との整合性 24 32.4

5 その他 6 8.1

無回答 1 1.4

合計 74 100.0

問11．制度について、同自治体内の他部署や他の自治体と連携を行っていますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 65 67.7

2 いいえ 31 32.3

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問11－１．制度について、連携を行っている同自治体内の他部署や他の自治体(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 同自治体内の知事部局と連携 19 29.2

2 同自治体内の知事部局以外の他部署と連携 7 10.8

3
同じ都道府県内の都道府県または保健所設置市ま
たは特別区と連携

39 60.0

4 他の都道府県と連携 1 1.5

5 管轄地域の市町村と連携 14 21.5

6 その他 6 9.2

無回答 0 0.0

合計 65 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 15 15.6

2 いいえ 81 84.4

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問12－１．委託先はどこですか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 飲食店協会（協議会） 2 13.3

2 管轄地域の市町村 0 0.0

3 都道府県栄養士会 11 73.3

4 食生活改善推進員 1 6.7

5 その他 6 40.0

無回答 0 0.0

合計 15 100.0

問13．登録方法について、自治体への届出は必要ですか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 必要（Web、郵送、電話等で届出） 94 97.9

2 不要（自主宣言制） 2 2.1

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問13－１．店舗ごとの登録項目の状況を把握していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 94 100.0

2 いいえ 0 0.0

無回答 0 0.0

合計 94 100.0

問12．制度の普及について、飲食店協会・栄養士会等外部に委託（事業費を確保）していますか。(SA)
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問13－１－付問．公開有無(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ウェブサイトで公開 87 92.6

2 ウェブサイト以外で公開 0 0.0

3 非公開 7 7.4

無回答 0 0.0

合計 94 100.0

問13－２．実施有無を把握していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 1 50.0

2 いいえ 1 50.0

無回答 0 0.0

合計 2 100.0

問13－３．どのように把握していますか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 郵送・電話等 1 100.0

2 訪問 1 100.0

3 その他 0 0.0

無回答 0 0.0

合計 1 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 非常に少ない 4 4.2

2 どちらかといえば少ない 8 8.3

3 どちらともいえない 13 13.5

4 どちらかといえば多い 34 35.4

5 非常に多い 36 37.5

無回答 1 1.0

合計 96 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 非常に少ない 39 40.6

2 どちらかといえば少ない 35 36.5

3 どちらともいえない 16 16.7

4 どちらかといえば多い 4 4.2

5 非常に多い 1 1.0

無回答 1 1.0

合計 96 100.0

問15．調理面でのアドバイスを実施していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 33 34.4

2 いいえ 63 65.6

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問16．栄養計算は必須ですか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 必須 19 19.8

2 登録項目によっては必須 57 59.4

3 不要 20 20.8

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問14．飲食店等が届出または宣言する際、自治体からと店舗からのアプローチによるものは、
それぞれどのくらいありますか。
①自治体からのアプローチ(SA)

問14．飲食店等が届出または宣言する際、自治体からと店舗からのアプローチによるものは、
それぞれどのくらいありますか。
②店舗からのアプローチ(SA)
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問16－１．飲食店等が栄養計算できない場合の措置はありますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 63 82.9

2 いいえ 12 15.8

無回答 1 1.3

合計 76 100.0

問16－２．飲食店等が栄養計算できない場合の措置方法(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 自治体が実施 54 85.7

2 他の事業者を紹介 14 22.2

無回答 0 0.0

合計 63 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 無料 54 100.0

2 有料 0 0.0

無回答 0 0.0

合計 54 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 無料 7 50.0

2 有料 5 35.7

3 無料と有料 1 7.1

無回答 1 7.1

合計 14 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 11 11.5

2 いいえ 85 88.5

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 自治体による健康ポイント等の付与 3 27.3

2
飲食店等によるサービス提供（ポイントカード
等）を食環境整備制度の登録項目で設定

1 9.1

3 その他 7 63.6

無回答 0 0.0

合計 11 100.0

問18．食環境整備制度の飲食店等に対して、ロゴマーク・ステッカーを導入していますか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ロゴマークを導入している 47 49.0

2 ステッカーを導入している 77 80.2

3 いずれも導入していない 5 5.2

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問17．顧客（利用者）が対象メニューを選択するよう、インセンティブ（自治体による健康ポイント等の

付与、飲食店等によるサービス提供を食環境整備制度の登録項目で設定等）をつけていますか。(SA)

問17－１．インセンティブ（自治体による健康ポイント等の付与、飲食店等によるサービス提供を食環境整備

制度の登録項目で設定等）の内容(MA)

問16－２．飲食店等が栄養計算できない場合の措置費用

自治体が実施(SA)

問16－２．飲食店等が栄養計算できない場合の措置費用

他の事業者を紹介(SA)
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問19．地域住民への食環境整備制度の周知は、どのように行っていますか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ウェブサイト 94 97.9

2 講演 11 11.5

3 新聞等報道機関 19 19.8

4 関係業界団体 20 20.8

5 パンフレット 69 71.9

6 イベント 35 36.5

7 その他 18 18.8

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

問20．飲食店等への食環境整備制度の周知は、どのように行っていますか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 ウェブサイト 88 91.7

2 講演 16 16.7

3 新聞等報道機関 7 7.3

4 関係業界団体 43 44.8

5 パンフレット 63 65.6

6 イベント 16 16.7

7 その他 31 32.3

無回答 0 0.0

合計 96 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 既に普及を進めている 7 5.6

2 今後普及していく具体的な予定がある 7 5.6

3 普及していく具体的な予定はない 102 82.3

4 制度自体や具体的内容を認知していない 6 4.8

無回答 2 1.6

合計 124 100.0

問21－１．普及の内容(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 自治体の制度の1つとして設定 7 50.0

2 その他 7 50.0

無回答 0 0.0

合計 14 100.0

問22．食環境整備制度の店舗・事業者数を把握していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 85 88.5

2 いいえ 3 3.1

無回答 8 8.3

合計 96 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 30店舗未満 14 16.5

2 30～100店舗未満 20 23.5 最小値
3 100～200店舗未満 20 23.5 2

4 200～500店舗未満 11 12.9 中央値 平均値
5 500店舗以上 9 10.6 105.5 270.5

無回答 11 12.9 最大値 標準偏差
合計 85 100.0 4,547 595.3

問21．日本栄養改善学会と日本給食経営管理学会が中心に「健康な食事・食環境」コンソーシアムを立ち
上げ、健康な食事（スマートミール）認証制度を行っています。貴自治体ではスマートミールを今後普及
していく予定はありますか。(SA)

問22．食環境整備制度の店舗数
①飲食店

       - 75 -



№ カテゴリ名 ｎ ％
1 30事業者未満 5 5.9

2 30～100事業者未満 2 2.4 最小値
3 100～200事業者未満 2 2.4 2

4 200～500事業者未満 2 2.4 中央値 平均値
5 500事業者以上 1 1.2 36 124.8

無回答 73 85.9 最大値 標準偏差
合計 85 100.0 699 199.2

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 30店舗未満 15 17.6

2 30～100店舗未満 19 22.4 最小値
3 100～200店舗未満 10 11.8 1

4 200～500店舗未満 6 7.1 中央値 平均値
5 500店舗以上 9 10.6 62 191.6

無回答 26 30.6 最大値 標準偏差
合計 85 100.0 1,174 267.6

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 30事業者未満 10 11.8

2 30～100事業者未満 2 2.4 最小値
3 100～200事業者未満 0 0.0 1

4 200～500事業者未満 0 0.0 中央値 平均値
5 500事業者以上 1 1.2 7 99.2

無回答 72 84.7 最大値 標準偏差
合計 85 100.0 1,112 305.1

問22－１．それぞれ母集団の数（管轄の全体の飲食店等の数）は把握していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 17 20.0

2 いいえ 65 76.5

無回答 3 3.5

合計 85 100.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 1000店舗未満 0 0.0

2 1000～3000店舗未満 0 0.0 最小値
3 3000～5000店舗未満 8 47.1 3,000

4 5000～10000店舗未満 4 23.5 中央値 平均値
5 10000店舗以上 1 5.9 4,618 6,996.2

無回答 4 23.5 最大値 標準偏差
合計 17 100.0 32,000 7,681.0

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 1000事業者未満 0 0.0

2 1000～3000事業者未満 0 0.0 最小値
3 3000～5000事業者未満 0 0.0 -                 

4 5000～10000事業者未満 0 0.0 中央値 平均値
5 10000事業者以上 0 0.0 -                 -                 

無回答 17 100.0 最大値 標準偏差
合計 17 100.0 -                 -                 

問22－１．それぞれ母集団の数（管轄の全体の飲食店等の数）
①飲食店／事業者数

問22．食環境整備制度の事業者数
②飲食店以外（スーパー・コンビニ・弁当店・他）

問22．食環境整備制度の店舗数
②飲食店以外（スーパー・コンビニ・弁当店・他）

問22．食環境整備制度の事業者数
①飲食店

問22－１．それぞれ母集団の数（管轄の全体の飲食店等の数）
①飲食店／店舗数

       - 76 -



№ カテゴリ名 ｎ ％
1 1000店舗未満 1 5.9

2 1000～3000店舗未満 2 11.8 最小値
3 3000～5000店舗未満 1 5.9 511

4 5000～10000店舗未満 0 0.0 中央値 平均値
5 10000店舗以上 0 0.0 1,723 2,066.3

無回答 13 76.5 最大値 標準偏差
合計 17 100.0 4,308 1,600.1

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 1000事業者未満 1 5.9

2 1000～3000事業者未満 0 0.0 最小値
3 3000～5000事業者未満 0 0.0 74

4 5000～10000事業者未満 0 0.0 中央値 平均値
5 10000事業者以上 0 0.0 74 74.0

無回答 16 94.1 最大値 標準偏差
合計 17 100.0 74 -                 

問23．食環境整備制度に対する地域住民の認知度を把握していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 18 18.8

2 いいえ 70 72.9

無回答 8 8.3

合計 96 100.0

問24．登録店舗の更新制度を設定していますか。(SA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 はい 36 37.5

2 いいえ 52 54.2

無回答 8 8.3

合計 96 100.0

問25．食環境整備制度について、評価結果をもとに見直しをしましたか。(MA)

№ カテゴリ名 ｎ ％
1 登録項目を変更した 30 31.3

2 量的基準を変更した 15 15.6

3 その他を変更した 24 25.0

4 変更していない 39 40.6

無回答 10 10.4

合計 96 100.0

問22－１．それぞれ母集団の数（管轄の全体の飲食店等の数）
②飲食店以外（スーパー・コンビニ・弁当店・他）／事業者数

問22－１．それぞれ母集団の数（管轄の全体の飲食店等の数）
②飲食店以外（スーパー・コンビニ・弁当店・他）／店舗数
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

こころの健康に関する地域格差の要因の解明 

 

研究分担者 西 大輔 東京大学大学院医学系研究科 精神保健学分野・准教授 

 

研究要旨 

 2016 年の国民生活基礎調査を用いて、悩みや相談に関する現状を調べた。悩みの原因別で頻度が

高いものは「自分の仕事」「自分の病気や介護」「収入・家計・借金等」であり、心理的苦痛が強い

ものは「いじめ・セクハラ」「生きがいに関すること」「離婚」であった。悩みの原因にかかわらず

相談できていない人の割合は低い一方で、相談できていない人における心理的苦痛は強かった。都

市の規模別での比較では、相談できていない人における心理的苦痛の強さは大都市群の方がやや強

かったものの、小都市群の方が相談できていない人の割合が高く、大都市群における心理的苦痛の

強さには相談以外の要因が少なからず影響を与えている可能性が示唆された。これらの結果は今後

の施策を考える上での資料の一つになると考えられる。 

 

研究協力者 

片岡真由美 東京大学大学院医学系研究科精神

保健学分野 
 

Ａ．研究目的 

 健康日本２１（第二次）「こころの健康」では

４つの目標項目が掲げられているが、他の３つ

の項目に改善傾向が認められているのに対し、

「気分障害・不安障害に相当する心理的苦痛を

感じている者の割合の減少」に関しては改善の

傾向が認められておらず、対策の必要性が高い

(1)。精神疾患や心理的苦痛のわが国における

地域格差については、まだ十分に調べられてい

なかったため、昨年度は世界精神保健調査日本

調査を用いた解析を行い、大都市（政令市と東

京 23 区）に居住していることは小都市（人口

10 万人未満の自治体）に居住していることと比

べて何らかの精神疾患を有していることとの

関連が示唆された。しかしこの関連は個人レベ

ル・都市レベルのソーシャルサポートを調整す

ると有意ではなくなった。 

ソーシャルサポートに関連する指標として

政府統計でモニタリングが可能なものとして、

国民生活基礎調査で調べられている「悩みやス

トレスの有無とその相談状況」がある。そこで

今年度は、2016 年の国民生活基礎調査の「悩み

やストレスの有無とその相談状況」を用いて、

悩みや相談に関する現状と、その都市の規模別

の比較および性差や高齢者の特徴について調

べた。 

 

Ｂ．研究方法 

 2016 年の国民生活基礎調査の健康票を用い

た。国民生活基礎調査は統計法に基づく基幹統

計調査として国が行っている調査であり、３年

ごとの大規模調査では全国の国勢調査区から

層化無作為抽出した 5410 地区内のすべての世

帯（約 29万世帯）およびその世帯員（約 71 万

人）が調査対象となり、2016 年の調査の回答率

は 77.5％であった(1)。なお、健康票において

悩みやストレスに関する質問の対象となるの

は 12歳以上であった。 

 心理的苦痛は自己記入式質問紙Ｋ６で評価

した。Ｋ６は過去 30 日間の不安・うつ症状を評

価する６項目の自己記入式質問紙で、0-24 点の

範囲をとる。本研究では連続量として扱い平均
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値と標準偏差（SD）を算出したが、国際的によ

く用いられるカットオフ値として5点および13

点がある（2）。 

悩みやストレスについては、国民生活基礎調

査の質問項目に含まれている19種類の悩み（家

族の人間関係、家族以外の人間関係、恋愛・性

に関すること、結婚、離婚、いじめ・セクシャ

ルハラスメント、生きがいに関すること、自由

にできる時間がないこと、収入・家計・借金等、

自分の病気や介護、家族の病気や介護、妊娠・

出産、育児、家事、自分の学業・受験・進学、

子どもの教育、自分の仕事、家族の仕事、住ま

いや生活環境）の原因ごとに、最も気になる悩

みとして持っている人の人数とＫ６の平均値

を求め、悩みを持っている人数が多い上位３位

の悩みと、Ｋ６の平均点が高い上位３位の悩み

を特定した。それら６つの悩みをどのように相

談しているかについて、国民生活基礎調査の質

問項目に含まれている 11 種類の相談状況（家

族へ相談、友人・知人に相談、職場の上司・学

校の先生に相談、公的な機関の相談窓口を利用、

民間の相談機関を利用、病院・診療所の医師に

相談、テレビ・ラジオ・新聞等の相談コーナー

を利用、上記以外で相談、相談したいが誰にも

送電できないでいる、相談したいがどこに相談

したらよいかわからない、相談する必要はない

ので誰にも相談していない）の有無でそれぞれ

２群に分け、群間のＫ６の平均点を性別および

都市の規模別で比較した。 

都市の規模別の比較に関しては、利用可能な

地域に関するデータが都道府県レベルであっ

たため、便宜的に、人口の３分の２以上が大都

市（政令市または東京 23 区）に居住している東

京都と神奈川県の住民を大都市群、人口の３分

の２以上が小都市（人口10万人未満の自治体）

に居住している秋田県、山梨県、福井県、徳島

県の住民を小都市群として、大都市群と小都市

群の比較を行った。統計ソフトは SPSS ver27.0

を用いた。 

 

Ｃ．研究結果 

 悩みやストレスの有無について回答があっ

た 484,653 人のうち、悩みがあると回答したの

は 232,419人（48.0％）であった。このなかで

「最も気になる悩み」およびＫ６に回答した

198,742 人を解析対象とした。 

 悩みを持っている人数が多い上位３位の悩

みは、自分の仕事（44539 人、Ｋ６平均点 4.9

（SD 4.5）点）、自分の病気や介護（28675人、

Ｋ６平均点 6.3（SD 5.1）点）、収入・家計・借

金等（28607人、Ｋ６平均点 5.6（SD 5.0）点）

であった。なお、65 歳以上では悩みを持ってい

る人数が最も多いのは自分の病気や介護であ

った（表１）。 

 一方、Ｋ６の平均点が高い上位３位の悩みは、

いじめ・セクハラ（626 人、Ｋ６平均点 9.2（SD 

6.1）点）、生きがいに関すること（5375人、Ｋ

６平均点 7.9（SD 5.6）点）、離婚（357人、Ｋ

６平均点 7.7（SD 6.5）点）であった。 

上記６つの悩みについて、11種類の相談状況

の有無でそれぞれ２群に分け、群間のＫ６の平

均点を都市の規模別で比較した（表２、表３）。

すべての悩みで、「相談したいが誰にも相談で

きないでいる」「相談したいがどこに相談した

らよいかわからない」と回答した群のＫ６の得

点が高く、５点を超えていた。都市の規模別の

比較に関しては、「相談したいが誰にも相談で

きないでいる」「相談したいがどこに相談した

らよいかわからない」人におけるＫ６の得点は

大都市群の方がやや高かったが、小都市群の方

が「相談したいが誰にも相談できないでいる」

「相談したいがどこに相談したらよいかわか

らない」人の割合がやや高かった。 

65 歳以上で自分の病気や介護について悩み

を持っている人においても、小都市群のほうが

相談できていない人の割合がやや高かった。な

お性差に関しては、Ｋ６の得点は一貫して女性

の方が高かったが、「相談したいが誰にも相談

できないでいる」「相談したいがどこに相談し

たらよいかわからない」と回答した割合は男性
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の方が高かった。 

 

Ｄ．考 察 

悩みの原因にかかわらず「相談したいが誰に

も相談できないでいる」「相談したいがどこに

相談したらよいかわからない」と回答した人の

心理的苦痛は強く、サポート源があること、サ

ポートを求めることができるということが心

理的苦痛の軽減のために重要であることが確

認された。また、相談できていない人の割合は、

大部分の悩みに関しては 10％以下であり、2016

年の時点では大部分の人が悩みの相談先を確

保できていることが示唆された。 

都市の規模別での比較に関しては、相談でき

ていない人における心理的苦痛の強さは大都

市群の方がやや強かったものの、小都市群の方

が相談できていない人の割合が高く、昨年度の

本研究の知見と一部は一致しない結果であっ

た。大都市群における心理的苦痛の強さには、

悩みを相談できないということ以外の要因が

少なからず影響を与えている可能性が示唆さ

れた。 

性差に関しては相談できていない人の割合

はおしなべて男性の方が高く、他者にサポート

を求めることに関する啓発は、男性においてよ

り重要と考えられた。 

 

Ｅ．結 論 

2016 年の国民生活基礎調査を用いて、悩みや

相談に関する現状を調べた結果、悩みの原因で

頻度が高いものは「自分の仕事」「自分の病気や

介護」「収入・家計・借金等」であり、心理的苦

痛が強いものは「いじめ・セクハラ」「生きがい

に関すること」「離婚」であった。悩みの原因に

かかわらず相談できていない人の割合は低い

一方で、相談できていない人における心理的苦

痛は強かった。 

都市の規模別での比較では、相談できていな

い人における心理的苦痛の強さは大都市群の

方がやや強かったものの、小都市群の方が相談

できていない人の割合が高く、大都市群におけ

る心理的苦痛の強さには悩みを相談できない

こと以外の要因が少なからず影響を与えてい

る可能性が示唆された。 

これらの結果は今後の施策を考える上での

資料の一つになると考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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分担研究報告書 

 

健康寿命の地域格差とその要因に関する研究 

 
研究分担者 横山 徹爾 国立保健医療科学院 生涯健康研究部・部長 

 

研究要旨 

 健康日本２１（第二次）の上位目標の一つである、健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）

の「都道府県格差の縮小」は、中間評価において平成 22～28 年にかけて改善したことが示された。

しかし、健康寿命の都道府県格差が縮小した理由は明らかでなく、対策をさらに推進するためには、

格差が生じる要因を明らかにすることが望まれる。昨年度の本分担研究で、都道府県を単位とした

生態学的研究を行った結果、健康寿命の都道府県格差は、男性では平均寿命の寄与が大きく、女性

では不健康期間の寄与が大きかった。喫煙率は、平均寿命と中等度の負相関を示し、特に男性で強

く、喫煙率が高い都道府県では平均寿命が短いのみならず、不健康な状態になってから死亡するま

での期間も短い可能性があった。BMI は男性で平均寿命・健康寿命ともに負相関を示し、歩数は男

女ともに平均寿命・健康寿命と正相関を示し、身体活動の差が健康寿命の都道府県格差に寄与して

いる可能性が示唆された。今年度は、こころの状態・悩み・ストレス、睡眠時間、健康のために実

行している事柄、検診・健診受診率との関係について検討した。女性では有訴者率が高いと健康寿

命（日常生活に制限のない期間の平均）が短かった。また、女性では、様々な不定愁訴および筋骨

格系の有訴率が高いと健康寿命が短く、不健康期間が長かった。通院者率に関しては、男性は死亡

に繋がりやすい脳卒中やそのリスク因子である高血圧が、女性では筋骨格系疾患が、それぞれ健康

寿命が短いことと相関していた。こころの状態および健康のために実行している事柄の多くの指標

も、都道府県別の健康寿命と相関していた。検診・健診受診率が高い都道府県は健康寿命が長かっ

た。健康寿命の都道府県格差を縮小するために、これら関連要因の格差縮小の重要性が示唆された。 

 
Ａ．目 的  

 健康日本２１（第二次）１）では、健康寿命の

延伸と健康格差の縮小を上位目標に掲げ、主要

な生活習慣病の発症予防と重症化予防や社会

生活機能の維持向上、および社会環境の改善等

によってこれを目指すこととしている。このう

ち、健康格差の縮小については「日常生活に制

限のない期間の平均」を指標として「都道府県

格差の縮小」を目標としている。健康日本２１

（第二次）中間評価では、この「日常生活に制

限のない期間の平均」を平成 22 年と 28 年で比

較したところ、全ての都道府県で改善しており、

かつ、都道府県格差（最も長い県と短い県の差

および都道府県差の標準偏差（＝地域格差指

標））も縮小した２）。しかし、都道府県格差が縮

小した理由は明らかでなく、健康寿命の地域格

差縮小のための対策をさらに推進するために

は、地域格差が生じる要因を明らかにする必要

がある。 

 本分担研究では、健康寿命（「日常生活に制

限のない期間の平均」、「自分が健康であると自

覚している期間の平均」、「日常生活動作が自立

している期間の平均」の３指標）を規定してい

る平均寿命および不健康期間（平均寿命と健康

寿命の差）と、人口動態統計の死因別死亡、国

民生活基礎調査の日常生活影響やこころの状

況等、国民健康・栄養調査の食事や生活習慣等

との関連を、地域・個人レベルで分析すること

により、健康寿命の地域格差が生じている要因

を定量的に示し、地域における対策の優先度を



 

 - 89 - 

検討する方法を提案することを目的とする。昨

年度は、都道府県を単位とした生態学的研究に

より健康寿命等の都道府県格差に関連してい

る要因を検討した。その結果、健康寿命の都道

府県格差は、男性では平均寿命の寄与が大きく、

女性では不健康期間の寄与が大きかった。喫煙

率は、平均寿命と中等度の負相関を示し、特に

男性で強く、喫煙率が高い都道府県では平均寿

命が短いのみならず、不健康な状態になってか

ら死亡するまでの期間も短い可能性があった。

BMI は男性で平均寿命・健康寿命ともに負相関

を示し、歩数は男女ともに平均寿命・健康寿命

と正相関を示し、身体活動の差が健康寿命の都

道府県格差に寄与している可能性が示唆され

た。本年度はさらに、有訴者率、通院者率、こ

ころの状態、悩み・ストレス、睡眠時間、健康

のために実行している事柄、検診・健診受診状

況と、健康寿命等の都道府県差との関連につい

て分析を進めた。 

 

Ｂ．方 法 

＜用いたデータ＞ 

健康寿命・平均寿命 

 2010年、2013年、2016年の健康寿命（「日常

生活に制限のない期間の平均」、「自分が健康で

あると自覚している期間の平均」、「日常生活動

作が自立している期間の平均」）は、厚生労働

科学研究「健康寿命および地域格差の要因分析

と健康増進対策の効果検証に関する研究」によ

る算定値３）を用いた。各年次の平均寿命は「日

常生活に制限のない期間の平均」＋「日常生活

に制限のある期間の平均」として算出した。ま

た、平均寿命に対する健康な期間（または不健

康な期間）の割合も算出して用いた。 

影響要因 

 国民生活基礎調査による以下の指標を、全国

を基準とした間接法により年齢調整して用い

た。 

・有訴者率（2010, 2013, 2016年） 

 最も気になる症状 43 項目と総数。 

・通院者率（2010, 2013, 2016年） 

 最も気になる傷病 43 項目と総数。 

・こころの状態（2013, 2016年） 

 Ｋ６が 10 点以上の割合。（健康日本２１（第

二次）で「気分障害・不安障害に相当する心理

的苦痛を感じている者の割合」の指標） 

・睡眠時間（2013, 2016年） 

 睡眠時間６時間未満の者の割合。 

・悩みストレス（2013, 2016年） 

 相談の状況、悩みストレスが自分の病気・介

護である者の割合。 

・健康のために実行している事柄（2013, 2016

年） 

 規則正しく朝・昼・夕の食事をとっている、

うす味のものを食べている、適度に運動をする

か身体を動かしている、睡眠を十分にとってい

る、ストレスをためないようにしている、およ

び何れかをしている者の割合。 

・検診・健診受診率 

 過去１年間の、がん検診（胃、肺、大腸、乳

房、子宮頸）の 40～69 歳（子宮頸がんは 20～

69 歳）受診率。健診等の受診率（20 歳以上）。 

＜分析方法＞ 

 男女別に、都道府県別の健康寿命、平均寿命、

不健康期間と、上述した影響要因との相関分析

（都道府県を単位とした生態学的研究）を行っ

た。複数年の調査データがあるものは、それら

の平均値を用いた。なお、地震の影響で 2016

年の国民生活基礎調査が行われなかった熊本

県は除き、46都道府県を分析対象とした。 

 

Ｃ．結 果 

・有訴者率 

 表１Ａ（男性）、表１Ｂ（女性）に、都道府

県別平均寿命・健康寿命・不健康期間と、有訴

者率との相関分析の結果を示す。 

 有訴者率が高い都道府県は、男女ともに不健

康な期間、特に「日常生活に制限のある期間の

平均」の年数が長い（正相関）という関係が示

された。平均寿命に占める割合でみても同様で
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あった（なお、健康な期間と不健康な期間の割

合それぞれの相関係数は計算原理的に絶対値

が同じで符号が逆になる）。 

 女性では有訴者率が高いと健康寿命（日常生

活に制限のない期間の平均）の年数が短い（負

相関）が、男性ではあまり相関していない。ま

た、女性では、様々な不定愁訴および筋骨格系

の有訴率が高いと健康寿命（日常生活に制限の

ない期間の平均）が短く、不健康期間が長かっ

た。 

・通院者率 

 表２Ａ（男性）、表２Ｂ（女性）は同様に、

通院者率との相関分析である。 

 通院者率が高い都道府県は、女性では健康寿

命（日常生活に制限のない期間の平均）が短い

（負相関）が、男性ではあまり相関していなか

った。有訴者率と同様の理由と思われる。 

 また、女性では、筋骨格系の通院者率が高い

と健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）

が短く、不健康期間が長かった。高血圧・脳血

管疾患の通院者率が高いと、平均寿命は短かか

った。 

・こころの状態、健康のために実施している事

柄、検診・健診受診率 

 表３Ａ（男性）、表３Ｂ（女性）上段に示し

たように、Ｋ６が 10 点以上、睡眠時間が６時

間未満、悩み・ストレスがある者の割合が高い

ほど、健康寿命が短く、不健康期間が長いとい

う、やや強い相関があった。 

 健康のために実行している事柄（同・中段）

では、規則正しく朝・昼・夕の食事をとってい

る、適度に運動、何れかをしている者の割合が

高いと、健康寿命が長かった。睡眠をとるよう

にしている者、ストレスをためないようにして

いる者の割合が高いと、不健康期間が短かった。 

多くのがん検診で、受診率が高いと健康寿命が

長く、不健康期間が短かった。がん検診以外の

健診等でも同様だった。 

 

 

Ｄ．考 察 

 健康寿命は、平均寿命と不健康期間の差で規

定されるため、健康寿命への影響要因を明らか

にするためには、平均寿命と不健康期間に分け

て分析することが重要と考える。 

 女性では有訴者率が高いと健康寿命（日常生

活に制限のない期間の平均）が短く、男性では

あまり相関していなかった。昨年度報告した通

り４）、健康寿命の都道府県格差への両者の寄与

の程度は男女で異なり、男性では平均寿命の寄

与が大きく、女性では不健康期間の寄与が大き

い。そのため、女性では死亡に直結しない各症

状との関係が強く表れたのかもしれない。特に

不定愁訴群でその傾向がみられたことからも、

その可能性が示唆される。また、通院者率では、

男性は死亡に繋がりやすい脳卒中やそのリス

ク因子である高血圧が、女性では筋骨格系疾患

が、それぞれ健康寿命が短いことと相関してい

たのも、同様の理由と考えられるだろう。 

 こころの状態等に関して、Ｋ６の高得点（心

理的苦痛が高い）や睡眠不足が、男性は不健康

期間が長いこと、女性は健康な期間が短いこと

と関連しており、また、悩みやストレスがある

ことと、健康寿命・不健康期間との相関がかな

り強いことから、こころの健康の都道府県格差

についてより深めた検討が必要であろう。 

 健康のために実行している事柄では、規則正

しく朝・昼・夕の食事をとっている、適度に運

動をするか身体を動かしている、睡眠を十分に

とって、ストレスをためないようにしている、

および何れかをしている者の割合が高いこと

と、健康寿命とは望ましい相関が認められてお

り、これらの生活習慣の改善へのさらなる取り

組みが、都道府県格差縮小のためにも大切であ

ろう。 

 がん検診とその他の健診の受診率が高いこ

とも、健康寿命と望ましい相関が認められた。

昨年度報告したように、悪性新生物や循環器疾

患の標準化死亡比(SMR)が高い都道府県では平

均寿命と健康寿命が短く、検診・健診受診率は
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都道府県によって差が大きいことから、受診率

の格差の縮小も重要な課題だろう。 

 健康寿命の「都道府県格差」と関連する要因

を生態学的研究により検討したが、経時的な分

析は十分に行えておらず、2010 年、2013 年、

2016年の健康寿命の「都道府県格差の縮小」の

理由分析を深める必要がある。また、生態学的

誤謬の可能性もあり、国民生活基礎調査の個票

を用いた、個人レベルでの分析を進めることも

必要である。 

 

Ｅ．結 論 

 都道府県を単位とした生態学的研究を行い、

健康寿命等の都道府県差と関連する要因を調

べた。女性では有訴者率が高いと健康寿命（日

常生活に制限のない期間の平均）の年数が短い

が、男性ではあまり相関していなかった。女性

では、様々な不定愁訴および筋骨格系の有訴率

が高いと健康寿命が短く、不健康期間が長かっ

た。通院者率に関しては、男性は死亡に繋がり

やすい脳卒中やそのリスク因子である高血圧

が、女性では筋骨格系疾患が、それぞれ健康寿

命が短いことと相関していた。こころの状態お

よび健康のために実行している多くの指標も、

都道府県別の健康寿命と相関していた。検診・

健診受診率が高い都道府県は健康寿命が長か

った。健康寿命の都道府県格差を縮小するため

に、これら関連要因の格差縮小の重要性が示唆

された。 
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発疹}~_G疹c�QB%!w� ./. 1/,4 31/40 1/60 31/4. 1/65 1/,, 31/1- 31/60 1/60 31/6- 1/6- 1/10 31/10

I�J}湿疹c水虫!w� 2/7 1/76 31/10 1/., 31/12 1/.7 1/71 1/40 31/.1 1/.1 31/.4 1/.4 31/46 1/46

肩RP 46/4 1/,. 31/4. 1/71 31/1- 1/6, 1/,6 1/47 31/71 1/71 31/61 1/61 31/44 1/44

腰痛 60/5 1/64 1/14 1/64 1/1, 1/61 1/61 1/17 31/61 1/61 31/,5 1/,5 31/14 1/14

手足%関節9痛h 47/7 1/64 31/41 1/7, 1/1. 1/,5 1/,5 1/,- 31/74 1/74 31/,7 1/,7 31/,6 1/,6

手足%動Q9悪" -/1 1/4- 31/16 1/42 1/16 1/46 1/4, 1/42 31/42 1/42 31/4, 1/4, 31/40 1/40

手足%?�= 2/4 1/,. 31/16 1/,2 31/16 1/,2 1/42 1/,2 31/,0 1/,0 31/,5 1/,5 31/,5 1/,5

手足9冷S) 1/0 31/,, 31/66 1/15 31/,0 1/15 31/42 31/,1 31/41 1/41 31/41 1/41 1/45 31/45

足%hUJ@;)� ,/- 1/40 1/46 1/15 1/17 1/4. 1/46 1/,0 31/1- 1/1- 31/46 1/46 31/,5 1/,5

尿9出TU"c排尿時痛" ,/- 1/47 31/41 1/,7 31/1. 1/,4 1/41 1/,6 31/,7 1/,7 31/,1 1/,1 31/,4 1/,4

頻尿}尿%出)回数9多"� 5/1 1/6- 1/1. 1/66 1/4. 1/,4 1/67 1/44 31/61 1/61 31/40 1/40 31/10 1/10

尿失禁}尿9B=)� 4/6 1/1. 1/16 1/16 1/15 31/1, 31/14 1/66 31/1, 1/1, 1/1, 31/1, 31/6, 1/6,

月経不順c月経痛 3 / / / / / / / / / / / / /

骨折ci_�c脱Q�� -/1 1/.. 1/,2 1/64 1/62 1/4. 1/.0 31/46 31/,5 1/,5 31/12 1/12 1/40 31/40

切P傷c@jw!w%j9 ,/5 1/61 1/1- 1/,- 1/45 1/46 1/,0 1/41 31/,7 1/,7 31/41 1/41 31/15 1/15

¡%他 41/5 1/1- 31/66 1/6- 31/6, 1/71 1/1- 31/14 31/60 1/60 31/7, 1/7, 1/1, 31/1,

不£詳 45/- 1/72 1/11 1/.4 1/17 1/7- 1/7, 1/6. 31/72 1/72 31/76 1/76 31/64 1/64

相関係数%絶対値91/,2以上�有意}®¯1/1.�
°±²,146³,14-年%各指標%平均値L用"¹7-都道府県間�相関係数L計算?^生態学的研究
°Æ各年次%全国L基準Ì?^間接法TuP年齢調整

最B気T!)症状°Æ 平均寿命

日常生活T
制限%

自分9健康�()Ì
自覚?¹

日常生活動作9
自立?¹

全国%
有訴者率
ç人口千対ë

表±íî都道府県別ð平均寿命ð日常生活T制限%!"期間%平均ð自分9健康�()Ì自覚?¹")期間%平均ð日常生活動作9自立?¹")期間%平均

Ìð年齢調整有訴者率Ì%単相関ç男性ë°±

日常生活T
制限%

自分9健康�()Ì
自覚?¹

日常生活動作9
自立?¹

年数 平均寿命T占F)割合
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!"
期間%平均

()
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

!"
期間%平均

()
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

総数 ,,-./ 0.,- 10.23 0.-4 10.50 0.,, 0.60 0.,0 10.-4 0.-4 10.,0 0.,0 10.63 0.63

熱8() 6.6 0.64 10.6- 0.,2 10.5/ 0.,4 0.50 0.6- 10.,4 0.,4 10.,, 0.,, 10.62 0.62

体8:)" 55.; 0.52 10.6/ 0.,6 10.54 0.64 0.53 10.0; 10.,6 0.,6 10.6; 0.6; 0.04 10.04

眠=!" 2.- 0.54 10.6- 0.,0 10.,5 0.;0 10.06 0.6/ 10.,0 0.,0 10.;0 0.;0 10.6/ 0.6/

">">?@A" ;.; 0.6- 10.5- 0.63 0.05 0.52 0.62 0.06 10.6- 0.6- 10.5, 0.5, 10.05 0.05

B%忘=A) ;.3 0.54 10.63 0.,0 10.6- 0.,2 0.0; 0.60 10.,5 0.,5 10.,4 0.,4 10.5/ 0.5/

頭痛 5,., 0.53 0.,5 10.52 10.0, 0.5; 0.6/ 10.5/ 0.5- 10.5- 10.56 0.56 0.60 10.60

FG" 2.- 0.0- 10.;5 0.,- 10.,- 0.;5 10.5, 0.,; 10.,3 0.,3 10.;5 0.;5 10.,; 0.,;

目%IAJ 4./ 10.6, 10.66 0.02 10.62 0.56 10.,; 0.65 10.03 0.03 10.54 0.54 10.6, 0.6,

物L見N>" 4./ 0.50 10.,2 0.,4 10.5, 0.5/ 0.02 0.0- 10.,2 0.,2 10.53 0.53 10.02 0.02

耳!P8A) ;./ 0.,, 0.5, 0.0- 0.5- 0.0, 0.6/ 0.02 10.0; 0.0; 0.00 0.00 10.0; 0.0;

QRSTU" ;.2 0.46 10.02 0.,5 0.05 0.,5 0.,/ 0.65 10.6/ 0.6/ 10.62 0.62 10.53 0.53

動悸 ;.6 10.6; 10.6; 0.0- 10.,0 0.54 10.63 0.0- 10.0/ 0.0/ 10.53 0.53 10.0/ 0.0/

息切= 6.6 0.65 10.63 0.,; 10.04 0.53 0.0/ 0.66 10.,; 0.,; 10.52 0.52 10.65 0.65

前胸部T痛J8() 6.; 0.,2 10.60 0.,4 0.0/ 0.5, 0.5- 0.,; 10.,, 0.,, 10.50 0.50 10.,6 0.,6

]Q@^_8出) 5;./ 0.6, 10.03 0.5/ 10.0; 0.53 0.52 0.56 10.53 0.53 10.52 0.52 10.50 0.50

鼻8bG)c鼻汁8出) 5;.0 0.06 10.64 0.65 10.53 0.53 10.0; 0.0/ 10.66 0.66 10.5/ 0.5/ 10.50 0.50

efefA) 6.6 0.50 10.60 0.66 10.5- 0.6, 10.50 0.,2 10.66 0.66 10.6, 0.6, 10.,2 0.,2

胃%B^=chi@j ;.; 10.66 10.,4 0.53 0.0- 10.60 10.65 10.05 10.60 0.60 0.53 10.53 0.00 0.00

下痢 6., 0.0; 10.;4 0.,/ 10.0, 0.04 10.06 0.56 10.;0 0.;0 10.04 0.04 10.56 0.56

便秘 2.- 0.5- 10.0/ 0.52 10.56 0.66 0.56 0.03 10.52 0.52 10.65 0.65 10.0- 0.0-

食欲不振 0./ 10.0, 10.65 0.52 10.6- 0.64 10.04 0.04 10.5- 0.5- 10.62 0.62 10.04 0.04

腹痛c胃痛 4., 10.6/ 10.5; 10.0; 10.0; 10.5; 10.6- 10.0; 0.06 10.06 0.56 10.56 0.06 10.06

痔Tu)痛Jc出血!w 0./ 10.04 10.56 0.03 10.0/ 0.02 10.03 0.04 10.03 0.03 10.0- 0.0- 10.02 0.02

歯8痛" ;.2 10.0, 10.56 0.0/ 0.0, 10.04 0.05 10.0- 10.0/ 0.0/ 0.04 10.04 0.02 10.02

歯yQ%z=c出血 ,.3 0.64 10.6/ 0.,2 0.66 10.0- 0.50 0.64 10.,2 0.,2 0.50 10.50 10.6; 0.6;

IJTU" 6.6 0.5- 10.55 0.53 0.60 10.0/ 0.52 0.05 10.5- 0.5- 0.55 10.55 0.00 0.00

発疹}~_G疹c�QB%!w� 2.- 10.03 10.0/ 0.0, 0.5, 10.5- 10.02 10.0; 10.0; 0.0; 0.5- 10.5- 0.0, 10.0,

I�J}湿疹c水虫!w� /.; 0.6- 10.50 0.66 0.02 0.55 0.6, 0.0- 10.65 0.65 10.03 0.03 10.04 0.04

肩RP 6/.; 0.54 10.;, 0.;, 10.54 0.6; 0.52 10.06 10.;; 0.;; 10.6, 0.6, 0.0, 10.0,

腰痛 ;6.5 0.5, 10.6, 0.62 0.00 0.03 0.0/ 0.0- 10.62 0.62 10.0- 0.0- 10.0- 0.0-

手足%関節8痛h 6-.3 0.,3 10.;, 0.44 0.0, 0.60 0.62 0.65 10.44 0.44 10.5- 0.5- 10.5/ 0.5/

手足%動Q8悪" -.- 0.6, 10.,- 0.;6 10.63 0.;5 0.55 0.60 10.;6 0.;6 10.;0 0.;0 10.53 0.53

手足%?�= /.0 0.54 0.05 0.0- 0.;5 10.,5 0.5/ 10.03 10.02 0.02 0.,; 10.,; 0.50 10.50

手足8冷S) 5.3 10.5/ 10.0; 10.0- 0.56 10.6; 10.60 0.05 0.04 10.04 0.6, 10.6, 10.0, 0.0,

足%hUJ@:)� 2.; 0.6, 10.,; 0.;0 10.02 0.60 0.5; 0.52 10.;0 0.;0 10.53 0.53 10.5; 0.5;

尿8出TU"c排尿時痛" 0./ 10.64 0.0/ 10.65 10.0, 10.56 10.5/ 10.56 0.60 10.60 0.50 10.50 0.50 10.50

頻尿}尿%出)回数8多"� ,.5 10.03 10.52 0.0/ 10.52 0.55 10.52 0.5; 10.50 0.50 10.56 0.56 10.54 0.54

尿失禁}尿8B=)� 6.5 0.,0 10.53 0.,0 10.05 0.5/ 0.5- 0.6, 10.6/ 0.6/ 10.5- 0.5- 10.65 0.65

月経不順c月経痛 ;.; 0.50 10.54 0.53 0.54 10.03 0.0; 0.55 10.53 0.53 0.50 10.50 10.50 0.50

骨折ci_�c脱Q�� 2.2 0.53 10.,, 0.,- 0.50 0.05 0.54 0.02 10.,- 0.,- 0.05 10.05 10.04 0.04

切P傷c@jw!w%j8 6., 10.04 10.5; 0.03 10.06 10.05 10.52 0.53 10.0/ 0.0/ 0.05 10.05 10.5/ 0.5/

¡%他 55./ 0.0/ 10.6, 0.6; 0.0; 0.06 10.05 0.5/ 10.6; 0.6; 10.05 0.05 10.53 0.53

不£詳 6;.; 0.6, 10.6/ 0.,4 0.54 0.00 0.0- 0.63 10.,4 0.,4 0.0, 10.0, 10.6- 0.6-

相関係数%絶対値80.6/以上�有意}®¯0.04�
°±²605,³6052年%各指標%平均値L用"¹;2都道府県間�相関係数L計算?^生態学的研究
°Æ各年次%全国L基準Ì?^間接法TuP年齢調整

最B気T!)症状°Æ
全国%
有訴者率
Ù人口千対Ý

平均寿命

日常生活T
制限%

自分8健康�()Ì
自覚?¹

日常生活動作8
自立?¹

表±íî都道府県別ð平均寿命ð日常生活T制限%!"期間%平均ð自分8健康�()Ì自覚?¹")期間%平均ð日常生活動作8自立?¹")期間%平均

Ìð年齢調整有訴者率Ì%単相関Ù女性Ý°±

日常生活T
制限%

自分8健康�()Ì
自覚?¹

日常生活動作8
自立?¹

年数 平均寿命T占F)割合
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!"
期間%平均

()
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

!"
期間%平均

()
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

総数 ,-./0 1/2, 31/24 1/05 1/12 1/2, 1/22 1/21 31/05 1/05 31/20 1/20 31/16 1/16

糖尿病 ,./2 31/24 31/2: 31/12 31/2: 1/12 31/24 1/12 1/11 1/11 31/1, 1/1, 31/1, 1/1,

肥満症 1/6 1/02 31/16 1/,1 31/22 1/,. 1/26 1/2, 31/06 1/06 31/,, 1/,, 31/21 1/21

脂質異常症B高DEFGHIJ血症等M 6/5 1/01 1/1, 1/26 1/10 1/26 1/25 1/2- 31/2: 1/2: 31/2: 1/2: 31/2, 1/2,

甲状腺%病気 2/5 1/2- 31/14 1/02 31/16 1/0- 1/2. 1/15 31/02 1/02 31/0- 1/0- 31/1: 1/1:

RS病TU%他%WWX%病気 21/. 1/21 31/0- 1/,, 31/0. 1/,: 1/14 1/0. 31/,. 1/,. 31/,: 1/,: 31/0, 1/0,

認知症 0/4 1/.- 1/20 1/,4 1/26 1/04 1/., 1/2. 31/,, 1/,, 31/00 1/00 31/21 1/21

[I\]^]病 2/, 1/10 31/21 1/22 31/1- 1/15 1/1- 31/2, 31/20 1/20 31/15 1/15 1/2. 31/2.

U%他%神経%病気B神経痛b麻痺等M ,/- 1/1. 31/2. 1/2: 1/12 1/1, 1/10 1/2, 31/25 1/25 31/1, 1/1, 31/2, 1/2,

眼%病気 20/0 1/1: 1/14 1/12 1/22 31/1. 1/1. 1/2- 31/12 1/12 1/1- 31/1- 31/2. 1/2.

耳%病気 ,/. 31/2- 31/,5 1/26 31/05 1/2- 31/2- 1/1, 31/00 1/00 31/2: 1/2: 31/1- 1/1-

高血圧症 -6/1 31/-2 1/10 31/-- 1/16 31/4, 31/.6 31/20 1/-, 31/-, 1/41 31/41 1/1: 31/1:

脳卒中B脳出血l脳梗塞等M 5/5 31/-1 31/0: 31/06 31/,1 31/02 31/-2 31/12 1/0. 31/0. 1/24 31/24 31/1. 1/1.

狭心症b心筋梗塞 2,/0 1/20 1/21 1/1, 1/22 1/12 1/1: 1/0- 31/10 1/10 1/12 31/12 31/0. 1/0.

U%他%循環器系%病気 21/2 31/10 31/2: 1/2, 31/22 1/16 31/1. 1/16 31/2. 1/2. 31/21 1/21 31/16 1/16

急性鼻咽頭炎B|}M 0/, 31/1. 31/1- 1/11 31/1. 1/11 31/1. 31/10 31/12 1/12 31/12 1/12 1/10 31/10

~EJ�I性鼻炎 :/4 31/1: 1/2, 31/26 1/1- 31/2, 31/1, 31/01 1/01 31/01 1/2, 31/2, 1/26 31/26

慢性閉塞性肺疾患������ 2/. 1/.4 1/01 1/,1 1/0. 1/02 1/.- 1/14 31/04 1/04 31/2: 1/2: 31/10 1/10

喘息 4/: 31/20 31/1, 31/16 31/16 31/10 31/21 31/22 1/15 31/15 1/12 31/12 1/21 31/21

U%他%呼吸器系%病気 -/: 1/,, 1/2- 1/02 1/2, 1/01 1/,: 31/26 31/25 1/25 31/2: 1/2: 1/0, 31/0,

胃b十二指腸%病気 4/5 31/,. 31/,0 31/1: 31/25 31/24 31/,0 31/21 1/1, 31/1, 1/2, 31/2, 1/1: 31/1:

肝臓b胆%R%病気 -/1 31/21 31/.. 1/06 31/.6 1/.0 31/21 31/12 31/,, 1/,, 31/.- 1/.- 1/11 1/11

U%他%消化器系%病気 4/, 1/02 31/2. 1/,. 1/10 1/26 1/00 31/1: 31/,. 1/,. 31/25 1/25 1/16 31/16

歯%病気 02/- 1/,1 1/26 1/2- 1/22 1/26 1/,2 31/1- 31/20 1/20 31/2: 1/2: 1/15 31/15

~��I性皮膚炎 :/2 1/-1 1/2: 1/,: 1/26 1/,0 1/.: 1/2: 31/,. 1/,. 31/05 1/05 31/20 1/20

U%他%皮膚%病気 5/- 1/15 31/1- 1/2, 31/1. 1/20 1/14 1/15 31/20 1/20 31/20 1/20 31/1: 1/1:

痛風 -/6 31/2, 31/20 31/1, 31/1- 31/15 31/2: 1/02 1/12 31/12 1/1: 31/1: 31/0, 1/0,

関節¡¢£¤ 2/5 1/26 31/1. 1/0, 1/1, 1/24 1/26 31/10 31/0, 1/0, 31/2. 1/2. 1/1, 31/1,

関節症 4/2 1/,2 1/11 1/,0 1/24 1/2- 1/06 1/20 31/,2 1/,2 31/20 1/20 31/16 1/16

肩W¦症 ./4 1/06 31/2- 1/., 31/10 1/,0 1/04 1/2. 31/., 1/., 31/,1 1/,1 31/20 1/20

腰痛症 01/: 1/,1 31/21 1/.1 31/1: 1/,5 1/05 1/21 31/,6 1/,6 31/,4 1/,4 31/1: 1/1:

骨粗ª«R症 1/. 1/,6 1/0, 1/01 1/2- 1/0- 1/.0 31/2. 31/2: 1/2: 31/02 1/02 1/25 31/25

腎臓%病気 4/5 1/2, 31/12 1/2. 31/10 1/2- 1/2- 31/2- 31/2. 1/2. 31/2. 1/2. 1/24 31/24

前立腺肥大症 6/2 31/2 1/2 31/0 1/0 31/, 1/1 31/, 1/0 31/0 1/, 31/, 1/, 31/,

閉経期又±閉経後障害B更年期障害等M 3 / / / / / / / / / / / / /

骨折 ,/0 1/00 1/1: 1/2: 1/26 1/1, 1/0: 31/00 31/2- 1/2- 1/11 1/11 1/0- 31/0-

骨折以外%º»bTº¼ ./- 1/,, 1/26 1/25 1/05 1/1- 1/,- 31/15 31/2- 1/2- 31/12 1/12 1/22 31/22

貧血b血液%病気 2/. 1/20 31/20 1/0, 31/22 1/0. 1/15 1/02 31/0, 1/0, 31/0. 1/0. 31/01 1/01

悪性新生物B»ÃM -/: 1/00 31/0. 1/.- 31/2: 1/.2 1/25 1/01 31/.- 1/.- 31/.1 1/.1 31/25 1/25

妊娠b産褥B切迫流産l前置胎盤等M 3 / / / / / / / / / / / / /

不妊症 1/1 1/12 31/21 1/21 31/20 1/2. 31/1. 1/05 31/22 1/22 31/2. 1/2. 31/05 1/05

U%他 20/5 1/15 31/02 1/0: 31/16 1/25 1/1- 1/2, 31/05 1/05 31/2: 1/2: 31/20 1/20

不Ï明 1/6 1/0- 1/20 1/2- 1/22 1/2. 1/0, 1/22 31/2, 1/2, 31/20 1/20 31/16 1/16

不Ï詳 01/- 1/.5 1/25 1/,. 1/0: 1/01 1/.. 1/00 31/,1 1/,1 31/24 1/24 31/2: 1/2:

相関係数%絶対値»1/06以上Ø有意BÛÜ1/1-M
ÝÞß012,à0124年%各指標%平均値ã用"å.4都道府県間Ø相関係数ã計算ªì生態学的研究
Ýò各年次%全国ã基準øªì間接法ûü¦年齢調整

最"気û!)傷病Ýò
全国%
通院者率
�人口千対�

平均寿命

日常生活û
制限%

自分»健康Ø()ø
自覚ªå

日常生活動作»
自立ªå

表ò9:都道府県別l平均寿命l日常生活û制限%!"期間%平均l自分»健康Ø()ø自覚ªå")期間%平均l日常生活動作»自立ªå")期間%平均

øl年齢調整通院者率ø%単相関�男性�ÝÞ

日常生活û
制限%

自分»健康Ø()ø
自覚ªå

日常生活動作»
自立ªå

年数 平均寿命û占?)割合
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!"
期間%平均

()
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

!"
期間%平均

()
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

")
期間%平均

"!"
期間%平均

総数 ,-./0 12/34 12/00 2/56 12/3, 2/20 12/3- 2/26 12/,3 2/,3 12/27 2/27 12/2- 2/2-

糖尿病 52/4 12/5- 12/30 12/20 12/26 12/32 12/56 12/23 2/25 12/25 2/2. 12/2. 2/22 2/22

肥満症 2/- 2/52 2/2, 2/26 2/26 2/20 2/20 2/5- 12/2. 2/2. 12/25 2/25 12/56 2/56

脂質異常症B高DEFGHIJ血症等M 3./. 2/5. 12/23 2/34 2/3- 12/25 2/50 2/20 12/3, 2/3, 2/24 12/24 12/25 2/25

甲状腺%病気 6/0 12/25 12/32 2/2. 12/2. 2/24 12/27 2/2. 12/26 2/26 12/27 2/27 12/2. 2/2.

RS病TU%他%WWX%病気 3,/3 12/2, 12/3- 2/30 12/02 2/,. 12/20 2/25 12/34 2/34 12/,- 2/,- 12/25 2/25

認知症 0/- 2/5. 12/56 2/,. 12/30 2/,2 2/33 2/56 12/,7 2/,7 12/56 2/56 12/5. 2/5.

[I\]^]病 3/0 12/20 12/3. 2/35 12/2, 2/23 12/2- 2/2- 12/3, 2/3, 12/23 2/23 12/2- 2/2-

U%他%神経%病気B神経痛b麻痺等M ,/6 2/,3 12/34 2/56 2/2, 2/37 2/36 2/5, 12/5. 2/5. 12/3, 2/3, 12/53 2/53

眼%病気 3./7 12/,3 12/27 12/35 12/3, 12/2. 12/,3 2/23 2/32 12/32 2/2, 12/2, 12/2, 2/2,

耳%病気 0/7 2/23 12/55 2/36 12/37 2/37 2/25 12/23 12/3- 2/3- 12/3. 2/3. 2/23 12/23

高血圧症 4./3 12/,- 2/5. 12/05 12/2, 12/53 12/,3 12/30 2/03 12/03 2/36 12/36 2/33 12/33

脳卒中B脳出血l脳梗塞等M 4/3 12/5, 2/22 12/35 12/57 2/35 12/34 12/30 2/32 12/32 12/30 2/30 2/35 12/35

狭心症b心筋梗塞 7/. 12/2- 12/2- 2/2, 12/53 2/34 12/34 2/35 12/2, 2/2, 12/37 2/37 12/3, 2/3,

U%他%循環器系%病気 6/, 12/5. 12/54 2/2. 12/30 12/2, 12/56 2/25 12/2- 2/2- 2/22 2/22 12/20 2/20

急性鼻咽頭炎B|}M 5/6 12/3. 12/32 12/23 12/24 12/24 12/35 12/26 2/22 2/22 2/20 12/20 2/2. 12/2.

~EJ�I性鼻炎 ./7 2/2. 12/37 2/3. 12/35 2/37 2/33 12/26 12/3. 2/3. 12/37 2/37 2/26 12/26

慢性閉塞性肺疾患������ 2/, 12/3, 2/23 12/26 2/26 12/37 12/2- 12/27 2/2. 12/2. 2/34 12/34 2/27 12/27

喘息 ./3 2/54 12/5, 2/,5 12/30 2/5- 2/36 2/3, 12/,3 2/,3 12/5. 2/5. 12/35 2/35

U%他%呼吸器系%病気 0/5 2/3. 12/23 2/32 2/33 12/23 2/,, 12/5- 12/2- 2/2- 2/2, 12/2, 2/,2 12/,2

胃b十二指腸%病気 7/5 12/,0 12/50 2/25 12/35 12/32 12/56 12/32 12/24 2/24 2/27 12/27 2/26 12/26

肝臓b胆%R%病気 0/5 12/25 12/,, 2/57 12/02 2/,6 2/33 12/50 12/5. 2/5. 12/02 2/02 2/50 12/50

U%他%消化器系%病気 4/5 12/2. 12/53 2/30 12/20 12/23 12/27 12/23 12/34 2/34 2/22 2/22 2/23 12/23

歯%病気 5./5 12/25 12/32 2/2. 2/33 12/35 2/2. 12/37 12/26 2/26 2/35 12/35 2/37 12/37

~��I性皮膚炎 7/2 2/,, 12/3. 2/,3 2/27 2/30 2/54 2/30 12/5- 2/5- 12/33 2/33 12/33 2/33

U%他%皮膚%病気 32/2 12/5- 2/30 12/5. 2/5, 12/02 12/5- 12/23 2/57 12/57 2/,6 12/,6 12/23 2/23

痛風 2/5 2/20 2/2. 12/20 2/27 12/20 12/26 2/52 2/20 12/20 2/20 12/20 12/52 2/52

関節¡¢£¤ 7/0 12/25 12/57 2/53 12/55 2/52 2/2, 12/26 12/55 2/55 12/53 2/53 2/26 12/26

関節症 30/6 2/57 12/42 2/40 12/30 2/5- 2/3- 2/33 12/44 2/44 12/56 2/56 12/32 2/32

肩W¦症 35/2 2/27 12/42 2/00 12/3- 2/55 2/23 2/2- 12/07 2/07 12/55 2/55 12/2- 2/2-

腰痛症 5./0 2/30 12/05 2/03 12/25 2/32 2/24 2/37 12/05 2/05 12/2- 2/2- 12/34 2/34

骨粗ª«R症 6/7 12/23 2/3. 12/34 2/3, 12/3, 12/3. 2/,2 2/34 12/34 2/30 12/30 12/,3 2/,3

腎臓%病気 0/5 2/55 12/2, 2/30 12/33 2/54 2/34 2/35 12/3, 2/3, 12/5, 2/5, 12/33 2/33

前立腺肥大症 1 / / / / / / / / / / / / /

閉経期又±閉経後障害B更年期障害等M 3/. 2/22 2/23 12/23 2/25 12/25 12/27 2/32 2/23 12/23 2/25 12/25 12/33 2/33

骨折 0/5 12/23 12/,7 2/5- 12/3, 2/35 2/2, 12/26 12/,2 2/,2 12/3, 2/3, 2/26 12/26

骨折以外%º»bTº¼ 0/0 2/23 2/33 12/26 2/,. 12/,7 2/24 12/2. 2/2- 12/2- 2/,. 12/,. 2/2. 12/2.

貧血b血液%病気 ,/. 2/35 2/53 12/33 2/30 12/2. 2/24 2/3, 2/35 12/35 2/26 12/26 12/35 2/35

悪性新生物B»ÃM ./, 2/24 12/,0 2/,2 12/5, 2/54 2/20 2/23 12/,3 2/,3 12/54 2/54 12/23 2/23

妊娠b産褥B切迫流産l前置胎盤等M 5/4 12/2- 2/35 12/30 12/,2 2/50 2/2, 12/52 2/30 12/30 12/57 2/57 2/52 12/52

不妊症 3/4 2/24 2/32 12/27 2/5, 12/3- 2/24 12/23 2/27 12/27 2/53 12/53 2/23 12/23

U%他 53/0 12/2, 12/50 2/36 12/2, 2/23 12/33 2/37 12/3- 2/3- 12/25 2/25 12/37 2/37

不Ï明 3/3 12/20 12/24 2/25 12/32 2/2. 12/24 2/22 12/25 2/25 12/2. 2/2. 12/23 2/23

不Ï詳 54/3 2/26 12/34 2/37 2/36 12/3, 12/23 2/37 12/37 2/37 2/30 12/30 12/37 2/37

相関係数%絶対値»2/5-以上Ø有意BÛÜ2/24M
ÝÞß523,à5237年%各指標%平均値ã用"å07都道府県間Ø相関係数ã計算ªì生態学的研究
Ýò各年次%全国ã基準øªì間接法ûü¦年齢調整

最"気û!)傷病Ýò

全国%
通院者率
�人口千
対�

平均寿命

日常生活û
制限%

自分»健康Ø()ø
自覚ªå

日常生活動作»
自立ªå

表ò9:都道府県別l平均寿命l日常生活û制限%!"期間%平均l自分»健康Ø()ø自覚ªå")期間%平均l日常生活動作»自立ªå")期間%平均

øl年齢調整通院者率ø%単相関�女性�ÝÞ

日常生活û
制限%

自分»健康Ø()ø
自覚ªå

日常生活動作»
自立ªå

年数 平均寿命û占?)割合
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次期国民健康づくり運動策定に向けての提言に関する研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科 公衆衛生学分野・教授 

 

研究要旨 

次期国民健康づくり運動のあり方を提言することを目的として、本研究班を構成する研究分担者

12 名全員及び研究協力者２名で検討を行った。本年度は、目標項目を選定し、目標項目間の相互関

係・階層性について検討を深めた。その結果、10 領域（身体活動・運動、栄養・食生活、喫煙、飲

酒、歯・口腔、高齢者の健康、循環器疾患、こころの健康、糖尿病、がん）で、主目標 59 項目、副

目標 39 項目、開発中の目標 48 項目、研究途上の目標 18 項目を提案した。さらに、目標項目の詳細

（データの情報源、評価レベル、第二次との関係など）に関する目標提案シート、目標項目間の相

互関係・階層性に関するロジックモデルを作成した。また、“Healthy People 2030”の目標項目と

本研究班の目標項目との異同を明らかにするための日米対照表を作成した。最終年度である来年度

には、目標数値を提案するとともに、その達成に向けて国及び自治体が取り組むべき健康増進施策

を提案する。

Ａ．研究目的 

 国民健康づくり運動「健康日本２１（第二次）」

の終了が近づいており、同計画の最終評価を行

うことに加えて、次期の国民健康づくり運動計

画のあり方を検討する必要が高まっている。 

 本研究の目的は、これまでの国民健康づくり

運動の成果と課題を踏まえた上で、2030 年以降

をも展望した長期的な健康づくり対策の戦略

と具体的方法について提言することである。そ

のため、本研究班を構成する 12 名の研究分担

者及び２名の研究協力者による「全体研究」と

して、各分担研究の成果や既存のエビデンスを

吟味し、班員・有識者とのディスカッションを

実施した上で、次期の国民健康づくり運動計画

のあり方を提言するものである。３年間の研究

期間のうち、昨年度（2019 年度）は健康課題を

抽出し、目標となりうる項目を幅広くリストア

ップした。そこで本年度（2020 年度）は、目標

項目を選定し、目標項目間の相互関係・階層性

について検討を深めた。なお最終年度となる

2021 年度には、目標値を提案し、目標達成に向

けたアクション・プランについて検討すること

を計画している。 

 これにより、次期国民健康づくり運動の策定

に貢献し、国民の健康寿命の延伸と健康格差の

縮小のさらなる推進に資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

研究班会議を３回開催するとともに、メール

やオンラインでの会議を随時開催して、次期国

民健康づくり運動のあり方について協議を行

った。 

第１回班会議（令和２年７月２日）では、次

期国民健康づくり運動における社会環境の整

備のあり方について総論及び各論（身体活動・

運動を促すための社会環境の整備）について話

し合い、この点に関する共通認識を得ることと

した。 

第２回班会議（令和２年９月８日）では、ラ

イフコースから見た健康づくり、目標値設定の

根拠・視点、社会環境の整備に関する目標設定

という３点について話し合い、各分担領域にお

ける目標設定について話し合った。 

この班会議での協議を踏まえて、目標設定の

具体的な方法と実例を研究班事務局において

作成し、それを令和２年 10月 16日のオンライ

ン会議で提示し、全ての分担領域で共通したス

タイルで目標項目の「ロジックモデル（目標項
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目の階層性に基づく提案）」と「目標提案シート

（数値の出所、評価レベルなどのリスト）」を作

成できるようにした。 

第３回班会議（令和３年１月 26日）では、各

分担領域（表１）における目標項目を報告し、

その詳細について話し合いを行った。

 

表１ 次期国民健康づくり運動で取り上げるべき目標項目に関する領域分担 

研究分担者名 担当領域 

岡村 智教 循環器疾患（メタボリック症候群と特定健診・特定健診は除く） 

津下 一代 糖尿病（メタボリック症候群と特定健診・特定健診を含む） 

西  大輔 心の健康 

近藤 克則 高齢者の健康 

近藤 尚己 社会環境の整備 

村山 伸子 栄養・食生活 

田淵 貴大 喫煙・飲酒、COPD 

相田  潤 歯・口腔の健康 

辻  一郎 がん 

井上  茂* 身体活動・健康 

山縣然太朗* 次世代の健康 

（*：研究協力者） 

 

Ｃ．研究結果 

１）第１回班会議（令和２年 7 月２日）での 

  検討結果 

 以下の２つのセッションで議論を行い、以下

のような意見があった。 

［セッションⅠ］ 

 社会環境の整備 

・社会環境の整備には、省庁横断的な取り組み

や共通目標が必要となる。 

・社会環境の整備に関する活動を相談する（関

係省庁や関係団体を含む）コンソーシアムな

どの場を作ることはできないか。 

・健康寿命は共通の目標指標にできるのではな

いか。ただし、健康寿命と各指標との関係性

がはっきりしていないため、この部分を詰め

ていけるとよい。 

・疾患別アプローチと社会環境要因アプローチ

はどちらも必要であるため、引き続き同時並

行で行うべきである。 

・評価については、現在は都道府県別の健康寿

命の地域差というものを目標にしているが、

次回は疾病ごとや、疾病について諸地域別、

社会属性別に評価し、それを格差指標で示す

ようなことができると大きな前進になるの

ではないか。 

・新たなトピックとして、健康無関心層や健康

経営、組織インセンティブ、コロナや災害な

どの危機へのレジリエンスなどは社会環境

整備の目標設定の際にも検討していくべき

である。 

・すぐにできそうなことや中間的に考えること

などを整理する必要がある。 

・社会環境の整備については、がん、運動、子

どもなど分野ごとに提案し、各論と総論を分

けて進めていきたい。 

 

［セッションⅡ］ 

 身体活動・運動と社会環境 

・ウォーカビリティーや自転車普及など、すで

に他省庁が進めているものについて第三次
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の具体的な課題として入れたらよいのでは

ないか。 

・座りすぎに関する目標を入れられないか。 

・健康日本２１（第三次）はコロナ感染対策に

関して直接なにかを示すという場ではない

と思うが、コロナが健康づくりにもたらすチ

ャレンジも念頭に置きながら第三次につな

げていくことになるのではないか。 

 

２）第２回班会議（令和２年９月８日）での 

  検討結果 

 以下の３つのセッションで議論を行い、以下

のような意見があった。 

［セッションⅠ］ 

 ライフコースから見た健康づくり 

・IoT やウェアラブルなどの情報ツール、ICTが

普及することによる格差が広がらないよう

にすることが重要である。 

・親子へのサポートという点では、産業保健の

領域と連携していかなければならない。 

・無関心層に対する対応が重要である。 

・母子保健では、保健所と市町村とが絡んで重

層的に行うことが大事ではないか。 

・プレコンセプション期を支える仕組みも大事

ではないか。 

 

［セッションⅡ］ 

 目標値設定の根拠・視点 

・研究班のスタンスとしては、アカデミアとし

てあり得るものを提案して、それを行政の方

で検討できるように、そのための資料や材料

を提出していくということ。 

・コア指標、重要指標、参照指標のような形で

指標を階層化して示すやり方も良いのでは

ないか。 

・環境要因が健康寿命の延伸にどのくらい寄与

しているかを示すことはできないか。国全体

の目標や健康寿命に限らず、他の指標におい

ても、どこの寄与が大きいかを調べて、都道

府県に対して支援を強化するということな

どもできるのではないか。 

・目標を作りっぱなしで終わるのではなく、目

標を達成するためのアクションプランやプ

ログラムなどの戦略も作っていけると良い

のではないか。 

 

［セッションⅢ］ 

 社会環境の整備に関する目標設定 

・健康格差対策の対象を貧困層（ハイリスク者）

にすると、メインターゲットの集団が少なく

なるのではないか。 

・健康経営で食生活改善に取り組んでいる企業

がどれくらいあるか、どのような取り組みを

しているか、どのような効果があるか、など

をまずはリサーチ、把握してはどうか。 

・口腔について、若い世代で口腔状況が悪い人

たちの見える化などについては、どの程度進

んでいるのか。 

・他省庁との連携について、他部門が何をして

いて、つながるとどういうメリットがあるか

などを整理していかないと、実際には動きに

くい部分もあるのではないか。 

・自治体の PDCA を回していくときにネックに

なっていることは何か。各大学研究機関の

方々は、地元の県や市と連携を強めてサポー

トする必要がある。 

・健康格差対策に取り組む自治体の増加という

目標を、概念的に深めたりブラッシュアップ

することは可能か。 

 

３）令和２年 10月 16日のオンライン会議での 

  検討結果 

（１）次期国民健康づくり運動の指標設定に当

たって踏まえるべきポイントについて、以下の

ように整理した。 

・階層（プロセス・ウトプット・アウトカム）

を意識した設定。 

・既存の政府統計等で把握できる項目。 

・都道府県・市町村単位で把握できる項目。 

・（必要に応じて）性・年齢別、地域別等の特性
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に応じて設定できる項目。 

・継続的にモニタリング可能な項目。 

・他の既存計画との整合性を図るべきこと。 

・目標策定時、中間評価時、最終評価時のデー

タが比較可能である項目。 

（２）ロジックモデルの作成について 

・次期健康づくり運動におけるさまざまな目標

について、以下のような階層性をもったロジ

ックモデルを作成することとした。 

・ロジックモデルは、疾病に関する目標と生活

習慣・危険因子に関する目標とで、別々の階

層性を想定することとした。 

・疾病に関する目標では、生活習慣等の改善→

危険因子・基礎的病態の改善→疾病等の予防

という、３層構造とする。 

・生活習慣・危険因子に関する目標では、プロ

セス（取組・対策）→アウトプット（行動や

環境の変化）→アウトカム（生活習慣や健康

指標の変化）という、３層構造とする。プロ

セスとは、社会環境の整備や予防行動の拡充

に関する取組・対策のことである。ここでは、

個人アプローチと環境アプローチに分けて

取組を整理するとともに、セッティング（取

組の場）という枠を別途設けることにより、

保育所・学校、職場、地域の各セッティング

における取組を明示する。アウトプットとは、

取組によって発生する対象者・対象組織の変

化に関する指標である。ここでも個人と環境

に分けて変化を記載する。なお、個人のアウ

トプットは対象者における変化について、環

境のアウトプットは対象組織の変化に関す

る指標である。アウトカムとは、取組の最終

的なねらいとする個人の健康指標の変化に

関する指標である。以上の３層について、生

活保護受給者における糖尿病予防の取組を

例にすると、以下のようになる。プロセスは、

全ての生活保護受給世帯へ健診受診の奨励

を行っている福祉事務所の割合。アウトプッ

トは、検診を受けた生活保護受給者の割合。

アウトカムは、一般住民と生活保護受給者と

の間における糖尿病有病率の格差。 

（３）目標の分類について 

・本研究では、公衆衛生上の重要性・エビデン

スの有無・モニタリングできる指標の有無と

いった基準により、主目標・副目標・開発中

の目標・研究途上の目標の４種類に分類した。

その定義を以下に示す。 

・主目標：効果に関するエビデンスがあり、モ

ニタリング指標もあるもの。そのなかでも優

先順位が高いもの（太字の赤色で記入）。 

・副目標：効果に関するエビデンスがあり、モ

ニタリング指標もあるもの。ただし、主目標

ほどは優先順位が高くないもの（赤色で記

入）。 

・開発中の目標：効果に関するエビデンスはあ

るけれども、モニタリング指標が整備されて

いないもの（緑色で記入）。 

・研究途上の目標：効果に関するエビデンスは

ないけれども、公衆衛生的には重要であるも

の（黒色で記入）。 

（４）目標提案シートの作成について 

 ロジックモデルで提案した各目標について、

以下の項目で詳細を説明するものである。 

・データの情報源（政府統計の種類等） 

・階層：各目標が上記の３層構造のどこに位置

づけられるかを記載する。その際は、生活習

慣目標（階層１）と疾病モデル（階層２）の

いずれかに記載することとする。 

・評価レベル：その目標の数値について、どの

レベル（国、都道府県、区市町村、企業、医

療保険者、その他）で評価するかを記載する。

これにより、各レベルにおける目標達成の状

況をモニタリングするだけでなく、各レベル

における目標項目（健康関連の指標）の格差

の実態をモニタリングすることとする。 

・データ提供者：国（政府統計）・都道府県・区

市町村・医療保険者など、その目標項目に関

するデータを取り扱っている者を記載する。 

・第二次との関係：健康日本２１（第二次）：今

回提案の目標項目と健康日本２１（第二次）
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目標項目との関係について以下の３択（同じ

もの、第二次の項目を変更・改善したもの、

第二次にはなく今回新規に提案したもの）で

回答。 

・エビデンスの有無：各目標効果が（健康の改

善・上位目標の達成について）有効であるこ

とのエビデンスが「あり」または「なし」で

２択で回答。 

・補足事項：諸外国の取り組み目標、効果に関

するエビデンス、項目の重要性、懸念事項な

どの補足が必要な場合は記入する。 

 

４）第３回班会議（令和３年１月 26日）での 

  検討結果 

 各研究分担者・研究協力者から、各領域のロ

ジックモデルと目標提案シートを報告してい

ただき、全体で討論を行った。それ以降、メー

ルでの協議などを通じて最終版を作成した。 

その結果を図１（ロジックモデル）と表２（目

標提案シート）に示す。 

 

５）日米対照表の作成について 

 米国の国民健康づくり運動“Healthy People 

2030”は、2030 年を目標年として 355 目標を掲

げている。そこで、“Healthy People 2030”の

目標項目と本研究班の目標項目との間で何が

共通して、何が異なっているかを明らかにする

ことにより、健康づくりの戦略や検討範囲をめ

ぐる日米間の異同が浮き彫りになると考え、日

米対照表を作成した。これは、各領域（栄養・

食生活、がん対策など）について、日米が共通

して目標とする項目、日本だけが目標とする項

目、米国だけが目標とする項目の３グループに

分けて示すものである。 

その結果を表３に示す。 

  

Ｄ．考 察 

本研究班を構成する 12 名の研究分担者及び

２名の研究協力者による「全体研究」として、

各分担研究の成果や既存のエビデンスを吟味

し、班員・有識者とのディスカッションなどを

通じて、次期国民健康づくり運動のあり方を研

究した。そのため、本年度は班会議を３回開催

し、その間も電子メールや電話、オンライン会

議などによる意見交換を適宜行った。 

その結果、目標提案シートを作成して各領域

の目標項目とその詳細（データの情報源、評価

レベル、第二次との関係など）、目標項目間の相

互関係・階層性に関するロジックモデルを作成

した。また、“Healthy People 2030”の目標項

目と本研究班の目標項目との異同を明らかに

するための日米対照表を作成することができ

た。 

本研究では、主目標 59項目、副目標 39項目、

開発中の目標 48 項目、研究途上の目標 18 項目

を選定した。59 項目という主目標の数は、健康

日本２１（第二次）の目標数が 53個であったこ

とに比べて妥当な範囲内と思われる。また、ロ

ジックモデルにより目標間の相互関係や階層

性を明らかにしたことにより、その達成に向け

た施策の企画立案がより容易かつ論理的に行

えるようになったと思われる。開発中の目標や

研究途上の目標を明示したことにより、今後ど

のような健康づくり戦略の展開が求められて

いるかがより具体的にイメージできるように

なったものと思われる。 

 また、日米対照表を作成したことにより、健

康づくり施策に関する日米の考え方の共通点

や相違点も明らかとなった。たとえば、本研究

班の目標は（病気のない者を主に想定した）一

次予防を重視しているのに対して、“Healthy 

People 2030”はそれに加えて「がんサバイバ

ーの生活の質（QOL）の向上」や「心身の健康に

問題を抱えた高齢者の身体活動の活発化」など

有病者や高齢者の健康増進・QOL の向上を重視

していた。また、“Healthy People 2030”は「健

康の社会的決定要因」という領域を独自に設け

て、経済的安定、教育のアクセスと質、や近隣

環境と建造環境、社会とコミュニティに関する

ことなど、幅広く目標にとらえていることが分



 - 104 - 

かった。 

 以上のように、本研究課題は当初の目的と年

次計画に沿って順調に進捗している。来年度に

は、主目標と副目標についても目標数値を提案

するとともに、その達成に向けて国及び自治体

が取り組むべき健康増進施策を提案する予定

である。 

 

Ｅ．結 論 

 次期国民健康づくり運動のあり方を提言す

ることを目的として、本研究班を構成する研究

分担者 12 名全員及び研究協力者２名で検討を

行った。本年度は、目標項目を選定し、目標項

目間の相互関係・階層性について検討を深めた。

その結果、10 領域（身体活動・運動、栄養・食

生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者の健康、

循環器疾患、こころの健康、糖尿病、がん）で、

主目標 59 項目、副目標 39 項目、開発中の目標

48 項目、研究途上の目標 18 項目を提案した。

さらに、目標項目の詳細（データの情報源、評

価レベル、第二次との関係など）に関する目標

提案シート、目標項目間の相互関係・階層性に

関するロジックモデルを作成した。また、 

“Healthy People 2030”の目標項目と本研究

班の目標項目との異同を明らかにするための

日米対照表を作成した。最終年度である来年度

には、目標数値を提案するとともに、その達成

に向けて国及び自治体が取り組むべき健康増

進施策を提案する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 

  なし 

 

Ｈ．知的財産の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案取得 

  なし 

３．その他 

  なし 
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図１ 次期国民健康づくりプランにおけるロジックモデル 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス
（取組・対策）

アウトプット
（⾏動・環境）

アウトカム
（⾝体活動・
運動）

⽇常⽣活における歩数の増加
運動習慣者の割合の増加
運動やスポーツを習慣的にしている⼦どもの割合の増加
座位⾏動時間の減少、毎⽇60分以上⾝体活動を実施する国⺠の割合（ガイドライン遵守率）の増加

【個⼈アプローチ】
⾝体活動・運動プログラム（特定保健指導、運動指導、
運動教室）
社会的⽀援（仲間、運動グループ、指導者）
社会的役割（仕事、家事、ボランティア、社会参加）

【環境アプローチ（住⺠が運動しやすいまちづくり・環境整
備に取り組む⾃治体数の増加）】
情報・啓発（ガイドライン、キャンペーン）
都市環境・都市計画（⽴地適正化計画︓ウォーカブルなまちづくり）
交通環境・交通計画（公共交通、歩道、⾃転⾞道、交通安全など）
住居・建物（住宅環境、オフィス環境、階段など）
運動場所（運動施設、学校、公園、遊歩道、道路、河原など）

【セッティング】
学校における対策（健診、体育教育、通学、休み時間、掃除など）
職場における対策（健診、健康経営、運動プログラム、通勤、環境整備など）
地域における対策（健診、総合型地域スポーツクラブ、運動⾃主グループ、通いの場、キャンペーンなど）

【個⼈】
健康づくりのための⾝体活動基準を認知する者の割合の増加
⾏政や⺠間の運動プログラムへの参加の増加
特定健診・特定保健指導の実施率の向上
徒歩・⾃転⾞・公共交通で通勤・通学する者の増加
⾼齢者の社会参加の増加
⽇常的に掃除、洗濯、料理等の家事を⾏う者の増加
運動⾃主グループ、通いの場に参加する⾼齢者の増加

【環境】
運動指導の専⾨家がいる保健所の増加
健康増進プログラムを有する総合型地域スポーツクラブの増加
運動推進対策を実施する職場の増加
エコ通勤に取り組む事業場の増加
運動⾃主グループの増加
通いの場を設置する地域の増加
ウォーカビリティの改善

⾝体活動・運動

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

プロセス
（取組・対策）

アウトプット
（⾏動・環境）

アウトカム
（⾷物摂取・
栄養状態）

肥満・やせの減少（⼩児、成⼈、⾼齢者、⽣活保護受給者）
⾷塩摂取量の減少 野菜・果物摂取量の増加 添加糖（⽢味飲料、菓⼦）の摂取量の減少

【個⼈アプローチ】
栄養・⾷⽣活プログラム（健診・保健指導、栄養指導、栄
養教室）の提供対策
社会的⽀援（仲間、⾃主グループ、指導者育成）の増加
対策
社会的役割（仕事、家事、ボランティア、社会参加）の機
会の増加対策

【環境アプローチ】
特定給⾷施設（保育所、学校、事業所等）の喫⾷者の適正体重、⾷塩
低減について、⾃治体でPDCAを実施
⾷品企業が製造する⾷品の改善対策
飲⾷店、スーパー、コンビニ、宅配サービスが提供する⾷事の改善対策
⾷料品へのアクセス改善対策（店舗の分布、交通、移動販売、宅配、フー
ドバンクなど）
情報・啓発（ガイドライン、キャンペーン）

【セッティング】
保育所・学校における対策（健診、栄養教育、給⾷、環境整備など）
職場における対策（健診・保健指導、健康経営、栄養プログラム、給⾷、環境整備など）
地域における対策（健診・保健指導、⾷関連NPO活動、栄養改善⾃主グループ、共⾷や通いの場など）

【個⼈】
主⾷・主菜・副菜を組み合わせた⾷事をする⾏動の増加
減塩⾏動の増加、野菜・果物摂取⾏動の増加
添加糖（⽢味飲料、菓⼦）の摂取⾏動の減少
⽣鮮⾷品を利⽤する⾏動の増加
栄養・⾷⽣活知識・態度の向上
栄養教育プログラムへの参加
健診・保健指導の受診
社会的関わり、社会的役割をもつ⼈の増加
経済的な理由で必要な⾷料が買えない⼈を減少

【環境】
従業員の⾷⽣活改善対策を実施する職場の増加（健康経営企業数）
特定給⾷施設(保育所、学校、事業所)で適切な栄養管理をしている数の増加
⾷品中の⾷塩や脂肪の低減に取り組む⾷品企業数の増加
加⼯⾷品の⾃主的な栄養プロファイルの作成とモニタリングをする⾷
品企業の増加
健康的な⾷事・⾷環境の提供に取り組む飲⾷店、スーパー、コンビ
ニ、配⾷サービス会社の増加
共⾷の場、通いの場、社会的関わり・役割がある場の増加
必要な⾷料提供プログラム（フードバンク等）がある地域の増加
⽣鮮品の買い物が不便でない地域の増加

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

栄養・⾷⽣活
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プロセス
（取組・対策）

アウトプット
（⾏動・環境）

アウトカム
（⽣活習慣）

成⼈の喫煙率の減少（喫煙をやめたい者がやめる）︓未成年者の喫煙をなくす︓妊娠中の喫煙をなくす︓
受動喫煙（家庭・職場・飲⾷店・⾏政機関・医療機関）の機会を有する者の割合の減少

*喫煙には加熱式タバコを含む

【個⼈アプローチ】
学校・職場・地域・家庭における禁煙啓発活動（メディ
アキャンペーンを含む）の実施
禁煙治療受診の促進
タバコ製品パッケージにおける警告表⽰の推進
未成年喫煙者の補導強化

【環境アプローチ】
禁煙アドバイス実施の義務付け（診療・健診・検診・薬局等）
受動喫煙防⽌政策（改正健康増進法）の推進
タバコ製品価格およびタバコ税の引き上げ
タバコ製品の広告・販売・提供に関する規制法の制定
禁煙に関する社会的⽀援（相談⽀援、⾃助グループ等）の拡充

【セッティング】
保育所・学校における対策（健診・保健指導、教育、広報、啓発、環境整備等）
職場における対策（健診・保健指導、教育、広報、啓発、環境整備等）
地域における対策（健診・保健指導、 相談⽀援、専⾨医療機関、禁煙⾃助グループ、広告・販売・提供規制、少年補導等)

【個⼈】
禁煙啓発広告を⾒た者の割合の増加
タバコ製品パッケージの警告表⽰を⾒た者の割合の増加
タバコ製品の広告を⾒た者の割合の減少
禁煙相談⽀援・専⾨医療機関の利⽤の増加
禁煙治療（オンライン、禁煙治療アプリを含む）の実施件数の増加
禁煙を試みた者・継続的な禁煙に成功している者の割合の増加
複数のタバコ製品を併⽤する者の割合の減少
喫煙に伴うリスクについての知識向上

*アウトプットの評価は未成年及び成⼈について⾏う

【環境】
禁煙アドバイス実施件数の増加（診療・健診・検
診・薬局等）
受動喫煙防⽌に取り組む企業数の増加
受動喫煙の社会格差の縮⼩
受動喫煙防⽌条例を制定する⾃治体数の増加

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

喫煙

プロセス
（取組・対策）

アウトプット
（⾏動・環境）

アウトカム
（飲酒）

⽣活習慣病のリスクを⾼める量を飲酒している者（⼀⽇当たりの純アルコール摂取量が男性40g以上、⼥性20g以上の者）
の割合の減少 未成年者の飲酒をなくす 妊娠中の飲酒をなくす アルコールに起因する健康障害などの減少
＊アルコールに起因する健康障害︓アルコール依存症、アルコール性肝疾患、アルコール健康障害に関連する飲酒運転・暴⼒・虐待・⾃殺等
(他者への悪影響含む)

【個⼈アプローチ】
依存症患者のモニタリング(AUDIT１５点以上（依存症のレベル・８点以上
（飲酒関連問題があるレベル）)
成⼈におけるheavy episodic drinkingのモニタリング
学校教育・職場教育・家庭への啓発
⾃動⾞教習所への啓発
アルコール健康障害に関連して飲酒運転・暴⼒・虐待・⾃殺未遂等をした者に対
する指導
健康診断及び保健指導におけるアルコール使⽤障害スクリーニングとブリーフイン
ターベンションの実施評価
アルコール依存症患者の受療率向上

【環境アプローチ】
酒類業界における広告・宣伝に関する⾃主基準の厳守
酒類業者・⾵俗営業等における未成年者への販売・提供禁⽌の徹底・指導・取締りの強化
酒類業者における酒類販売管理研修の定期的な受講
致酔性、依存性等の酒類の特殊性を踏まえた販売価格設定
酒類を飲⽤等した少年の補導の強化
アルコール依存症の治療等の拠点となる医療機関の整備・医療連携
地域における相談⽀援体制の明確化
社会復帰(就労および復職、依存症からの回復)の⽀援
⾃助グループや⺠間団体の活動に対する⽀援

【セッティング】
保育所・学校における対策（教育・広報・啓発）
職場における対策（教育・広報・啓発）
地域における対策（健康診断・保健指導、相談⽀援、専⾨医療機関、⾃助グループ、広告・表⽰・販売・提供・少年補導）

【個⼈】
飲酒に伴うリスクに関する知識及びアルコール依存症に対
する認識の向上
⾃動⾞教習所における飲酒運転防⽌に係るカリキュラム
の履⾏率上昇
アルコール健康障害に関連する飲酒運転・暴⼒・虐待・
⾃殺等(他者への悪影響含む)の減少
アルコール性肝疾患による受診者・死亡者の低減

【環境】
アルコールの有害使⽤の社会格差の縮⼩
飲み放題を提供している飲⾷店の減少
酒類業界における広告・宣伝に関する⾃主基準の違反率減少
酒類業界における交通広告の全⾯⾃粛
酒類業者における酒類販売管理研修の受講率向上
販売価格の適正化
アルコール依存症専⾨医療機関の全都道府県整備
地域において、アルコール健康障害を有している者とその家族が適切な⽀援を受け
られる体制を構築
飲酒に関するガイドライン策定

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

飲酒
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プロセス
（取組・対策）

アウトプット
（⾏動・環境）

アウトカム
（⽣活習慣）

⼝腔機能の維持・向上 ⻭の喪失の防⽌ ⻭周病を有する割合の減少 う蝕を有する割合の減少（⼦
供から成⼈、⾼齢者まで） ３歳児で不正咬合等が認められる者の割合の減少 これらの格差の減少

【個⼈アプローチ】
特定保健指導
学校⻭科検診
学校保健教育
成⼈⻭科検診
後期⾼齢者⻭科検診

【環境アプローチ】
⻭科⼝腔保健の推進に関する条例を制定している都道府県の増加
常勤の⻭科衛⽣⼠・⻭科医師のいる保健所・保健センターの割合の
増加
⽔道法の⽔質基準内での、う蝕が抑制される濃度の⽔道⽔の地域
の割合の増加
受動喫煙防⽌などタバコ政策に関する条例を制定している⾃治体の
割合の増加

【セッティング】
保育所・学校における対策（健診、⻭科保健教育、集団フッ化物洗⼝など）
職場における対策（健診・保健指導、⻭科保健を含む健康経営など）
地域における対策（⻭科の条例の整備、⾃治体の⻭科職種の配置、⽔道⽔の対策、タバコ政策の条例制定など）

【個⼈】
過去１年に⻭科検診を受診した者の割合
の増加
⻭ブラシを⽤いた⻭みがきに加えてデンタル
フロスや⻭間ブラシを使う者の割合の増加
フッ化物応⽤の経験が有る者の割合の増加
菓⼦類の減少
喫煙をしていない者の割合の増加
およびこれらの格差の減少

【環境】
障害者⽀援施設及び障害児⼊所施設での定期的な⻭科検
診実施率の増加
介護⽼⼈福祉施設及び介護⽼⼈保健施設での定期的な⻭
科検診実施率の増加
集団フッ化物洗⼝を実施している幼稚園・保育園・学校の増
加
健康経営に⻭科保健を含める企業の割合の増加（⻭科検
診の実施や⾃動販売機での清涼飲料⽔を販売しない、禁煙
環境を整備している）

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

⻭と⼝腔

社会的孤⽴・孤独・
閉じこもり者割合の

減少

⽣活習慣病の
有病者割合の
減少

うつの発症や進⾏の
抑制

フレイル（ロコモティブ
シンドロームを含む）
割合の減少

第2段
＜危険因⼦・基礎的病態の低減＞

第3段
＜要介護状態への移⾏抑制・認知症の発症予防や進⾏抑制・幸福感やメンタルヘルス低下の予防＞

要介護状態への
移⾏抑制

認知症の発症や
進⾏の抑制

⾼齢者の健康分野

3つの⽣活習慣等の改善を達成した場合第1段
＜⽣活習慣等の改善＞

ヘルスリテラシーや
メディアリテラシー

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

建造環境 ライフコース

⾝体活動・運動 栄養・⾷⽣活・
⼝腔機能

主体的な社会参加や
就労、⼈のつながり

4つの危険因⼦・基礎的病態の低減を達成した場合

幸福感やメンタルヘルス
低下の予防
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糖尿病
年齢調整有病率の

低下

⾎圧
収縮期⾎圧
平均値の低下

⾼(LDL)コレステロール
⾎症の有病率の減少

成⼈喫煙率の
減少

＜危険因⼦（基礎的病態）の低減＞

＜循環器疾患(疾病)の予防＞
循環器疾患分野

脳⾎管疾患の年
齢調整死亡率の
減少

４つの危険因⼦の⽬標を達成した場合

⾼⾎圧者にお
ける降圧剤服
⽤率の増加

栄養・⾷⽣活
・歩数の増加
・運動習慣者の割合
の増加

・⽣活習慣病のリ
スクを⾼める量を
飲酒している者の
割合の減少

＜⽣活習慣の改善＞

・⾷塩摂取量の減少
・野菜・果物摂取量の増加
・肥満者の減少

⾝体活動・運動 飲酒

脳⾎管疾患の年
齢調整⼊院率の
減少

虚⾎性⼼疾患の
年齢調整死亡率
の減少

虚⾎性⼼疾患の年齢
調整⼊院率の減少

糖尿病改善・予防のた
めの⽣活習慣の改善
（糖尿病分野参照）

⾼コレステロー
ル⾎症者におけ
る服薬治療率
の増加

飽和脂肪
摂取割合の
減少

⽣活習慣の改善は、「栄養・⾷⽣活」、「⾝体活動・運動」、「飲酒」の分野と連携（環境整備含む）
⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

こころの健康分野

うつ病の
年間患者数の減少

第3段
＜こころの健康増進＞

第2段
＜危険因⼦の低減・

基礎的病態＞

第1段
＜⽣活習慣の改善等＞

⼼理的苦痛を感じる者の
割合の減少

（⼦どもを持つ親もサブグ
ループとして抽出）

重度の精神的苦痛を
抱えながら

精神科医療機関を
受診しない⼈の減少

⽣活習慣
(他領域再掲)

メンタルヘルス対策を
している職場の増加
（ストレスチェックの
集団分析）

⼩児期逆境体験の
減少

（⼼理的苦痛を持
つ親の減少）

悩みを相談
できない⼈の
減少

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標
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プロセス
（取組・対策）

アウトプット
（⾏動・環境）

アウトカム 糖尿病腎症による年間新規透析導⼊患者数の減少 HbA1cが8.0%以上の者の割合の減少 糖尿病有病者の増加の
抑制 メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少 ⾼齢糖尿病患者におけるサルコペニア・フレイルの減少

【個⼈アプローチ】
特定健診・特定保健指導
糖尿病性腎症重症化予防事業(受診勧奨、保健指導)
⾝体活動・フレイル予防

【環境アプローチ】
情報・啓発（ガイドライン、キャンペーン）
Stigma、社会的不利益、いわれない差別の除去
糖尿病対策推進会議等の活性化
保険者インセンティブ、表彰・認証制度の適切な運営
医療分野でのICT技術の活⽤（ヘルスケア産業の育成）
⼈材育成（保健指導者、療養指導⼠等）
かかりつけ医機能の向上（薬剤、検査、コントロール状況で評価)

【セッティング】
学校における対策（健康教育、⾷育、運動習慣の確⽴に関する教育、健診）、医療関係団体における対策
職場における対策（健診・保健指導、健康な職場づくり（健康経営）、仕事と治療の両⽴、データヘルス計画）
地域における対策（健診・保健指導、データヘルス計画、健康なまちづくり（歩きやすいまちづくり）、地域・職域連携）

【個⼈】
治療継続者の割合の増加
特定健康診査の実施率
特定保健指導の実施率
適正体重を維持している者の割合

【環境】
職域における「仕事と治療の両⽴」を実施する事業所数の増加
健康経営で糖尿病対策に取り組む事業所の増加（運動・⾷事）
データヘルス計画で糖尿病発症予防、重症化予防に取り組む保険者の増加
地域連携による糖尿病性腎症重症化予防事業が定着している⾃治体数の
増加
保健事業と介護予防の⼀体的実施に取り組み、フレイル・重症化予防対策を
実施している⾃治体数の増加
ICT活⽤、療養指導⼠等により⽣活習慣改善指導、治療中断防⽌に取り組
む医療機関の増加

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標

糖尿病

脂質代謝の
改善

糖尿病
年齢調整有病率の低下

HbA1c 8.0％以上の減少
治療中断・未治療者の減少

適正体重維持
メタボリックシンドローム
肥満・フレイル予防

⾎圧管理の
改善

＜包括的なリスク管理＞

＜重症化予防＞

糖尿病性腎症による
透析患者数の減少

糖尿病関連の健康障害の減少
失明、⼤⾎管障害、認知症、サルコペニア等

糖尿病分野

節度のある
飲酒

栄養・⾷⽣活
・歩数の増加
・運動習慣者の増加
・サルコペニア予防

特定健診・保健指導の実施率向上

・適切なエネルギー摂取量
・栄養バランスの維持
・⾼GIの⾷品摂取の減少
・塩分摂取量の減少

⾝体活動・運動
⼝腔保健
⻭周病予防禁煙

＜⽣活習慣等の改善＞

第３段

第２段

第1段

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標
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がんの年齢調整死亡率の減少

がん分野

がんの年齢調整罹患率の増加の抑制

＜がん検診＞

第１段

第２段

第３段

・受診率向上（50％）
・精検受診率の向上（90%）
・職域におけるがん検診の普及

・コールリコールを実施する市町村の割合
の向上
・市町村⽤がん検診チェックリスト実施率
の向上
・市町村における精検未把握率の減少
・健康宣⾔の中にがん検診受診を推奨
する事業所の数の増加
・がん検診の感度・特異度を把握する都
道府県の増加

＜⽣活習慣の改善＞

・成⼈喫煙率の減少
・未成年・妊婦の喫煙ゼロ
・受動喫煙の機会を有する者
の減少
・ハイリスク飲酒者の減少
・運動習慣のある者の増加
・適正体重を維持している者
の増加
・⾷塩摂取量の減少
・野菜・果物の摂取量の増加

＜感染症対策＞

・B型・C型肝炎ウィルス感染
率の減少
・B型・C型肝炎ウィルス検査
受検率の増加
・B型肝炎定期予防接種実
施率の増加
・HTLV-1 感染率の減少

・⽣活習慣の各領域における
取組
・学校におけるがん教育の普
及
・スマートライフプロジェクトなど
での普及啓発

・B型・C型肝炎ウィルス検査
と治療の普及啓発
・HTLV-1 感染とスクリーニン
グの普及啓発

⾚太字︓主⽬標項⽬ ⾚字︓副⽬標 緑字︓開発中の⽬標 ⿊字︓研究途上の⽬標



身体活動・運動
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種類等）

階層1　(生活

習慣目標）：

プロセス→アウ

トプット→アウト

カム

階層２（疾

病モデル）

： 生活習慣

→基礎的病

態→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との

関係：新規

提案・改善

提案・同一

目標

エビデンスの

有無

○：あり

✕：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

日常生活における歩数の

増加

国民健康・栄養調査 アウトカム 国

都道府県

世帯年収別

国 同一 ○

毎日60分以上身体活動を

実施する国民の割合（ガイド

ライン遵守率）の増加

特定健診・保健指導

（日常生活において歩

行又は同等の身体活動

を 1日1 時間以上実施

していますか）

アウトカム 国

都道府県別

区市町村別

医療保険者別

その他 新規提案 ○ データ提供者「その他」：NDB?

メリット：「健康づくりのための身体活動基準2013」の充足率に相当

する（国の推奨値とリンクする）、市区町村、医療保険者レベルで把

握が可能

デメリット：概念的には「歩数」と若干重複する面がある

座位行動時間の減少 国民健康・栄養調査 アウトカム 国

都道府県

世帯年収別

国 新規提案 ○ 評価、モニタリング法がまだ定まっていない

運動習慣者の割合の増加 国民健康・栄養調査 アウトカム 国

都道府県

世帯年収別

国 同一 ○

運動やスポーツを習慣的にし

ている子どもの割合の増加

文部科学省「全国体力・

運動能力、運動習慣等

調査」

アウトカム 国

都道府県別

区市町村別

国 同一 ○ 次世代の健康から再掲

小学5年生、中学2年生の悉皆調査（実施率は2019年実績で小

学5年生：96.5％、中学2年生：90.3％）

スポーツ庁ホームページ

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/kodomo

/zencyo/1411922_00001.html

高齢者の社会参加の促進

（就業又は何らかの地域活

動をしている高齢者の割合

の増加)

内閣府「高齢者の地域

社会への参加に関する

意識調査」

アウトプット 同一 ○ 高齢者の健康から再掲

健康づくりのための身体活動

基準（厚労省）を認知する

者の割合の増加

国民健康・栄養調査 アウトカム 国

都道府県

世帯年収別

国 新規提案 ✕ 評価、モニタリング法がまだ定まっていない

運動自主グループ・通いの場

に参加する高齢者の増加

アウトプット ？ 新規提案 把握方法は？

特定健康診査・特定保健指

導の実施率の向上

特定健診・保健指導 アウトプット 国

都道府県別

区市町村別

医療保険者別

その他 同一 循環器疾患からの再掲

データ提供者「その他」：NDB?

運動指導の専門家がいる保

健所の増加

アウトプット 国

都道府県

新規提案 ✕ 身体活動に特異的な目標ではなく、食生活等の他の領域で同様の

目標設定が可能

健康増進プログラムを有する

総合型地域スポーツクラブの

増加

スポーツ庁 アウトプット 国

都道府県

国 新規提案 ○ 文科省、スポーツ庁とのコラボレーションとなる。

現在、全国に3500程度あり、数は頭打ち。しかし、健康増進プログラ

ムを持つクラブは少ない。

自己点検評価の試みが見られる？モニタリングに向けては、この仕組み

に評価項目の追加が必要。

運動推進対策を実施する職

場の増加

スマートライフプロジェクト

の枠組みの活用？

アウトプット 国

都道府県

新規提案 ○ 身体活動に特異的な目標ではなく、食生活等の他の領域で同様の

目標設定が可能

徒歩・自転車で通学する

小中学生の割合の維持

文部科学省「全国体力・

運動能力、運動習慣等

調査」に質問項目を追

加

アウトプット 国

都道府県別

区市町村別

国 新規提案 ○ 文科省とのコラボレーションとなる。

徒歩・自転車・公共交通で

通勤する者の増加

国民健康・栄養調査栄

養調査

アウトプット 国

都道府県

世帯年収別

国 新規提案 ○ 国民健康栄養調査での質問紙調査項目の追加が必要

住民が運動しやすいまちづく

り・環境整備に取り組む自治

体数の増加

厚生労働省健康局がん

対策・健康増進課による

把握（現状では）

プロセス 国

都道府県

区市町村

都道府県 同一＆改善

提案

○ 立地適正化計画の目標との一体化を検討中。

市町村レベルの目標にできないか？

基準の改善が必要（現時点では、①住民の健康増進を目的とした

運動しやすいまちづくりや環境整備の推進に向け、その対策を検討す

るための協議会（庁内又は庁外）などの組織の設置、②市町村が

行う歩道、自転車道、公園及びスポーツ施設の整備や普及・啓発な

どの取組への財政的支援、のいずれかを実施していることが要件となっ

ている）

立地適正化計画（住民の

不活動対策・地域住民の交

流増加・食品へのアクセス対

策が盛り込まれた市町村立

地適正化計画の増加）

国土交通省 プロセス 国

都道府県

区市町村

新規提案 ○ 「不活動対策・地域住民の交流増加・食品へのアクセス対策が盛り込

まれた」の基準を策定する必要がある

どのように評価するのかの仕組み作りが必要（各自治体の自己評価

か？）

法令、制度等を精査中

都市交通計画（住民の不

活動対策・地域住民の交流

増加・食品へのアクセス対策

が盛り込まれた都市交通計

画（あるいは都市交通マス

タープラン）の増加）

国土交通省 プロセス 国

都道府県

区市町村

新規提案 ○ マスタープランの中身を精査する場合に、誰が確認するのか？また、

「盛り込まれた」の基準を明確化する必要がある。法令、制度等を精

査中。

表２　次期国民健康づくりプランにおける目標提案シート
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栄養・食生活
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種類等）

階層1　(生

活習慣モデ

ル）：プロセ

ス→アウトプッ

ト→アウトカム

階層２（疾

病モデル）：

生活習慣→

基礎的病態

→疾病

評価レベル：

国・都道府県・

区市町村・企

業,NPO等・そ

の他

データ提供者 第２次との

関係：新規

提案・改善

提案・同一

目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

低出生体重児の割合の減少 人口動態統計 アウトカム 国・都道府県 国 改善提案 ○ 低出生体重は、神経学的・身体的合併症の他、成

人後の生活習慣病の発症と関連

都道府県間格差を追加

肥満傾向の子どもの割合の

減少

学校保健統計 アウトカム 国・都道府県 国 改善提案 ○ 子どもの肥満は、将来の肥満や生活習慣病につながり

やすい

都道府県間格差を追加

20歳代～60歳代の男性の

肥満の割合の減少

国民健康・栄養調査、

NDB

アウトカム 国・都道府県・

保険者間

国 改善提案 ○ 体重過多や肥満は、全体死亡、がん、循環器病、糖

尿病など多くの生活習慣病と関連する

国民健康・栄養調査では、都道府県間格差をモニタリ

ングする

NDBでは、40歳～60歳代について、保険者間格差

をモニタリングする

40～60歳代の女性の肥満

の割合の減少

国民健康・栄養調査、

NDB

アウトカム 国・都道府県・

保険者間

国 改善提案 ○ 同上

20歳代～30歳代の女性の

やせの割合の減少

国民健康・栄養調査 アウトカム 国 国 同一 ○ 若年女性のやせは、子どもの低出生体重等に関連す

る

30歳代もやせが多いため、指標に含める

この年代の対象数が少なく、評価レベルは都道府県は

難しいため国レベルとする
高齢者のやせの割合の減少

（年齢要検討）

国民健康・栄養調査 アウトカム 国・都道府県 国 同一 ○ 高齢者のやせは、フレイル、生活の質や死亡と関連す

る

年代は要検討

健診データが使用できれば活用する

生活保護受給者の肥満の割

合の減少

自治体による生活保護受

給者の健康診査

アウトカム 国 区市町村 新規提案 ○ 受給者は内臓脂肪症候群の割合が高く、糖尿病、高

血圧、脂質異常症の割合が多い

健診受診率が低いため、まず受診率を上げることが必

要、また、行動変容につながる栄養プログラムが必要

食塩摂取量の減少 国民健康・栄養調査 アウトカム 国・都道府県 国 同一＆改善

提案

○ 食塩摂取量が多いことは高血圧、脳卒中、胃がんと

関連する

食塩摂取量の把握方法の検討が必要（従来の国民

健康・栄養調査の食事調査に加えて、健診で尿中ナ

トリウム測定ができるとよい）

野菜摂取量の増加 国民健康・栄養調査 アウトカム 国・都道府県 国 同一 ○ 野菜の摂取量が少ないことは、がん、脳卒中、心筋梗

塞と関連する

果物摂取量の増加 国民健康・栄養調査 アウトカム 国・都道府県 国 同一 ○ 果物の摂取量が少ないことは、がん、脳卒中、心筋梗

塞と関連する

添加糖の摂取量の減少（甘

味飲料、菓子の摂取量の減

少）

現状で情報源なし アウトプット 国 国 新規提案 ○ 添加糖の摂取は糖尿病、う蝕と関連する。現在の国

民健康・栄養調査では添加糖が算出できないため、

代替指標（甘味飲料、菓子の摂取）を用いるか要

検討。

Healthy People 2030: Reduce consumption

of added sugars by people aged 2 years

and over

主食・主菜・副菜を組み合わ

せた食事をする行動の増加

国民健康・栄養調査 アウトプット 国・都道府県 国 同一 ○ 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事は、健康の保

持増進に必要な栄養素摂取量と関連する

生鮮食品を利用する行動の

増加

現状で情報源なし アウトプット 国・都道府県 国 新規提案 ○ 加工度の高い食品の利用は、食塩や脂肪の過剰など

に関連する。加工肉の多量摂取は大腸がん、循環器

病、糖尿病のリスクが増加。将来の食生活のあるべく

方向性を提示するために必要

国民健康・栄養調査で定期的に把握する

従業員の食生活改善対策を

実施する職場の増加（健康

経営企業数）

全国健康経営推進協議

会等で把握？

アウトプット 国 企業・NPO

等

新規提案 ○ Healthy People 2030: Increase the

proportion of worksites that offer as

employee nutrition program

運動、口腔等他の分野の指標と整合性をとる

食品中の食塩や脂肪の低減

に取り組む食品企業の増加

スマートライフプロジェクトに

登録している企業数（登

録企業以外も含めるよう

検討）

アウトプット 国 国 同一 ○ 食品中の食塩や脂肪の低減は、住民の食塩や脂肪

摂取量の低下につながり、血圧の低下がみられた

（フィンランド、イギリス）

スマートライフプロジェクト登録企業以外が把握できて

いないことが課題。指標は要件等。

加工食品の自主的な栄養プ

ロファイルの作成とモニタリング

をする企業の増加

現状で情報源なし、スマー

トライフプロジェクトの要件

に追加し、モニタリング

アウトプット 国 国 新規提案 ✕ 企業の自主的な動きを促進し、取組の質をモニタリン

グできるようにするため、商品の栄養プロファイルをモニタ

リングしてもらう。食塩については減塩量を申告してもら

う。公衆衛生学的には重要。

健康的な食事・食環境の提

供に取り組む飲食店、スー

パー、コンビニ、配食サービス

会社の増加

自治体や学会等の制度へ

の登録数

アウトプット 国 都道府県 改善提案 ○ 食環境整備として飲食店の登録制度を設けている都

道府県が多い。今後は、飲食店だけでなく、スーパー、

コンビニの総菜、配食サービスに展開するように方向づ

けるため、指標は飲食店、スーパー・コンビニ、配食サー

ビスを区別して把握する。自治体から出される指標

データの精度について検討が必要。学会の取組への登

録数も含めるか検討する。
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特定給食施設（保育所、学

校、事業所等）で喫食者の

適正体重、食塩低減をしてい

る施設の増加

都道府県、保健所設置

市からの報告

プロセス 国 都道府県 改善提案 ○ 給食施設での栄養改善は従業員の食事の質の向上

や肥満改善につながる。

個々の給食施設のデータを入手することは困難であ

り、第2次では適切な指標が設定できなかった。そこ

で、次期は、保育所、学校、事業所に絞って、指標を

設定する。指標は、施設数を把握することができない

場合は、体重、食塩についてPDCAを実施している自

治体数としてはどうか。

過去1年間に経済的な理由

で家族が必要とする食料が買

えない経験

生活と支え合いに関する調

査

アウトプット 国 国 新規提案 ○ Healthy People 2030: Reduce household

food insecurity and hunger, Eliminate very

low food security in children

子どもの貧困対策に関する大綱（2019年改正）で

指標が設定された。

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標
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喫煙
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種類等）

階層1　(生活

習慣モデ

ル）：プロセス

→アウトプット→

アウトカム

階層２（疾

病モデル）：

生活習慣→

基礎的病態

→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との

関係：新規

提案・改善

提案・同一

目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

成人の喫煙率の減少

（喫煙をやめたい者がやめ

る）

厚生労働省「国民健康・

栄養調査」「国民生活基

礎調査」

アウトカム 生活習慣 国・都道府県 国 同一 ○ 厚生労働省「喫煙と健康　喫煙の健康影響に関する

検討会報告書（たばこ白書）」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-

10901000-Kenkoukyoku-

Soumuka/0000172687.pdf

未成年者の喫煙をなくす ※モニタリングのための調査

等について要検討（厚生

労働科学研究費補助金

による研究班の調査、

JASTIS調査）

アウトカム 生活習慣 国 その他 同一 ○ 厚生労働省「喫煙と健康　喫煙の健康影響に関する

検討会報告書（たばこ白書）」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-

10901000-Kenkoukyoku-

Soumuka/0000172687.pdf

妊娠中の喫煙をなくす 厚生労働省「乳幼児身体

発育調査」2020年に調

査が実施されていない？

次回の予定は？

アウトカム 生活習慣 国・都道府県 国 同一 ○ 厚生労働省「喫煙と健康　喫煙の健康影響に関する

検討会報告書（たばこ白書）」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-

10901000-Kenkoukyoku-

Soumuka/0000172687.pdf

受動喫煙（家庭・職場・飲

食店・行政機関・医療機

関）の機会を有する者の割

合の減少

厚生労働省「国民健康・

栄養調査」

「労働安全衛生調査（実

態調査）」

アウトカム 生活習慣 国・都道府県 国 同一 ○ 厚生労働省「喫煙と健康　喫煙の健康影響に関する

検討会報告書（たばこ白書）」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-

10901000-Kenkoukyoku-

Soumuka/0000172687.pdf

禁煙啓発広告を見た者の割

合の増加

※モニタリングのための調査

等について要検討

(JASTIS研究等)

アウトプット 生活習慣 国 その他 新規提案 ○ WHO Framework Convention on Tobacco

Control (FCTC) Article 13 (Tobacco

advertising, promotion and sponsorship)

タバコ製品パッケージの警告

表示を見た者の割合の増加

※モニタリングのための調査

等について要検討

(JASTIS研究等)

参考：国立がん研究セン

ター「たばこパッケージの警

告表示についての意識調

査」（2016年）

https://www.ncc.go.j

p/jp/information/pr_r

elease/2016/0530/in

dex.html

アウトプット 生活習慣 国 その他 新規提案 ○ WHO FCTC Article 11 (Packaging and

labelling of tobacco products)

タバコ製品の広告を見た者の

割合の減少

※モニタリングのための調査

等について要検討

(JASTIS研究等)

アウトプット 生活習慣 国 その他 新規提案 ○ WHO FCTC Article 13 (Tobacco advertising,

promotion and sponsorship)

Healthy People 2030 TU-22

禁煙相談支援・専門医療機

関の利用の増加

※モニタリングのための調査

等について要検討

(JASTIS研究・特定検診

における保健指導デー

タ？）

アウトプット 生活習慣 国 その他 新規提案 ○ WHO FCTC Article 12 (Education,

communication, training and public

awareness)

Healthy People 2030 TU-12, 13

禁煙治療（オンライン、禁煙

治療アプリを含む）の実施件

数の増加

※モニタリングのための調査

等について要検討(レセプ

トデータで禁煙治療の初

診分保健点数の集計)

アウトプット 生活習慣 国、都道府県 国 新規提案 ○

禁煙を試みた者・継続的な

禁煙に成功している者の割合

の増加

※モニタリングのための調査

等について要検討

(JACSIS研究/JASTIS

研究、各医療機関を対象

とした調査等)

参考：厚生労働省「ニコ

チン依存症管理料算定保

険医療機関における禁煙

成功率の実態調査」

アウトプット 生活習慣 国 その他 新規提案 ○ Healthy People 2030 TU-11, TU-14

禁煙アドバイス実施件数の増

加（診療・健診・検診・薬局

等）

※モニタリングのための調査

等について要検討

(JACSIS研究/JASTIS

研究、各医療機関を対象

とした調査等)

アウトプット 生活習慣 国 その他 新規提案 ○ WHO FCTC Article 12 (Education,

communication, training and public

awareness)

Healthy People 2030 TU-12, TU-13

受動喫煙防止に取り組む企

業数の増加

厚生労働省「労働安全衛

生調査（実態調査）」

アウトカム 生活習慣 国・都道府県 国 新規提案 ○ WHO FCTC Article 8 (Protection from

exposure to tobacco smoke)

Healthy People 2030 TU-17

受動喫煙防止条例を制定す

る自治体数の増加

厚生労働省健康局がん

対策・健康増進課による

把握

アウトプット 生活習慣 国・都道府県・区

市町村

国 新規提案 ○ WHO FCTC Article 8 (Protection from

exposure to tobacco smoke)

Healthy People 2030 TU-17

学校・職場・地域・家庭にお

ける禁煙啓発活動（メディア

キャンペーンを含む）の実施

各自治体および厚生労働

省健康局がん対策・健康

増進課による立案

プロセス 生活習慣 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案 ○ WHO FCTC Article 12 (Education,

communication, training and public

awareness)
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禁煙治療受診の促進 各自治体および厚生労働

省健康局がん対策・健康

増進課による立案

プロセス 生活習慣 国、都道府県・

区市町村

その他 新規提案 ○ WHO FCTC Article 12 (Education,

communication, training and public

awareness)

Healthy People 2030 TU-12, TU-13

タバコ製品パッケージにおける

警告表示の推進

健康増進法および個別の

厚生労働省令

プロセス 生活習慣 国 国 新規提案 ○ WHO FCTC Article 11 (Packaging and

labelling of tobacco products)

禁煙アドバイス実施の義務付

け（診療・健診・検診・薬局

等）

各自治体および厚生労働

省健康局がん対策・健康

増進課による立案

プロセス 生活習慣 国・都道府県・

区市町村

その他 新規提案 ○ WHO FCTC Article 12 (Education,

communication, training and public

awareness)

Healthy People 2030 TU-12, TU-13

受動喫煙防止政策（改正

健康増進法）の推進

厚生労働省「国民健康・

栄養調査」「労働安全衛

生調査（実態調査）」

プロセス 生活習慣 国・都道府県 国 新規提案 ○ WHO FCTC Article 8 (Protection from

exposure to tobacco smoke)

Healthy People 2030 TU-18, TU-19, ECBP-

DO6

タバコ製品価格およびタバコ

税の引き上げ

財務省「たばこ税等に関す

る資料」

https://www.mof.go.

jp/tax_policy/summa

ry/consumption/d09.

htm

プロセス 生活習慣 国 国 新規提案 ○ WHO FCTC Article 6 (Price and tex

measures to reduce the demand for

tobacco)

タバコ製品の広告・販売・

提供に関する規制法の制定

各自治体および厚生労働

省健康局がん対策・健康

増進課による立案

プロセス 生活習慣 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案 ○ WHO FCTC Article 13 (Tobacco advertising,

promotion and sponsorship)

Healthy People 2030 TU-22

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標
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飲酒
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種

類等）

階層1　(生活

習慣モデ

ル）：プロセス

→アウトプット→

アウトカム

階層２（疾

病モデル）：

生活習慣→

基礎的病態

→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との関

係：新規提

案・改善提

案・同一目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

生活習慣病のリスクを高める

量を飲酒している者（一日

当たりの純アルコール摂取量

が男性40g以上、女性20g

以上の者）の割合の減少

厚生労働省「国民

健康・栄養調査」

アウトカム 国 国 同一 ○

未成年者の飲酒をなくす 厚労科研尾崎班 アウトカム 国 その他 同一 ○ ※2015までで研究費が終了していると考えられるため、

今後、詳細情報について取得し、モニタリングについて検

討する

妊娠中の飲酒をなくす 厚生労働省「乳幼

児身体発育調査」

アウトカム 国 国 同一 ○

アルコールに起因する健康障

害などの減少

新規提案 ○

アルコールに起因する健康障

害などの減少:(1)アルコール

依存症患者の減少

AMED「アルコール

依存症の実態把

握、地域連携によ

る早期介入・回復

プログラムの開発に

関する研究」

アウトカム 国 その他 新規提案 ○ Healthy People 2030 Reduce the proportion

of people who had alcohol use disorder in

the past year — SU‑13

※2015までで研究費が終了していると考えられるため、

今後、詳細情報について取得し、モニタリングについて検

討する

アルコールに起因する健康障

害などの減少:(2)アルコール

性肝疾患による死亡の減少

人口動態統計 アウトカム 国 国 新規提案 ○ Healthy People 2030 Reduce cirrhosis

deaths — SU‑02

アルコールに起因する健康障

害などの減少:(3)アルコール

健康障害に関連する飲酒運

転事故数の減少

警察庁 アウトプット 国 国 新規提案 ○ アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコー

ル健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指

導等)

アルコールに起因する健康障

害などの減少:(4)アルコール

健康障害に関連する暴力・虐

待(他者への悪影響含む)の

減少

AMED「アルコール

依存症の実態把

握、地域連携によ

る早期介入・回復

プログラムの開発に

関する研究」

アウトプット 国 その他 新規提案 ○ アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコー

ル健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指

導等)

アルコールに起因する健康障

害などの減少:(5)アルコール

健康障害に関連する自殺等

の減少

警察庁 アウトプット 国 国 新規提案 ○ https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/jis

atsu/R02/R01_huroku.pdf

アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコー

ル健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指

導等)

アルコールに起因する健康障

害などの減少:(6)アルコール

性肝疾患による受診者・死亡

者の低減

患者調査 アウトプット 都道府県 国 新規提案 ○

飲み放題を提供している飲食

店の減少

※モニタリングのため

の調査等について

要検討(食べログ等

のレビューサイトで

飲み放題でヒット数

を検索する等?)

アウトプット 都道府県・市区町

村

企業・NPO

等

同一＆改善

提案

○ ※モニタリングのための調査等について要検討

飲酒に伴うリスクに関する知識

及びアルコール依存症に対す

る認識の向上

※モニタリングのため

の調査等について

要検討(内閣府

H28アルコール依

存症に対する意識

に関する世論調

査)

アウトプット 国 国 新規提案 ○ アルコール健康障害対策推進基本計画(１．教育の

振興等)　https://survey.gov‑

online.go.jp/tokubetu/h28/h28-alcohol.pdf

内閣府でH28にアルコール依存症に対する意識に関す

る世論調査を実施しているが、継続されていない様子な

ので、モニタリングについて要検討

自動車教習所における飲酒

運転防止に係るカリキュラムの

履行率上昇

※モニタリングのため

の調査等について

要検討(警察庁?)

アウトプット 都道府県 新規提案 ○ アルコール健康障害対策推進基本計画(１．教育の

振興等)

警察庁でH20,21に「新しい取消処分者講習（モデル

事業）の実施結果についての調査研究」が行われてい

るが、その後の詳細不明のためモニタリングの方法につい

て要検討。

酒類業界における広告・宣伝

に関する自主基準の違反率

減少

公益社団法人アル

コール健康医学協

会・酒類の広告審

査委員会

アウトプット 国 企業・NPO

等

新規提案 ○ http://www.rcaa.jp/member/index.html

アルコール健康障害対策推進基本計画（２．不

適切な飲酒の誘引の防止）

酒類業界における交通広告

の全面自粛

モニタリングの方法

について要検討

アウトプット 国 企業・NPO

等

新規提案 ○ アルコール健康障害対策推進基本計画（２．不適

切な飲酒の誘引の防止)
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https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/jisatsu/R02/R01_huroku.pdf                           アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコール健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指導等)
https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/jisatsu/R02/R01_huroku.pdf                           アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコール健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指導等)
https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/jisatsu/R02/R01_huroku.pdf                           アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコール健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指導等)
https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/jisatsu/R02/R01_huroku.pdf                           アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコール健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指導等)
https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/jisatsu/R02/R01_huroku.pdf                           アルコール健康障害対策推進基本計画(５．アルコール健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指導等)
http://www.rcaa.jp/member/index.html                                        アルコール健康障害対策推進基本計画（２．不適切な飲酒の誘引の防止）
http://www.rcaa.jp/member/index.html                                        アルコール健康障害対策推進基本計画（２．不適切な飲酒の誘引の防止）
http://www.rcaa.jp/member/index.html                                        アルコール健康障害対策推進基本計画（２．不適切な飲酒の誘引の防止）


酒類業者における酒類販売

管理研修の受講率向上

国税庁(H29より

研修が義務化、税

務署で管理されて

いる様子だが統計

資料としては公開さ

れていない)

アウトプット 都道府県 国 新規提案 ✕ https://www.nta.go.jp/taxes/sake/hambai/

mokuji.htm

https://www.nta.go.jp/taxes/sake/koseitori

hiki/tokusyu201604/05_kaisei_setsumei.pdf

アルコール健康障害対策推進基本計画（２．不適

切な飲酒の誘引の防止）

アルコール依存症専門医療機

関の全都道府県整備

依存症対策全国

センター

アウトプット 都道府県 その他 新規提案 ✕ https://www.ncasa-japan.jp/you-

do/treatment/treatment-map/

アルコール健康障害対策推進基本計画（４．ア

ルコール健康障害に係る医療の充実等)

飲酒に関するガイドライン策定 アウトプット 国 国 新規提案 ✕ 第二次アルコール健康障害対策推進基本計画

依存症患者のモニタリング

(AUDIT１５点以上（依

存症のレベル・８点以上（飲

酒関連問題があるレベル）)

AMED「アルコール

依存症の実態把

握、地域連携によ

る早期介入・回復

プログラムの開発に

関する研究」

プロセス 都道府県 新規提案 ○

成人におけるheavy

episodic drinkingのモニ

タリング

AMED「アルコール

依存症の実態把

握、地域連携によ

る早期介入・回復

プログラムの開発に

関する研究」

プロセス 都道府県 国 新規提案 ○

アルコール依存症患者の受療

率向上

患者調査 プロセス 国 国 新規提案 ○ Healty People 2030 Increase the proportion

of people with a substance use disorder

who got treatment in the past year — SU‑

01

健康診断及び保健指導にお

けるアルコール使用障害スク

リーニングとブリーフインターベン

ションの実施評価

※モニタリングのため

の調査等について

要検討(スクリーニ

ングやBIの実施率

を推計するのは困

難→国立病院機

構肥前精神医療

センターのHAPPY

プログラムの研修を

受けた自治体数の

推移などを代替指

標とする?)

プロセス 都道府県・市区町

村

新規提案 ○ アルコール健康障害対策推進基本計画(３．健康診

断及び保健指導)→”アルコール健康障害を予防するた

めの早期介入の手法（危険な飲酒や有害な飲酒への

有効性が国際的に示されている介入手法であるブリーフ

インターベンションの効果検証を含む。）について、また、

保健指導におけるアルコール使用障害スクリーニングとそ

の評価結果に基づくブリーフインターベンションがどの程度

行わ

れているのか、調査研究を行う。”

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標
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https://www.ncasa-japan.jp/you-do/treatment/treatment-map/                  アルコール健康障害対策推進基本計画（４．アルコール健康障害に係る医療の充実等)
https://www.ncasa-japan.jp/you-do/treatment/treatment-map/                  アルコール健康障害対策推進基本計画（４．アルコール健康障害に係る医療の充実等)
https://www.ncasa-japan.jp/you-do/treatment/treatment-map/                  アルコール健康障害対策推進基本計画（４．アルコール健康障害に係る医療の充実等)
https://www.ncasa-japan.jp/you-do/treatment/treatment-map/                  アルコール健康障害対策推進基本計画（４．アルコール健康障害に係る医療の充実等)


歯・口腔
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種

類等）

階層1　(生活

習慣モデ

ル）：プロセス

→アウトプット→

アウトカム

階層２（疾

病モデル）：

生活習慣→

基礎的病態

→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との関

係：新規提

案・改善提

案・同一目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

咀嚼良好者の割合の増加

（口腔機能の維持・向上）・

その健康格差

国民健康・栄養調

査

NDBデータ

アウトカム 国・都道府県・

区市町村

国 同一＆改善

提案

○ ・他分野の目標値で年齢を必ずしも区切っているわけで

はないので、「６０歳代」の表記を削除

・咀嚼能力と栄養状態や要介護発生などの関連の研

究の存在

・咀嚼能力は現在歯数と相関

歯の喪失の減少（80歳で

20歯以上、60歳で24歯以

上、40歳で喪失歯なし）・

その健康格差

厚生労働省「歯科

疾患実態調査」

NDBデータ

アウトカム 国・都道府県・

区市町村

国 同一＆改善

提案

○ ・３つの年齢で別々だった目標を統合する提案

・現在歯数とQOLや死亡率等との関連の研究の存在

・5年に1度の調査なので、行政の計画やPDCAに利用

しにくい。そのため独自調査を行う自治体もあるが、予

算やマンパワーがかかる。歯科検診ではなく質問紙で把

握する場合は、歯科以外の調査に含めることで把握が

容易になる。

10歳代・20 歳代・３０歳

代における歯肉に炎症所見を

有する者の割合の減少・その

健康格差

厚生労働省「国民

健康・栄養調査」

NDBデータ

アウトカム 国・都道府県・

区市町村

国 同一＆改善

提案

○ ・歯周病の有病率は４０歳代以降で高いが、発生率

は３０歳代で高いため、１次予防に資する目標として

重要だと考えられる。

進行した歯周炎を有する者の

割合の減少・その健康格差

厚生労働省「歯科

疾患実態調査」

NDBデータ

アウトカム 国・都道府県・

区市町村

国 同一＆改善

提案

○ ・４０歳代、６０歳代と年齢で別々だった目標を統合

する提案

・歯周病の有病者の多い年代の２次予防のために重

要だと考えられる。

う蝕が ない者の割合の増加

（３歳、１２歳）・その健康

格差

厚生労働省実施

状況調べ（３歳

児歯科健康診

査）、文部科学省

「学校保健統計調

査」

アウトカム 国・都道府県

（１２歳児）・

区市町村

（３歳児）

国 同一＆改善

提案

○ ・３歳と１２歳で年齢で別々だった目標を統合する提

案

・これまで１２歳児は平均う歯本数だったが、正規分

布していない指標に平均値が適さないことから、３歳と

同様の有病率を提案

未処置う蝕がない者の割合

の増加（子供から成人、高

齢者まで）・その健康格差

厚生労働省「歯科

疾患実態調査」

アウトカム 国 国 新規提案 ○ ・国際的な指標と整合。日本でも約３割の人が治療を

していないう蝕を有する。

過去 1 年間に歯科検診を受

診した者の割合の増加 (20

歳以上）・その健康格差

厚生労働省「国民

健康・栄養調査」

アウトプット 国・都道府県・

区市町村

国 同一 ○ ・治療により歯周病やう蝕の減少につながる

・一次予防にもつながりうる

歯ブラシを用いた歯みがきに

加えてデンタルフロスや歯間

ブラシを使う者の割合の増

加・その健康格差

厚生労働省「歯科

疾患実態調査」

アウトプット 国 国 新規提案 ○

フッ化物応用の経験が有る者

の割合の増加・その健康格差

厚生労働省「歯科

疾患実態調査」

アウトプット 国 国 新規提案 ○ 子どもから高齢者までう蝕予防のエビデンスがある

菓子類の減少・その健康格差 厚生労働省「国民

健康・栄養調査」

アウトプット 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案 ○

喫煙をしていない者の割合の

増加・その健康格差

厚生労働省「国民

健康・栄養調査」

アウトプット 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案 ○ 喫煙は歯周病のリスク

障害者支援施設及び障害児

入所施設での定期的な歯科

検診実施率の増加

アウトプット 新規提案 ○ 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項に設定され

ている項目

集団フッ化物洗口を実施して

いる幼稚園・保育園・学校の

増加

日本むし歯予防

フッ素推進会議「集

団応用でのフッ化

物洗口状況の実

態調査」

アウトプット 都道府県 企業・NPO

等

新規提案 ○ 厚生労働省からガイドラインが出されており、う蝕とその

健康格差の減少の報告がある

常勤の歯科衛生士・歯科医

師のいる保健所・保健センター

の割合の増加

厚生労働省「地域

保健・健康増進事

業報告」

プロセス 都道府県・市町村 国 新規提案 自治体での歯科医師・歯科衛生士の配置は極めて少

なく、全く配置のない自治体も多い

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標

前回からの削除（健康日本２１（第二次）からの削除はなし（年齢を合算して項目を減らしたため））

３歳児で不正咬合等が認め

られる者の割合の減少・その健

康格差

アウトカム 新規提案 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項に設定され

ている項目

３歳での減少させるための方策はあるのか？ないのであ

れば上の年齢にずらすか質問を変えるべきでは？

健康経営に歯科保健を含める

企業の割合の増加（歯科検

診の実施や自動販売機での

清涼飲料水を販売しない、禁

煙環境を整備している）

アウトプット 新規提案 ６４歳以下での疾病別の国民医療費で歯科疾患は

最大

う蝕や肥満のリスクである清涼飲料水を減らす、また歯

周病のリスクである喫煙を減らす、環境対策のために
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歯科口腔保健の推進に関す

る条例を制定している都道府

県の増加

8020推進財団

「都道府県歯科保

健条例制定マップ

」

プロセス 都道府県・市町村 企業・NPO

等

新規提案 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項に設定され

ている項目

受動喫煙防止などタバコ政策

に関する条例を制定している

自治体の割合の増加

プロセス 都道府県・市町村 新規提案 ○ 歯周病のリスク要因であるタバコへの暴露を減少させる

環境対策のために

水道法の水質基準内での、

う蝕が抑制される濃度の水道

水の地域の割合の増加

日本水道協会「水

道統計」

プロセス 市町村 企業・NPO

等

新規提案 ○ 日本の水道水に自然に入っているフッ化物濃度でもう

蝕予防の報告があり、フッ化物濃度調整に対しては厚

生労働省から技術的支援が行えることが示されている

介護老人福祉施設及び介護

老人保健施設での定期的な

歯科検診実施率の増加

アウトプット 新規提案 ○ 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項に設定され

ている項目

健康日本２１というよりも、介護・訪問診療の方向性

で進められている

－119－



高齢者の健康
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種

類等）

階層1　(生活

習慣モデ

ル）：プロセス

→アウトプット→

アウトカム

階層２（疾

病モデル）：

生活習慣→

基礎的病態

→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との関

係：新規提

案・改善提

案・同一目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

要介護状態への移行抑制 介護保険事業状

況報告

疾病 国・都道府県・

区市町村

国 同一 ○ ・介護保険事業状況報告

（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/84-

1.html）

認知症の発症や進行の抑制 介護保険総合デー

タベース

疾病 国・都道府県・

区市町村

国 同一 ○ ＊介護保険総合データベースに収載された認知症高

齢者の日常生活自立度を用いて集計することを想定

・介護保険総合データベース（社会保障審議会介護

保険部会(第84回)参考資料：

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000

/000560216.pdf）

・厚生労働省：認知症施策の推進

（https://www.mhlw.go.jp/file/05-

Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-

Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/00000

21004.pdf）
幸福感やメンタルヘルス低下の

予防

介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査

患者調査

満足度・生活の質

に関する調査

疾病 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案 ○ 心の健康・休養の分野と調整

＊幸福感に関しては、満足度への変更も考慮する

＊介護予防・日常生活圏域ニーズ調査については、全

国調査ではない

＊過去に幸福感の評価が収載されていた国民生活白

書、国民生活選好度調査、生活の質に関する調査に

ついては、近年実施されていない

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（第８期介護

保険事業計画作成に向けた各種調査等に関する説明

会：

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/00001

38653_00002.html）

・患者調査

（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/10-

20.html）

・満足度・生活の質に関する調査

（https://www5.cao.go.jp/keizai2/manzoku

/index.html）
生活習慣病の有病者割合の

減少

国民・健康栄養調

査

患者調査

基礎的病態 国・都道府県 国 新規提案 ○ 循環器疾患、糖尿病、喫煙・飲酒、身体活動・運動の

分野と調整

・国民・健康栄養調査

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/k

enkou_eiyou_chousa.html）

・患者調査

（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/10-

20.html）
フレイル（ロコモティブシンドロー

ムを含む）割合の減少

後期高齢者の質

問表

（日本整形外科

学会による調査）

基礎的病態 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案 ○ 身体活動・運動の分野と調整

＊フレイルに関する全国調査は実施されていない

後期高齢者の質問表

（https://www.mhlw.go.jp/content/000605

506.pdf）

社会的孤立・孤独・閉じこもり

者割合の減少

国勢調査

高齢社会対策に

関する調査(高齢

者の生活実態に関

する調査・高齢者

の地域社会への参

加に関する意識調

査）

基礎的病態 国・都道府県・

区市町村

国 同一＆改善

提案

○ 社会環境の整備、心の健康・休養の分野と調整

＊高齢社会対策に関する調査については、年度により

調査項目が異なる

・国勢調査

（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/202

0/index.html）

・高齢社会対策に関する調査

（https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/ken

kyu.html）

うつの発症や進行の抑制 国民生活基礎調

査

患者調査

基礎的病態 国・都道府県 国 同一 ○ 心の健康・休養の分野と調整

・国民生活基礎調査

（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/20-

21.html）

・患者調査

（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/10-

20.html）
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主体的な社会参加や就労、

人のつながり

社会生活基本調

査

国民・健康栄養調

査

生活習慣 国・都道府県 国 同一 ○ 社会環境の整備の分野と調整

・社会生活基本調査

（https://www.stat.go.jp/data/shakai/2016

/index.html）

・国民・健康栄養調査

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/k

enkou_eiyou_chousa.html）

身体活動・運動 国民・健康栄養調

査

（厚生労働省健

康局健康課による

把握）

生活習慣 国・都道府県 国 同一 ○ 身体活動・運動の分野と調整

・国民・健康栄養調査

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/k

enkou_eiyou_chousa.html）

栄養・食生活・口腔機能 国民・健康栄養調

査

歯科疾患実態調

査

生活習慣 国・都道府県 国 同一＆改善

提案

○ 栄養・食生活、歯・口腔の健康の分野と調整

・国民・健康栄養調査

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/k

enkou_eiyou_chousa.html）

・歯科疾患実態調査

（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/62-

17.html）

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標
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循環器疾患
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種

類等）

階層1　(生活

習慣モデ

ル）：プロセス

→アウトプット

→アウトカム

階層２（疾

病モデル）：

生活習慣→

基礎的病態

→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との

関係：新規

提案・改善

提案・同一

目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

脳血管疾患の年齢調整死亡率の

減少

人口動態調査 アウトカム 疾病 都道府県 国 同一 ○ HDS-02

虚血性心疾患の年齢調整死亡率

の減少

人口動態調査 アウトカム 疾病 都道府県 国 同一 ○ HDS-03

脳血管疾患の年齢調整入院率の

減少

NDB アウトカム 疾病 国 国 新規提案 ○ 予防の評価をするには発症で評価する必要があるが現時点ではその

指標がない。またレセプトから発症を同定する共通指標もない。単純

に病名+入院を把握するという簡便法も可能。しかし初発と再発の区

分を付けるのは困難で限界もある。

虚血性心疾患の年齢調整入院率

の減少

NDB アウトカム 疾病 国 国 新規提案 ○ 同上

収縮期血圧値の低下 国民・健康栄養調

査

アウトプット 基礎的病態 都道府県 国 同一 ○ 類似→HDS-04(血高値者割合の減少）

高（LDL)コレステロール血症有病

率の減少

国民・健康栄養調

査

アウトプット 基礎的病態 都道府県 国 同一 ○ 類似→HDS-06(平均の総コレステロールの低下）

成人の喫煙率の減少 国民・健康栄養調

査

アウトプット 基礎的病態 都道府県 国 同一 ○ 喫煙分野と調整。生活習慣ではあるがニコチン依存症という視点、危

険因子を介在せず循環器疾患の発症と関連するため基礎的病態とし

た。
糖尿病有病者の増加の抑制 国民・健康栄養調

査

アウトプット 基礎的病態 都道府県 国 同一 ○ 糖尿病分野で作成、要調整

食塩摂取量の減少 国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 栄養・食生活の分野と調整（環境整備面含む）

野菜と果物の摂取量の増加 国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 栄養・食生活の分野と調整（環境整備面含む）

肥満の割合の減少 国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 栄養・食生活の分野と調整

日常生活における歩数の増加 国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 身体活動・運動の分野と調整（環境整備面含む）

運動習慣者の割合の増加 国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 身体活動・運動の分野と調整（環境整備面含む）

生活習慣病のリスクを高める量を

飲酒している者の割合の減少

国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 飲酒の分野と調整（環境整備面含む）

高血圧者における降圧剤服用率

の増加

国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 同一＆改善

提案

○ 現状でも高血圧者における服用率であるが、より明確に記載。類似

→HDS-05(血圧コントロール者の増加）

高（LDL)コレステロール血症者に

おける服薬治療率の増加

国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 新規提案 ○ HDS-07

飽和脂肪摂取割合（％エネル

ギー）の減少

国民・健康栄養調

査

プロセス 生活習慣 都道府県 国 新規提案 ○ 栄養・食生活の分野と調整（環境整備面含む）。参考：NWS-

11、（論点）日本動脈硬化学会のガイドラインの食事療法で唯一

のエビデンスレベル１+（複数のRCTあり）。LDLコレステロールの低

下を介して、虚血性心疾患の低下に繋がる可能性あり。ただし観察

研究では飽和脂肪酸摂取が少ないと脳卒中（特に脳内出血が多

い）の発症リスクが高くなるという内外のエビデンスあり（コレステロール

が低い場合も同様）。６NC健康寿命延伸をめざした疾患横断的予

防指針 にも記載。

特定健康診査・特定保健指導の

実施率の向上（循環器疾患の発

症リスク評価を含む）

国民・健康栄養調

査

アウトプット 基礎的病態 都道府県 国 同一＆改善

提案

✕ HDS-D07（個人の循環器疾患のリスク評価、重要だがエビデンスは

少ないという位置づけになっている）

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標

注）Healthy People 2030のHeart Disease and Stroke Workgroup Objectivesの番号をHDS-XXで記載。栄養・食生活、身体活動・運動、糖尿病の分野について記載していない（NWS-11を除く）。

注2）厚生労働省「循環器病対策推進基本計画」および日本循環器学会、日本脳卒中学会の「脳卒中・循環器病克服第二次5カ年計画」との整合性を図る（https://www.jsts.gr.jp/img/20210226_5kanenn.pdf）。な

お入院治療や急性期治療関する指標についてはここでは言及していない。
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こころの健康
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種類

等）

階層1　(生活

習慣モデ

ル）：プロセス

→アウトプット→

アウトカム

階層２（疾

病モデル）：

生活習慣→

基礎的病態

→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との

関係：新規

提案・改善

提案・同一

目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

うつ病の年間患者数の減少 NDB（補助的に世

界精神保健調査日

本調査）

疾病 都道府県 国 新規提案 ○ うつ病は最も頻度の高い精神疾患であり、疾病負担も

大きい。

うつ病をはじめとする精神疾患はもともと受療率が低い

ため、うつ病の有病率が上昇していなくても受療率が上

がれば患者数は見かけ上増えてしまう。

NDBには生活保護等が含まれていない。

抗うつ薬を処方するために保険病名としてうつ病の診

断がつけられることが少なくない。

NDB上では寛解後も病名が残る。

心理的苦痛を感じる者の割

合の減少

国民生活基礎調査 基礎的病態 都道府県 国 同一 ○ 約4分の１の国民が中等度以上の心理的苦痛（K6

で5点以上）を抱えていることが示されている。

K6が5点以上であることと身体症状および社会機能

障害との関連が示されている。

子どもを持つ親における心理

的苦痛を感じる者の割合の

減少

国民生活基礎調査 基礎的病態 都道府県 国 同一＆改善

提案

○ 上記のサブグループとして1歳児以下の子どもを持つ親

を抽出することを提案

妊産婦の死因1位が自殺であり、父親の精神的不調

に関してもエビデンスが蓄積されてきている。

重度の心理的苦痛を抱えな

がら精神科医療機関を

受診しない人の減少

国民生活基礎調査

(補助的に世界精神

保健調査日本調

査)

基礎的病態 都道府県 国 新規提案 Healthy People 2020でも"Increase the 

proportion of adults aged 18 years and 

older with serious mental illness (SMI) who 

receive treatment" が目標として挙げられている。

一方、軽症者への受診勧奨は必ずしも望ましいとは限

らない。

受診率が向上しても有病率・有症率は下がらないこと

が先行研究で指摘されている。

適正な睡眠の確保（他領域

の再掲）

生活習慣 新規提案 ○ 「休養」の目標に準じる

身体活動量の増加（他領域

の再掲）

生活習慣 新規提案 ○ 「身体活動・運動」の目標に準じる

適切な食生活（他領域の再

掲）

生活習慣 新規提案 ○ 「栄養・食生活」の目標に準じる。

ただし、精神健康への好影響が最も示されている食事

パターン・食品は地中海式食事および魚等であり、エビ

デンスとしては「栄養・食生活」の目標とは少し異なる。

多量飲酒者等の減少（他領

域の再掲）

生活習慣 新規提案 ○ 「飲酒」の目標に準じる

喫煙率等の減少（他領域の

再掲）

生活習慣 新規提案 ○ 「喫煙」の目標に準じる

歯の喪失防止等（他領域の

再掲）

生活習慣 新規提案 ○ 「歯・口腔の健康」の目標に準じる

仕事上の不安、悩み又はスト

レスについて、職場に事業場

外資源を含めた相談先がある

労働者の割合の増加

労働安全衛生調査 生活習慣 都道府県 国 改善提案 ○ 「第13次労働災害防止計画」の目標に準じて記載し

たが、健康日本21（第3次）では2021年中に作成

されると考えられる「第14次労働災害防止計画」の目

標に準じることが望ましいと考えられる。労働基準局等

との情報共有が望ましい。

メンタルヘルス対策に取り組ん

でいる事業場の割合の増加

労働安全衛生調査 生活習慣 都道府県 国 改善提案 ○ 同上

ストレスチェック結果を集団

分析し、その結果を活用して

いる事業場の割合の増加

労働安全衛生調査 生活習慣 都道府県 国 改善提案 ○ 同上

子どもを持つ親における重度

の心理的苦痛を感じる者の

割合の減少（再掲）

国民生活基礎調査 生活習慣 都道府県 国 新規提案 ○ 親の精神疾患は小児期逆境体験の1つに含まれてい

ることから。

なおアメリカでは2017年に法律が制定され、CDCが小

児期逆境体験をモニタリングすることとされている。

（"The Centers for Disease Control and 

Prevention must encourage states to 

collect and report data on adverse 

childhood experiences."）

悩みを相談できない人の割合

の減少

国民生活基礎調査 生活習慣 都道府県 国 新規提案 ○ 2016年の時点では大部分の人が悩みを相談できて

いる。

ただ、コロナ禍でこの割合が減少している可能性はあ

り、また将来的に「孤立」が大きな公衆衛生上の課題

になる可能性もあり、2016年の水準を維持できている

かどうかについて第三次でフォローを続けた方がよいかも

しれない。
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自殺者の減少 第二次の目標項目であったが、自殺総合対策大綱で

12の重点施策が示されており、それらが健康日本21

の階層モデルと整合性を持ちにくく、次期は不要とする

方向で検討している。

小児人口10万人当たりの小

児科医師の割合の増加

第二次の目標項目であったが、学会ベースのデータとな

ること、市町村で取り組みを行うことが不可能な目標で

あることから、次期では不要と考える。

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標
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糖尿病
取組目標 数値目標 評価に使う情報源（政

府統計の種類等）

階層1　(生活習

慣モデル）：プロ

セス→アウトプット

→アウトカム

階層２（疾病モ

デル）：生活習

慣→基礎的病態

→疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市

町村・企業・医療

保険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との

関係：新

規提案・改

善提案・同

一目標

エビデンス

の有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

糖尿病腎症による

年間新規透析導入

患者数）数（年齢

調整、人口10万

人対）

日本透析医学会調→

NDB/KDBへ

アウトカム 疾病 透析医学会デー

タなら、国・都道

府県

KDB/NDB等の

活用なら国・都道

府県、市区町村・

医療保険者

企業・NPO

等

同一＆改

善提案

○ ・第二次から継続的に実施。重症化予防のアウトカムとしても

重要

・日本透析医学会公表値を活用している。医療機関からの登

録なので、登録漏れ、時期ずれがあるかもしれない。市区町村

別の公表は都道府県支部（腎臓財団）により差がある。

・国・都道府県・国保など医療保険者で、共通した指標で評

価するためにはKDB/NDBの活用を提案したい。年齢の範囲

を限定したり、年齢調整が調整可能な点からもデータソースを

変更したほうが良い。

・高齢化の影響や医療資源の影響を受ける。

糖尿病による失明

の減少（年齢調

整、人口10万人

対）

障がい者手帳の発行数

を把握

アウトカム 疾病 区市町村 区市町村 新規提案 ○ Healthy People 2030の項目

わが国では障がい者手帳の交付で把握している自治体はある

が、全国集計値はない（研究的に実施のみ）

区市町村は把握可能。

年に1回の眼底検

査を受ける糖尿病

患者の割合の増加

糖尿病実態調査を強

化もくは　医療レセプト

分析（NDB、KDB）

医療のプロセス、

患者の行動アウト

プット

疾病 国 国 新規提案 ○ Healthy People 2030の項目

NDB・KDBにて分析可能（国立国際医療研究センター調

査）

尿アルブミン検査を

年に一回は受けてい

る糖尿病患者の割

合

医療レセプト分析

（NDB、KDB）

医療のプロセス 疾病 国・都道府県・

医療保険者

医療保険者 〇 国立国際医療研究センター（健保組合データ分析）

http://drc.ncgm.go.jp/news/pressrelease/2018/2

0190308.html

治療継続者の割合

の増加

国民健康・栄養調査→

NDB/　KDBへ

アウトプット 疾病 国・都道府県・

医療保険者

その他 同一＆改

善提案

○ 国・都道府県・国保など医療保険者で、共通した指標で評価

するためにはKDB/NDBの活用を提案したい。

糖尿病の患者教育

を受けている者の割

合の増加

日本糖尿病学会認定

教育施設に関する統計

データ等

アウトプット 疾病 Healthy People 2030の項目

患者教育を受ける機会がある（ストラクチャー）

患者が教育を受ける行動をする（アウトプット）

日本糖尿病学会認定教育施設の配置状況など

HbA1cが8.0 %

以上の者の割合の

減少

NDB：特定健康診査・

特定保健指導の実施

状況

アウトカム 疾病 国・都道府県・

医療保険者で

評価可能

区市町村 同一 ○ 8.4% はJDS時代のなごり。学会ガイドライン等と整合性をと

り、8.0％以上の割合に変更することを提案したい。（参考：

Healthy　People では9.0％以上としているが、より良好なコ

ントロールを目指すべき）

糖尿病年齢調整有

病率の減少

国民健康・栄養調査→

NDB/　KDBへ

アウトカム 疾病 国・都道府県・

医療保険者

同一＆改

善提案

○ 国・都道府県・国保など医療保険者で、共通した指標で評価

するためにはKDB/NDBの活用を提案したい。年齢調整、標

準化該当人数、該当比などで比較可能な数値とする。

自分が糖尿病予備

群であることを知らな

い人の割合の減少

国民健康・栄養調査で

尋ねる

プロセス 国 Healthy　People 2030 の指標

特定健診で保健指導判定値の人に、自覚を尋ねるなどの方

法が想定される。

メタボリックシンド

ローム及び予備群

の年齢調整該当率

NDB：特定健康診査・

特定保健指導の実施

状況

アウトカム 基礎的病態 国・都道府県・

医療保険者

国 同一 ○ 第二次より継続して評価。

対策のアウトカムとして重要

市区町村では国保データを把握できるが、被用者保険も含め

全住民での分析が重要

特定健康診査の

実施率

NDB：特定健康診査・

特定保健指導の実施

状況

アウトプット 国・都道府県・

医療保険者

同一 ○ 対策指標　Healthy People 2030では年に一回健康診査

を受ける人の割合として表現されている。

糖尿病対策の入り口であり重要な指標

特定保健指導の

実施率

NDB：特定健康診査・

特定保健指導の実施

状況

アウトプット 国・都道府県・

医療保険者

同一 ○ 対策指標

Healthy People 2030 の、CDCが認めた糖尿病予防プロ

グラム（USA ではDevelopmental）に相当するがわが国で

は第二次より指標化。

糖尿病性腎症重症

化予防事業に取り

組む自治体

保険者全数調査 プロセス 都道府県・

市区町村

国 改善提案 対策指標　保険者努力支援制度、保険者全数調査で把握

肥満の割合の減少 国民・健康栄養調査 アウトカム 基礎的病態 国・都道府県・医

療保険者

国 同一 ○ 栄養・食生活の分野と調整

高齢期のやせ（サ

ルコペニア、フレイ

ル）の減少

国民・健康栄養調査 アウトカム 基礎的病態 国・都道府県・医

療保険者

栄養・食生活の分野と調整

糖尿病に合併したやせの減少などとしてもよい。

日常生活における

歩数の増加

国民・健康栄養調査 アウトカム 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 身体活動・運動の分野と調整

運動習慣者の割合

の増加

国民・健康栄養調査 アウトカム 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 身体活動・運動の分野と調整

生活習慣病のリスク

を高める量を飲酒し

ている者の割合の減

少

国民・健康栄養調査 アウトカム 生活習慣 都道府県 国 同一 ○ 飲酒の分野と調整

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標
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がん
取組目標 数値目標 評価に使う情報源

（政府統計の種類

等）

階層1　(生活習

慣モデル）：プロ

セス→アウトプット

→アウトカム

階層２（疾病モデ

ル）：生活習慣

→基礎的病態→

疾病

評価レベル：国・

都道府県・区市町

村・企業・医療保

険者・その他

自記式（複数回

答可）

データ提供者 第２次との

関係：新規

提案・改善

提案・同一

目標

エビデンスの

有無

○：あり

×：なし

補足事項：以下について補足願います。

・諸外国の参考にした取り組み目標

・効果に関するエビデンス

・項目の重要性について

・懸念事項

・「その他」を選んだ場合はその中身

・その他の補足事項

がんの年齢調整罹患率の

増加の抑制

全国がん登録調査 第３段（疾病） 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案

がんの年齢調整死亡率の

減少

人口動態調査 第３段（疾病） 国・都道府県・

区市町村

国 同一

B型・C型肝炎ウィルス感染率

の減少

厚生労働科学研究 第２段 国・都道府県 国 新規提案 ○

B型・C型肝炎ウィルス検査受

検率の増加

厚生労働科学研究 第２段 国・都道府県 国 新規提案 ○

B型肝炎定期予防接種実施

率の増加

地域保健・健康増進

事業報告

第２段 国・都道府県 国 新規提案 ○

HTLV-1 感染率の減少 AMED 第２段 国・都道府県 国 新規提案 ○

がん検診の受診率の向上 国民生活基礎調査 第２段 国・都道府県・

区市町村

国 同一 ○

精密検査受診率の向上 地域保健・健康増進

事業報告

第２段 国・都道府県・

区市町村

国 新規提案 ○

職域におけるがん検診の普及 第２段 新規提案 ○

B型・C型肝炎ウィルス検査と

治療の普及啓発

第１段 新規提案

HTLV-1 感染とスクリーニング

の普及啓発

第１段 新規提案

コールリコールを実施する市町

村の割合の向上

市区町村におけるがん

検診の実施状況調査

第１段 区市町村 新規提案

市町村用がん検診チェックリス

ト実施率の向上

全国がん検診実施状

況データブック

第１段 区市町村 新規提案

市町村における精密検査未

把握率の減少

地域保健・健康増進

事業報告

第１段 区市町村 新規提案

健康宣言の中にがん検診受

診を推奨する事業所の数の

増加

健康経営認証制度

（？）

第１段 新規提案

がん検診の感度・特異度を把

握する都道府県の増加

受診者台帳とがん登

録データとの照合

第１段 都道府県 新規提案

赤太字：主目標項目　赤字：副目標　緑字：開発中の目標　黒字：研究途上の目標
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 b
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 b
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b
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o
re
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転
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標
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 p

la
y
 s

p
o
rt

s 
—

 P
A

‑1
2

C
o
re

運
動

や
ス

ポ
ー

ツ
を

習
慣

的
に

し
て

い
る

子
ど
も
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目
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一
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 c
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b
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p
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 m
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加
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究
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C
o
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■
 健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

の
み

に
あ

る
項

目

運
動

習
慣

者
の

割
合

の
増

加
主

目
標

同
一

高
齢

者
の

社
会

参
加

の
促

進
（

就
業

又
は

何
ら

か
の

地
域

活
動

を
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
の

増
加

)
主

目
標

同
一

住
民

が
運

動
し

や
す

い
ま

ち
づ

く
り
・環

境
整

備
に

取
り
組

む
自

治
体

数
の

増
加

主
目

標
同

一
＆

改
善

提
案

健
康

増
進

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

有
す

る
総

合
型

地
域

ス
ポ

ー
ツ

ク
ラ

ブ
の

増
加

開
発

中
の

目
標

新
規

提
案

立
地

適
正

化
計

画
（

住
民

の
不

活
動

対
策

・地
域

住
民

の
交

流
増

加
・食

品
へ

の
ア

ク
セ

ス

対
策

が
盛

り
込

ま
れ

た
市

町
村

立
地

適
正

化
計

画
の

増
加

）
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案

毎
日

6
0
分

以
上

身
体

活
動

を
実

施
す

る
国

民
の

割
合

（
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
遵

守
率

）
の

増
加

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

座
位

行
動

時
間

の
減

少
研

究
途

上
の

目
標

新
規

提
案

健
康

づ
く
り
の

た
め

の
身

体
活

動
基

準
（

厚
労

省
）

を
認

知
す

る
者

の
割

合
の

増
加

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

運
動

自
主

グ
ル

ー
プ

・通
い

の
場

に
参

加
す

る
高

齢
者

の
増

加
研

究
途

上
の

目
標

新
規

提
案

運
動

指
導

の
専

門
家

が
い

る
保

健
所

の
増

加
研

究
途

上
の

目
標

新
規

提
案

都
市

交
通

計
画

（
住

民
の

不
活

動
対

策
・地

域
住

民
の

交
流

増
加

・食
品

へ
の

ア
ク

セ
ス

対
策

が
盛

り
込

ま
れ

た
都

市
交

通
計

画
（

あ
る

い
は

都
市

交
通

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
）

の
増

加
）

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

気
が

つ
い

た
点

米
国

の
目

標
は

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
リ
ン

ク
し

て
い

る

米
国

の
目

標
は

ア
ウ

ト
カ

ム
、
ア

ウ
ト

プ
ッ
ト

重
視

で
、
プ

ロ
セ

ス
の

目
標

は
少

な
い

健
常

高
齢

者
の

目
標

は
基

本
的

に
成

人
の

目
標

に
含

ま
れ

て
い

る
（

身
体

・
認

知
機

能
に

障
害

の
あ

る
高

齢
者

の
目

標
が

あ
る

の
み

）

a
ct

iv
e
 t

ra
n
sp

o
rt

の
目

標
が

立
て

ら
れ

て
い

る

日
本

に
は

子
供

の
身

体
活

動
（

運
動

だ
け

で
は

な
く、

日
常

も
含

め
た

身
体

活
動

）
の

目
標

が
な

い
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患
の

分
野

に
有

り
：

高
（

L
D

L
)コ

レ
ス

テ
ロ

ー
ル

血
症

有
病

率
の

減
少

主
目

標
同

一

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
a
d
u
lt
s 

w
it
h
 o

b
e
si

ty
 —

 N
W

S
‑0

3
C
o
re

2
0
歳

代
～

6
0
歳

代
の

男
性

の
肥

満
の

割
合

の
減

少

4
0
～

6
0
歳

代
の

女
性

の
肥

満
の

割
合

の
減

少
主

目
標

同
一

＆
改

善
提

案

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
w

o
rk

si
te

s 
th

a
t 

o
ff
e
r 

a
n
 e

m
p
lo

y
e
e
 n

u
tr

it
io

n
 p

ro
g
ra

m
 —

E
C
B
P
‑D

0
5

D
e
v
e
lo

p
m

e
n
ta

l
従

業
員

の
食

生
活

改
善

対
策

を
実

施
す

る
職

場
の

増
加

（
健

康
経

営
企

業
数

）
副

目
標

新
規

提
案

■
 H

P
2

0
3

0
の

み
に

あ
る

項
目

In
cr

e
a
se

 c
o
n
su

m
p
ti
o
n
 o

f 
d
a
rk

 g
re

e
n
 v

e
g
e
ta

b
le

s,
 r

e
d
 a

n
d
 o

ra
n
g
e
 v

e
g
e
ta

b
le

s,
 a

n
d

b
e
a
n
s 

a
n
d
 p

e
a
s 

b
y
 p

e
o
p
le

 a
g
e
d
 2

 y
e
a
rs

 a
n
d
 o

v
e
r 

—
 N

W
S
‑0

8
C
o
re

（
目

標
無

し
：

目
標

を
少

な
くし

、
国

民
に

わ
か

り
や

す
くす

る
観

点
で

野
菜

摂
取

量
全

体
と
し

て

い
る

。
ま

た
、
緑

黄
色

野
菜

に
つ

い
て

目
標

と
す

べ
き

量
に

つ
い

て
の

エ
ビ

デ
ン

ス
は

少
な

い
。
）

In
cr

e
a
se

 w
h
o
le

 g
ra

in
 c

o
n
su

m
p
ti
o
n
 b

y
 p

e
o
p
le

 a
g
e
d
 2

 y
e
a
rs

 a
n
d
 o

v
e
r 

—
 N

W
S
‑0

9
C
o
re

（
目

標
無

し
：

全
粒

粉
の

食
品

の
摂

取
に

つ
い

て
、
現

在
の

国
民

健
康

・栄
養

調
査

の
方

法
で

は
把

握
で

き
ず

、
日

本
人

の
摂

取
量

に
つ

い
て

定
量

的
な

デ
ー

タ
は

少
な

い
た

め
実

態
が

把
握

で

き
な

い
。
ま

た
、
栄

養
素

の
バ

ラ
ン

ス
を

優
先

し
、
個

別
の

栄
養

素
や

食
品

の
前

に
、
主

食
・主

菜
・

副
菜

と
い

っ
た

食
事

パ
タ

ン
を

目
標

と
し

て
い

る
。
）

R
e
d
u
ce

 c
o
n
su

m
p
ti
o
n
 o

f 
sa

tu
ra

te
d
 f
a
t 

b
y
 p

e
o
p
le

 a
g
e
d
 2

 y
e
a
rs

 a
n
d
 o

v
e
r 

—
 N

W
S
‑1

1
C
o
re

（
目

標
無

し
：

優
先

度
の

高
い

目
標

の
み

に
す

る
観

点
か

ら
入

れ
て

い
な

い
が

、
目

標
を

増
や

す

こ
と
が

可
能

で
あ

れ
ば

、
追

加
す

る
意

義
は

あ
る

。
た

だ
し

、
日

本
人

成
人

の
平

均
摂

取
量

は
エ

ネ

ル
ギ

ー
比

率
7
％

程
度

で
、
米

国
の

目
標

8
,4

%
よ

り
少

な
い

。
）

In
cr

e
a
se

 c
a
lc

iu
m

 c
o
n
su

m
p
ti
o
n
 b

y
 p

e
o
p
le

 a
g
e
d
 2

 y
e
a
rs

 a
n
d
 o

v
e
r 

—
 N

W
S
‑1

3
C
o
re

（
目

標
無

し
：

健
康

日
本

2
1
で

取
り
上

げ
て

い
る

主
要

な
生

活
習

慣
病

と
の

関
連

は
、
食

塩
、

野
菜

よ
り
優

先
度

が
低

い
。
）

In
cr

e
a
se

 p
o
ta

ss
iu

m
 c

o
n
su

m
p
ti
o
n
 b

y
 p

e
o
p
le

 a
g
e
d
 2

 y
e
a
rs

 a
n
d
 o

v
e
r 

—
 N

W
S
‑1

4
C
o
re

（
目

標
無

し
：

カ
リ
ウ

ム
摂

取
源

は
主

に
野

菜
・果

物
で

あ
る

た
め

、
野

菜
・果

物
の

摂
取

量
を

増

加
す

る
こ

と
で

良
い

。
）

In
cr

e
a
se

 v
it
a
m

in
 D

 c
o
n
su

m
p
ti
o
n
 b

y
 p

e
o
p
le

 a
g
e
d
 2

 y
e
a
rs

 a
n
d
 o

v
e
r 

—
 N

W
S
‑1

5
C
o
re

（
目

標
無

し
：

健
康

日
本

2
1
で

取
り
上

げ
て

い
る

主
要

な
生

活
習

慣
病

と
の

関
連

は
、
食

塩
、

野
菜

よ
り
優

先
度

が
低

い
。
）

R
e
d
u
ce

 i
ro

n
 d

e
fi
ci

e
n
cy

 i
n
 c

h
ild

re
n
 a

g
e
d
 1

 t
o
 2

 y
e
a
rs

 —
 N

W
S
‑1

6
C
o
re

（
目

標
無

し
：

日
本

で
は

1
～

2
歳

の
貧

血
の

検
査

を
し

て
い

な
い

の
で

実
態

が
不

明
。
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
sc

h
o
o
ls

 t
h
a
t 

d
o
n
’t
 s

e
ll
 l
e
ss

 h
e
a
lt
h
y
 f
o
o
d
s 

a
n
d
 d

ri
n
k
s 

—

E
C
B
P
‑D

0
2

D
e
v
e
lo

p
m

e
n
ta

l
（

目
標

無
し

：
日

本
の

小
中

学
校

で
は

ほ
と
ん

ど
で

学
校

給
食

が
あ

り
、
健

康
的

で
な

い
食

物
を

販
売

す
る

学
校

は
少

な
い

た
め

該
当

し
な

い
。
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
st

u
d
e
n
ts

 p
a
rt

ic
ip

a
ti
n
g
 i
n
 t

h
e
 S

ch
o
o
l 
B
re

a
k
fa

st
 P

ro
g
ra

m

—
 A

H
‑0

4
C
o
re

（
目

標
無

し
：

学
校

で
の

朝
食

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
日

本
で

は
国

の
政

策
と
し

て
実

施
し

て
い

な
く、

自
治

体
や

学
校

毎
で

も
実

施
し

て
い

る
学

校
は

少
な

い
。
）

過
去

1
年

間
に

経
済

的
な

理
由

で
家

族
が

必
要

と
す

る
食

料
が

買
え

な
い

経
験

（
子

ど
も

が
い

る

世
帯

）
副

目
標

新
規

提
案



In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
e
lig

ib
le

 s
tu

d
e
n
ts

 p
a
rt

ic
ip

a
ti
n
g
 i
n
 t

h
e
 S

u
m

m
e
r 

F
o
o
d

S
e
rv

ic
e
 P

ro
g
ra

m
 —

 A
H

‑R
0
3

R
e
se

a
rc

h

（
目

標
無

し
：

夏
休

み
の

食
物

提
供

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
日

本
で

は
国

の
政

策
と
し

て
実

施
し

て
い

な

い
。
し

か
し

、
低

所
得

の
世

帯
の

子
ど
も

で
は

給
食

が
無

い
休

み
の

日
に

栄
養

不
足

が
多

く
見

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、
必

要
性

は
あ

る
か

も
し

れ
な

い
。
日

本
で

は
フ

ー
ド

バ
ン

ク
や

子
ど
も

食
堂

等
が

実
施

し

て
い

る
の

み
で

あ
り
、
政

策
目

標
に

す
る

か
ど
う
か

は
議

論
が

必
要

。
）

In
cr

e
a
se

 q
u
a
li
ty

 o
f 
li
fe

 f
o
r 

ca
n
ce

r 
su

rv
iv

o
rs

 —
 C

‑R
0
1

R
e
se

a
rc

h
（

が
ん

の
分

野
に

記
載

：
が

ん
サ

バ
イ

バ
ー

の
Q

O
L
：

第
３

期
が

ん
対

策
推

進
基

本
計

画
中

間

評
価

指
標

に
記

載
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
in

fa
n
ts

 w
h
o
 a

re
 b

re
a
st

fe
d
 e

x
cl

u
si

v
e
ly

 t
h
ro

u
g
h
 a

g
e
 6

m
o
n
th

s 
—

 M
IC

H
‑1

5
C
o
re

（
目

標
無

し
：

子
ど
も

の
分

野
が

あ
れ

ば
、
そ

ち
ら

に
含

め
る

可
能

性
あ

り
。
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
in

fa
n
ts

 w
h
o
 a

re
 b

re
a
st

fe
d
 a

t 
1
 y

e
a
r 

—
 M

IC
H

‑1
6

C
o
re

（
同

上
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
h
e
a
lt
h
 c

a
re

 v
is

it
s
 b

y
 a

d
u
lt
s 

w
it
h
 o

b
e
si

ty
 t

h
a
t 

in
cl

u
d
e

c
o
u
n
se

lin
g
 o

n
 w

e
ig

h
t 

lo
ss

, 
n
u
tr

it
io

n
, 

o
r 

p
h
y
si

ca
l 
a
ct

iv
it
y
 —

 N
W

S
‑0

5
C
o
re

（
目

標
無

し
：

特
定

保
健

指
導

実
施

率
は

あ
る

が
、
医

療
機

関
で

の
治

療
は

無
い

。
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
w

o
m

e
n
 o

f 
ch

ild
b
e
a
ri
n
g
 a

g
e
 w

h
o
 g

e
t 

e
n
o
u
g
h
 f
o
lic

 a
ci

d
 —

M
IC

H
‑1

2
C
o
re

（
目

標
無

し
：

健
康

日
本

2
1
で

は
主

要
な

生
活

習
慣

病
に

焦
点

を
あ

て
た

た
め

、
葉

酸
は

目

標
に

入
っ
て

い
な

い
。
）

R
e
d
u
ce

 i
ro

n
 d

e
fi
ci

e
n
cy

 i
n
 f
e
m

a
le

s 
a
g
e
d
 1

2
 t

o
 4

9
 y

e
a
rs

 —
 N

W
S
‑1

7
C
o
re

（
目

標
無

し
：

健
康

日
本

2
1
で

は
主

要
な

生
活

習
慣

病
に

焦
点

を
あ

て
た

た
め

、
貧

血
は

目

標
に

入
っ
て

い
な

い
。
）

■
 健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

の
み

に
あ

る
項

目

低
出

生
体

重
児

の
割

合
の

減
少

主
目

標
同

一
＆

改
善

提
案

肥
満

傾
向

の
子

ど
も

の
割

合
の

減
少

主
目

標
同

一
＆

改
善

提
案

2
0
歳

代
～

3
0
歳

代
の

女
性

の
や

せ
の

割
合

の
減

少
副

目
標

改
善

提
案

高
齢

者
の

や
せ

の
割

合
の

減
少

主
目

標
同

一

生
活

保
護

受
給

者
の

肥
満

の
割

合
の

減
少

副
目

標
新

規
提

案

主
食

・主
菜

・副
菜

を
組

み
合

わ
せ

た
食

事
を

す
る

行
動

の
増

加
主

目
標

同
一

生
鮮

食
品

を
利

用
す

る
行

動
の

増
加

副
目

標
新

規
提

案

食
品

中
の

食
塩

や
脂

肪
の

低
減

に
取

り
組

む
食

品
企

業
の

増
加

副
目

標
同

一
＆

改
善

提
案

加
工

食
品

の
自

主
的

な
栄

養
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
の

作
成

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

す
る

企
業

の
増

加
研

究
途

上
の

目
標

健
康

的
な

食
事

・食
環

境
の

提
供

に
取

り
組

む
飲

食
店

、
ス

ー
パ

ー
、
コ

ン
ビ

ニ
、
配

食
サ

ー
ビ

ス

会
社

の
増

加
副

目
標

改
善

提
案

特
定

給
食

施
設

（
保

育
所

、
学

校
、
事

業
所

等
）

で
喫

食
者

の
適

正
体

重
、
食

塩
低

減
を

し

て
い

る
施

設
の

増
加

副
目

標
改

善
提

案



喫
煙

H
P

2
0

3
0

目
標

の
種

類
健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

目
標

の
種

類
第

二
次

と
の

関
係

■
 H

P
2

0
3

0
と

健
康

日
本

２
１

（
次

期
計

画
案

）
の

両
方

に
あ

る
項

目

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

to
b
a
cc

o
 u

se
 i
n
 a

d
u
lt
s 

—
 T

U
‑0

1
C
o
re

成
人

の
喫

煙
率

の
減

少
（

喫
煙

を
や

め
た

い
者

が
や

め
る

）
主

目
標

同
一

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

c
ig

a
re

tt
e
 s

m
o
k
in

g
 i
n
 a

d
u
lt
s 

—
 T

U
‑0

2
C
o
re

成
人

の
喫

煙
率

の
減

少
（

喫
煙

を
や

め
た

い
者

が
や

め
る

）
主

目
標

同
一

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

c
ig

a
re

tt
e
, 

c
ig

a
r,

 a
n
d
 p

ip
e
 s

m
o
k
in

g
 i
n
 a

d
u
lt
s 

—
 T

U
‑0

3
C
o
re

成
人

の
喫

煙
率

の
減

少
（

喫
煙

を
や

め
た

い
者

が
や

め
る

）
主

目
標

同
一

In
cr

e
a
se

 p
a
st

‑y
e
a
r 

a
tt

e
m

p
ts

 t
o
 q

u
it
 s

m
o
k
in

g
 i
n
 a

d
u
lt
s 

—
 T

U
‑1

1
C
o
re

禁
煙

を
試

み
た

者
・継

続
的

な
禁

煙
に

成
功

し
て

い
る

者
の

割
合

の
増

加
主

目
標

新
規

提
案

In
cr

e
a
se

 s
u
c
c
e
ss

fu
l 
q
u
it
 a

tt
e
m

p
ts

 i
n
 a

d
u
lt
s 

w
h
o
 s

m
o
k
e
 —

 T
U

‑1
4

C
o
re

禁
煙

を
試

み
た

者
・継

続
的

な
禁

煙
に

成
功

し
て

い
る

者
の

割
合

の
増

加
主

目
標

新
規

提
案

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 n

u
m

b
e
r 

o
f 
st

a
te

s,
 t

e
rr

it
o
ri
e
s,

 a
n
d
 D

C
 t

h
a
t 

p
ro

h
ib

it
 s

m
o
k
in

g
 i
n

w
o
rk

si
te

s,
 r

e
st

a
u
ra

n
ts

, 
a
n
d
 b

a
rs

 —
 T

U
‑1

7
C
o
re

受
動

喫
煙

防
止

条
例

を
制

定
す

る
自

治
体

数
の

増
加

主
目

標
新

規
提

案

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
w

o
rk

si
te

s 
w

it
h
 p

o
li
ci

e
s 

th
a
t 

b
a
n
 i
n
d
o
o
r 

sm
o
k
in

g
 —

E
C
B
P
‑D

0
6

D
e
v
e
lo

p
m

e
n
ta

l
受

動
喫

煙
防

止
政

策
（

改
正

健
康

増
進

法
）

の
推

進
/受

動
喫

煙
防

止
に

取
り
組

む
企

業

数
の

増
加

副
目

標
新

規
提

案

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

to
b
a
cc

o
 u

se
 i
n
 a

d
o
le

sc
e
n
ts

 —
 T

U
‑0

4
C
o
re

未
成

年
者

の
喫

煙
を

な
くす

主
目

標
同

一

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

c
ig

a
re

tt
e
 s

m
o
k
in

g
 i
n
 a

d
o
le

sc
e
n
ts

 —
 T

U
‑0

6
C
o
re

未
成

年
者

の
喫

煙
を

な
くす

主
目

標
同

一

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

c
ig

a
r 

sm
o
k
in

g
 i
n
 a

d
o
le

sc
e
n
ts

 —
 T

U
‑0

7
C
o
re

未
成

年
者

の
喫

煙
を

な
くす

主
目

標
同

一

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
p
e
o
p
le

 w
h
o
 d

o
n
’t
 s

m
o
k
e
 b

u
t 

a
re

 e
x
p
o
se

d
 t

o
 s

e
co

n
d
h
a
n
d

sm
o
k
e
 —

 T
U

‑1
9

C
o
re

受
動

喫
煙

（
家

庭
・職

場
・飲

食
店

・行
政

機
関

・医
療

機
関

）
の

機
会

を
有

す
る

者
の

割
合

の
減

少
主

目
標

同
一

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
a
d
u
lt
s 

w
h
o
 g

e
t 

a
d
v
ic

e
 t

o
 q

u
it
 s

m
o
k
in

g
 f
ro

m
 a

 h
e
a
lt
h

c
a
re

 p
ro

v
id

e
r 

—
 T

U
‑1

2
C
o
re

禁
煙

ア
ド

バ
イ

ス
実

施
件

数
の

増
加

（
診

療
・健

診
・検

診
・薬

局
等

）
/禁

煙
相

談
支

援
・専

門
医

療
機

関
の

利
用

の
増

加
/禁

煙
治

療
（

オ
ン

ラ
イ

ン
、
禁

煙
治

療
ア

プ
リ
を

含
む

）
の

実
施

件
数

の
増

加

主
目

標
新

規
提

案

In
cr

e
a
se

 u
se

 o
f 
sm

o
k
in

g
 c

e
ss

a
ti
o
n
 c

o
u
n
se

li
n
g
 a

n
d
 m

e
d
ic

a
ti
o
n
 i
n
 a

d
u
lt
s 

w
h
o
 s

m
o
k
e

—
 T

U
‑1

3
C
o
re

禁
煙

治
療

受
診

の
促

進
/禁

煙
相

談
支

援
・専

門
医

療
機

関
の

利
用

の
増

加
/禁

煙
治

療

（
オ

ン
ラ

イ
ン

、
禁

煙
治

療
ア

プ
リ
を

含
む

）
の

実
施

件
数

の
増

加
主

目
標

新
規

提
案

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 n

a
ti
o
n
a
l 
a
v
e
ra

g
e
 t

a
x
 o

n
 c

ig
a
re

tt
e
s 

—
 T

U
‑2

1
C
o
re

タ
バ

コ
製

品
価

格
お

よ
び

タ
バ

コ
税

の
引

き
上

げ
主

目
標

新
規

提
案

In
cr

e
a
se

 a
b
st

in
e
n
ce

 f
ro

m
 c

ig
a
re

tt
e
 s

m
o
k
in

g
 a

m
o
n
g
 p

re
g
n
a
n
t 

w
o
m

e
n
 —

 M
IC

H
‑1

0
C
o
re

妊
娠

中
の

喫
煙

を
な

くす
主

目
標

同
一

■
 H

P
2

0
3

0
の

み
に

あ
る

項
目

In
cr

e
a
se

 M
e
d
ic

a
id

 c
o
v
e
ra

g
e
 o

f 
e
v
id

e
n
ce

-b
a
se

d
 t

re
a
tm

e
n
t 

to
 h

e
lp

 p
e
o
p
le

 q
u
it
 u

si
n
g

to
b
a
cc

o
 —

 T
U

‑1
6

C
o
re

（
目

標
な

し
：

医
療

保
険

シ
ス

テ
ム

が
日

米
で

異
な

る
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
sm

o
k
e
‑f

re
e
 h

o
m

e
s 

—
 T

U
‑1

8
C
o
re

（
目

標
な

し
）

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

e
‑c

ig
a
re

tt
e
 u

se
 i
n
 a

d
o
le

sc
e
n
ts

 —
 T

U
‑0

5
C
o
re

（
目

標
な

し
：

電
子

タ
バ

コ
を

タ
バ

コ
に

分
類

し
て

い
な

い
）

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

u
se

 o
f 
sm

o
k
e
le

ss
 t

o
b
a
c
c
o
 p

ro
d
u
ct

s 
a
m

o
n
g
 a

d
o
le

sc
e
n
ts

 —
 T

U
‑0

8
C
o
re

（
目

標
な

し
：

sm
o
k
e
le

ss
 t

o
b
a
cc

o
の

使
用

は
日

本
で

は
一

般
的

で
な

い
）

R
e
d
u
ce

 c
u
rr

e
n
t 

u
se

 o
f 
fl
a
v
o
re

d
 t

o
b
a
c
c
o
 p

ro
d
u
ct

s 
in

 a
d
o
le

sc
e
n
ts

 w
h
o
 u

se
 t

o
b
a
cc

o

—
 T

U
‑0

9
C
o
re

（
目

標
な

し
）

E
lim

in
a
te

 c
ig

a
re

tt
e
 s

m
o
k
in

g
 i
n
it
ia

ti
o
n
 i
n
 a

d
o
le

sc
e
n
ts

 a
n
d
 y

o
u
n
g
 a

d
u
lt
s 

—
 T

U
‑1

0
C
o
re

（
目

標
な

し
）

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
a
d
o
le

sc
e
n
ts

 e
x
p
o
se

d
 t

o
 t

o
b
a
c
co

 m
a
rk

e
ti
n
g
 —

 T
U

‑2
2

C
o
re

（
目

標
な

し
）

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 l
u
n
g
 c

a
n
ce

r 
d
e
a
th

 r
a
te

 —
 C

‑0
2

C
o
re

（
が

ん
対

策
目

標
と
重

複
の

た
め

省
略

）

E
lim

in
a
te

 p
o
lic

ie
s 

in
 s

ta
te

s,
 t

e
rr

it
o
ri
e
s,

 a
n
d
 D

C
 t

h
a
t 

p
re

e
m

p
t 

lo
ca

l 
to

b
a
cc

o
 c

o
n
tr

o
l

p
o
li
ci

e
s 

—
 T

U
‑2

0
C
o
re

（
目

標
な

し
：

法
制

度
が

日
米

で
異

な
る

）



In
cr

e
a
se

 t
h
e
 n

u
m

b
e
r 

o
f 
st

a
te

s,
 t

e
rr

it
o
ri
e
s,

 a
n
d
 D

C
 t

h
a
t 

ra
is

e
 t

h
e
 m

in
im

u
m

 a
g
e
 f
o
r

to
b
a
cc

o
 s

a
le

s 
to

 2
1
 y

e
a
rs

 —
 T

U
‑2

3
C
o
re

（
目

標
な

し
）

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 n

u
m

b
e
r 

o
f 
st

a
te

s,
 t

e
rr

it
o
ri
e
s,

 a
n
d
 D

C
 t

h
a
t 

p
ro

h
ib

it
 s

m
o
k
in

g
 i
n

m
u
lt
iu

n
it
 h

o
u
si

n
g
 —

 T
U

‑R
0
1

R
e
se

a
rc

h
（

目
標

な
し

）

In
cr

e
a
se

 s
u
c
c
e
ss

fu
l 
q
u
it
 a

tt
e
m

p
ts

 i
n
 p

re
g
n
a
n
t 

w
o
m

e
n
 w

h
o
 s

m
o
k
e
 —

 T
U

‑1
5

C
o
re

（
目

標
な

し
）

■
 健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

の
み

に
あ

る
項

目

禁
煙

啓
発

広
告

を
見

た
者

の
割

合
の

増
加

開
発

中
の

目
標

新
規

提
案

タ
バ

コ
製

品
パ

ッ
ケ

ー
ジ

の
警

告
表

示
を

見
た

者
の

割
合

の
増

加
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案

学
校

・職
場

・地
域

・家
庭

に
お

け
る

禁
煙

啓
発

活
動

（
メ

デ
ィ
ア

キ
ャ
ン

ペ
ー

ン
を

含
む

）
の

実
施

開
発

中
の

目
標

新
規

提
案

タ
バ

コ
製

品
パ

ッ
ケ

ー
ジ

に
お

け
る

警
告

表
示

の
推

進
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案

禁
煙

ア
ド

バ
イ

ス
実

施
の

義
務

付
け

（
診

療
・健

診
・検

診
・薬

局
等

）
研

究
途

上
の

目
標

新
規

提
案

タ
バ

コ
製

品
の

広
告

・販
売

・提
供

に
関

す
る

規
制

法
の

制
定

開
発

中
の

目
標

新
規

提
案

複
数

の
タ

バ
コ

製
品

を
併

用
す

る
者

の
割

合
の

減
少

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

喫
煙

に
伴

う
リ
ス

ク
に

つ
い

て
の

知
識

向
上

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

未
成

年
喫

煙
者

の
補

導
強

化
研

究
途

上
の

目
標

新
規

提
案



飲
酒

H
P

2
0

3
0

目
標

の
種

類
健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

目
標

の
種

類
第

二
次

と
の

関
係

■
 H

P
2

0
3

0
と

健
康

日
本

２
１

（
次

期
計

画
案

）
の

両
方

に
あ

る
項

目

R
e
d
u
ce

 c
ir
rh

o
si

s 
d
e
a
th

s 
—

 S
U

‑0
2

C
o
re

ア
ル

コ
ー

ル
に

起
因

す
る

健
康

障
害

な
ど
の

減
少

:(
2
)ア

ル
コ

ー
ル

性
肝

疾
患

に
よ

る
死

亡
の

減
少

副
目

標
新

規
提

案

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
p
e
o
p
le

 a
g
e
d
 2

1
 y

e
a
rs

 a
n
d
 o

v
e
r 

w
h
o
 e

n
g
a
g
e
d
 i
n
 b

in
g
e

d
ri
n
k
in

g
 i
n
 t

h
e
 p

a
st

 m
o
n
th

 —
 S

U
‑1

0
C
o
re

生
活

習
慣

病
の

リ
ス

ク
を

高
め

る
量

を
飲

酒
し

て
い

る
者

（
一

日
当

た
り
の

純
ア

ル
コ

ー
ル

摂
取

量

が
男

性
4
0
g
以

上
、
女

性
2
0
g
以

上
の

者
）

の
割

合
の

減
少

主
目

標
同

一

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
m

o
to

r 
v
e
h
ic

le
 c

ra
sh

 d
e
a
th

s 
th

a
t 

in
v
o
lv

e
 a

 d
ru

n
k
 d

ri
v
e
r 

—

S
U

‑1
1

C
o
re

ア
ル

コ
ー

ル
に

起
因

す
る

健
康

障
害

な
ど
の

減
少

:(
3
)ア

ル
コ

ー
ル

健
康

障
害

に
関

連
す

る
飲

酒

運
転

事
故

数
の

減
少

副
目

標
新

規
提

案

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
p
e
o
p
le

 w
it
h
 a

 s
u
b
st

a
n
ce

 u
se

 d
is

o
rd

e
r 

w
h
o
 g

o
t

tr
e
a
tm

e
n
t 

in
 t

h
e
 p

a
st

 y
e
a
r 

—
 S

U
‑0

1
C
o
re

ア
ル

コ
ー

ル
依

存
症

患
者

の
受

療
率

向
上

副
目

標
新

規
提

案

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
p
e
o
p
le

 w
h
o
 h

a
d
 a

lc
o
h
o
l 
u
se

 d
is

o
rd

e
r 

in
 t

h
e
 p

a
st

 y
e
a
r 

—

S
U

‑1
3

C
o
re

ア
ル

コ
ー

ル
に

起
因

す
る

健
康

障
害

な
ど
の

減
少

:(
1
)ア

ル
コ

ー
ル

依
存

症
患

者
の

減
少

副
目

標
新

規
提

案

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
p
e
o
p
le

 w
h
o
 g

e
t 

a
 r

e
fe

rr
a
l 
fo

r 
su

b
st

a
n
ce

 u
se

 t
re

a
tm

e
n
t

a
ft

e
r 

a
n
 e

m
e
rg

e
n
cy

 d
e
p
a
rt

m
e
n
t 

v
is

it
 —

 S
U

‑D
0
2

D
e
v
e
lo

p
m

e
n
ta

l
（

直
接

対
応

す
る

健
康

日
本

2
1
の

目
標

項
目

は
な

い
が

、
関

連
す

る
目

標
と
し

て
ア

ル
コ

ー
ル

依
存

症
専

門
医

療
機

関
の

全
都

道
府

県
整

備
を

提
案

）
研

究
途

上
の

目
標

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
a
d
o
le

sc
e
n
ts

 w
h
o
 d

ra
n
k
 a

lc
o
h
o
l 
in

 t
h
e
 p

a
st

 m
o
n
th

 —
 S

U
‑

0
4

C
o
re

未
成

年
者

の
飲

酒
を

な
くす

主
目

標
同

一

R
e
d
u
ce

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
p
e
o
p
le

 u
n
d
e
r 

2
1
 y

e
a
rs

 w
h
o
 e

n
g
a
g
e
d
 i
n
 b

in
g
e
 d

ri
n
k
in

g
 i
n

th
e
 p

a
st

 m
o
n
th

 —
 S

U
‑0

9
C
o
re

未
成

年
者

の
飲

酒
を

な
くす

主
目

標
同

一

In
cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
a
d
o
le

sc
e
n
ts

 w
h
o
 t

h
in

k
 s

u
b
st

a
n
ce

 a
b
u
se

 i
s 

ri
sk

y
 —

 S
U

‑

R
0
1

R
e
se

a
rc

h
飲

酒
に

伴
う
リ
ス

ク
に

関
す

る
知

識
及

び
ア

ル
コ

ー
ル

依
存

症
に

対
す

る
認

識
の

向
上

開
発

中
の

目
標

新
規

提
案

In
cr

e
a
se

 a
b
st

in
e
n
ce

 f
ro

m
 a

lc
o
h
o
l 
a
m

o
n
g
 p

re
g
n
a
n
t 

w
o
m

e
n
 —

 M
IC

H
‑0

9
C
o
re

妊
娠

中
の

飲
酒

を
な

くす
主

目
標

同
一

■
 健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

の
み

に
あ

る
項

目

ア
ル

コ
ー

ル
に

起
因

す
る

健
康

障
害

な
ど
の

減
少

:(
4
)ア

ル
コ

ー
ル

健
康

障
害

に
関

連
す

る
暴

力
・

虐
待

(他
者

へ
の

悪
影

響
含

む
)の

減
少

副
目

標
新

規
提

案

ア
ル

コ
ー

ル
に

起
因

す
る

健
康

障
害

な
ど
の

減
少

:(
5
)ア

ル
コ

ー
ル

健
康

障
害

に
関

連
す

る
自

殺

等
の

減
少

副
目

標
新

規
提

案

ア
ル

コ
ー

ル
に

起
因

す
る

健
康

障
害

な
ど
の

減
少

:(
6
)ア

ル
コ

ー
ル

性
肝

疾
患

に
よ

る
受

診
者

・

死
亡

者
の

低
減

副
目

標
新

規
提

案

飲
み

放
題

を
提

供
し

て
い

る
飲

食
店

の
減

少
副

目
標

同
一

＆
改

善
提

案

自
動

車
教

習
所

に
お

け
る

飲
酒

運
転

防
止

に
係

る
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

履
行

率
上

昇
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案

酒
類

業
界

に
お

け
る

広
告

・宣
伝

に
関

す
る

自
主

基
準

の
違

反
率

減
少

副
目

標
新

規
提

案

酒
類

業
界

に
お

け
る

交
通

広
告

の
全

面
自

粛
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案

酒
類

業
者

に
お

け
る

酒
類

販
売

管
理

研
修

の
受

講
率

向
上

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

ア
ル

コ
ー

ル
依

存
症

専
門

医
療

機
関

の
全

都
道

府
県

整
備

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

飲
酒

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

策
定

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

依
存

症
患

者
の

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
(A

U
D

IT
１

５
点

以
上

（
依

存
症

の
レ

ベ
ル

・８
点

以
上

（
飲

酒
関

連
問

題
が

あ
る

レ
ベ

ル
）

)
主

目
標

新
規

提
案

成
人

に
お

け
る

h
e
a
v
y
 e

p
is

o
d
ic

 d
ri
n
k
in

g
の

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
主

目
標

新
規

提
案

健
康

診
断

及
び

保
健

指
導

に
お

け
る

ア
ル

コ
ー

ル
使

用
障

害
ス

ク
リ
ー

ニ
ン

グ
と
ブ

リ
ー

フ
イ

ン
タ

ー

ベ
ン

シ
ョ
ン

の
実

施
評

価
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案
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康
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２
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v
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（
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0
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以
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、
6
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歳

で
2
4
歯
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上

、
4
0
歳

で
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歯

な
し
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・

そ
の

健
康

格
差

主
目

標
同

一
＆

改
善

提
案
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0
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０
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C
o
re

C
o
re

フ
ッ
化

物
応

用
の

経
験

が
有

る
者

の
割

合
の

増
加

・そ
の

健
康

格
差

副
目

標
新

規
提

案

集
団

フ
ッ
化

物
洗

口
を

実
施

し
て

い
る

幼
稚

園
・保

育
園

・学
校

の
増

加
副

目
標

新
規

提
案
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菓
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目
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■
 健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

の
み

に
あ

る
項

目

喫
煙

を
し

て
い

な
い

者
の

割
合

の
増

加
・そ

の
健

康
格

差
副

目
標

新
規

提
案

歯
ブ

ラ
シ

を
用

い
た

歯
み

が
き

に
加

え
て

デ
ン

タ
ル

フ
ロ

ス
や

歯
間

ブ
ラ

シ
を

使
う
者

の
割

合
の

増
加

・そ
の

健
康

格
差

副
目

標
新

規
提

案

常
勤

の
歯

科
衛

生
士

・歯
科

医
師

の
い

る
保

健
所

・保
健

セ
ン

タ
ー

の
割

合
の

増
加

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

障
害

者
支

援
施

設
及

び
障

害
児

入
所

施
設

で
の

定
期

的
な

歯
科

検
診

実
施

率
の

増
加

研
究

途
上

の
目

標
新

規
提

案

咀
嚼

良
好

者
の

割
合

の
増

加
（

口
腔

機
能

の
維

持
・向

上
）

・そ
の

健
康

格
差

主
目

標
同

一
＆

改
善

提
案
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cr

e
a
se

 t
h
e
 p

ro
p
o
rt

io
n
 o

f 
p
e
o
p
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h
o
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a
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sy

s
te

m
s 

h
a
v
e
 t

h
e
 r

e
co

m
m

e
n
d
e
d

a
m

o
u
n
t 

o
f 
fl
u
o
ri
d
e
 -

 O
H

-1
1

未
処

置
う
蝕

が
な

い
者

の
割

合
の

増
加

（
子

供
か

ら
成

人
、
高

齢
者

ま
で

）
・そ

の
健

康
格

差
主

目
標

新
規

提
案

過
去

 1
 年

間
に

歯
科

検
診

を
受

診
し

た
者

の
割

合
の

増
加

（
2
0
 歳

以
上

）
・そ

の
健

康

格
差

副
目

標
同

一



高
齢

者
の

健
康

＊
日

米
で

視
点

が
異

な
る

。
米

国
で

は
疾

病
に

焦
点

を
当

て
て

い
る

。
日

本
で

は
予

防
に

焦
点

を
当

て
て

い
る

。

H
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健

康
日
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２
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次
期

計
画

案
）

目
標

の
種

類
第

二
次

と
の

関
係

■
 H

P
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0
3

0
と

健
康

日
本

２
１

（
次

期
計

画
案

）
の

両
方

に
あ

る
項

目

認
知

症
の

発
症

や
進

行
の

抑
制

主
目

標
同

一

幸
福

感
や

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
低

下
の

予
防

　
＊

全
国

デ
ー

タ
が

存
在

し
な

い
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案
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習
慣
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■
 健

康
日

本
２

１
（

次
期

計
画

案
）

の
み

に
あ

る
項

目

要
介

護
状

態
へ

の
移

行
抑

制
主

目
標

同
一

フ
レ

イ
ル

（
ロ

コ
モ

テ
ィ
ブ

シ
ン

ド
ロ

ー
ム

を
含

む
）

割
合

の
減

少
　
＊

全
国

デ
ー

タ
が

存
在

し
な

い
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案

社
会

的
孤

立
・孤

独
・閉

じ
こ

も
り
者

割
合

の
減

少
主

目
標

同
一

＆
改

善
提

案

う
つ

の
発

症
や

進
行

の
抑

制
主

目
標

同
一

身
体

活
動

・運
動

主
目

標
同

一

栄
養

・食
生

活
・口

腔
機

能
主

目
標

同
一

＆
改

善
提

案

主
体

的
な

社
会

参
加

や
就

労
、
人

の
つ

な
が

り
主

目
標

同
一

*
上

記
7
指

標
は

、
い

ず
れ

も
C
o
re
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b
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c
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v
e
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う
ち

B
a
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e
 O

n
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（
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ス

ラ
イ

ン
デ

ー
タ

の
み

存
在
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進

捗
状

況
不

明
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当
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p
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h
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健
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案
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目
標
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類
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と
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関
係
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目

R
e
d
u
c
e
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k
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 d

e
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s 
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D

S
‑0

3
C
o
re

脳
血

管
疾

患
の

年
齢

調
整

死
亡

率
の

減
少

主
目

標
同

一

R
e
d
u
c
e
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ro
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ry
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e
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rt
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e
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 d
e
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th
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S
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2
C
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re

虚
血

性
心

疾
患

の
年
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死

亡
率
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少
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目
標
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一
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c
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e
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ro
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o
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d
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国
民

の
収

縮
期

血
圧

値
の

低
下
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米

国
は

血
圧

高
値

者
の

割
合

の
減

少
）

副
目

標
同

一

R
e
d
u
c
e
 c
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o
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st
e
ro
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u
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C
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re
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D
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)コ

レ
ス

テ
ロ

ー
ル

血
症

有
病

率
の

減
少

（
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総
コ

レ
ス

テ
ロ

ー
ル
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c
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 c
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c
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b
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b
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c
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 c
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v
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塩

摂
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 c
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菜
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摂
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 c
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菜
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摂
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c
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b
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p
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o
re

生
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習
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め
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を
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合
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 c
o
n
tr

o
l 
o
f 
h
ig

h
 b

lo
o
d
 p

re
ss

u
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re

高
血

圧
者

に
お

け
る

降
圧

剤
服

用
率

の
増

加
副

目
標

同
一
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善
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案
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a
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 c
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e
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e
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 a
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u
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re
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D

L
)コ

レ
ス

テ
ロ

ー
ル

血
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け
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副
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c
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 c
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 f
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摂
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案
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 r
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施
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環
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疾
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含
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副

目
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＆
改
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提

案
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案
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あ

る
項

目
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齢
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率
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少
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目
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知

の
事
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な

の
で

開
発

中
は
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し

に
し

ま
し

た
。

注
）

目
標

の
種

類
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大
部

分
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o
re

に
し

ま
し

た
が
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基

本
的

に
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e
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部
分
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分
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通
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。
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踏
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 C
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b
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e
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 c
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p
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b
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 c
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d
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 d
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b
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 c
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n
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u
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b
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 c

h
a
n
g
e
 i
n
 p

o
ta

ss
iu

m
 i
n
ta

k
e
 f
ro

m
 f
o
o
d
 a

n
d
 d
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p
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p
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度

の
心

理
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苦
痛

を
抱

え
な

が
ら

精
神

科
医

療
機

関
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受
診

し
な

い
人

の
減

少
開

発
中

の
目

標
新

規
提

案
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b
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C
o
re

(受
診

率
が

向
上

し
て

も
う
つ

病
の

有
病

率
・有

症
率

は
下

が
ら

な
い

こ
と
が

先
行

研
究

で
指

摘
さ

れ
て

い
る

こ
と
か

ら
、
基

本
的

に
は

受
診

率
向

上
を

目
標

に
含

め
ず

。
ま

た
、
本

目
標

に
関

し
て

は

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
可

能
な

指
標

が
な

い
。
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d
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p
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率
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上

し
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も
う
つ
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の

有
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率
・有

症
率

は
下

が
ら

な
い
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と
が

先
行

研
究

で
指

摘
さ

れ
て

い
る
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と
か

ら
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的

に
は

受
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向

上
を
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め
ず

。
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し
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も
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有
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率
・有

症
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は
下

が
ら

な
い
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が
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行
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究

で
指

摘
さ

れ
て

い
る

こ
と
か
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的

に
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受
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率
向
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を
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摘
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受
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を
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リ
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摘
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https://health.gov/healthypeople/objectives-and-data/browse-objectives/adolescents/increase-proportion-children-and-adolescents-symptoms-trauma-who-get-treatment-ah-d02
https://health.gov/healthypeople/objectives-and-data/browse-objectives/cancer/increase-quality-life-cancer-survivors-c-r01
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https://health.gov/healthypeople/objectives-and-data/browse-objectives/children/increase-proportion-children-autism-spectrum-disorder-who-receive-special-services-age-4-years-mich-18
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